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Ⅰ．総括研究報告書 





 

労災疾病臨床研究事業費補助金 
総括研究報告書 

 
事務所衛生基準規則に関する研究 ―妥当性と国際基準との調和― 

 
研究代表者 武藤 剛  北里大学医学部衛生学 講師 

 

研究要旨 

昭和47年に定められた事務所衛生基準規則（以下、事務所則）は、事務所におけ

る各種衛生基準を定めている。しかし、分煙や禁煙の広がり、空調設備の機能向

上、パソコンやIT機器を用いたデスクワークの普及はもとより、テレワークや、固

定席を設けないフリーアドレス制オフィスの出現、女性・障害者・外国人労働者の

増加に示されるような、労働形態・室内職場環境・労働者自身の多様性に富む現代

の室内執務環境について、改めて基準の妥当性や国際認証基準との整合性を検討す

る必要が生じている。これらを踏まえ、本研究は以下のサブテーマを主目的に、3年

計画で遂行する。 

（１）安全性・利便性・健康/快適性の観点からの事務所則各項目の国際/国内認

証基準との調和【国内外の認証基準との整合性・調和】（２）温湿度や室内空気環

境、救急用具備品、災害や転倒・腰痛予防、多様性対応等に関する各項目と基準の

妥当性の検討【現行／新規追加候補項目の基準妥当性】（３）各基準項目に関する

国内・国際基準との整合性【室内環境測基準や快適職場の検証】。 

研究１ 

昨今の働き方の多様化に伴い、わが国の現代型オフィス環境は、労働者側の観点で

は、女性や高年齢、外国人（様々な文化的背景）の増加、就労形態の観点では、オフィ

ス内フリーアドレス制、オープンスペース活用、同一オフィス内の多様な職種（正規・

非正規雇用、派遣、委託請負による客先常駐）、さらにテレワークの進展による事務作

業場所の分散化が進んでいる。従来の作業（職場）環境に内在する健康障害リスクとし

ての物理的因子（騒音、照度、振動ほか）や化学的因子（室内化学物質）に加えて、心

理的因子や生物的因子の大きさが指摘されている。 

今年度は、①多様性の観点（女性・高年齢・請負下請客先常駐・外国等多様な文化的

背景）、②健康空間オフィス（healthy workplace）、③健康危機管理の観点（救急・

感染症（生物学的リスク）等）の観点からの国内外の文献やパイロット事例調査を実施

した。抽出された検討項目について、次年度以降大規模調査や改善にむけた基準や望ま

れる在り方について分析を進めていく。 

研究２ 

国際的には、建築・ビル管理の観点より、2006 年の国連環境計画金融イニシアチブと

国連グローバル・コンパクトにより策定された Principal for Responsible Investment
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以降、ESG(Environment, Social, Governance)を基本とした評価が普及しつつある。こ

れは、オフィスワーカーが知的生産性向上を健康な状態で実現するための取組みとし

て、大きく、建物・室の基本性能、運営管理、プログラムに分け、基本性能をさらに、

①健康・快適性（空間・内装、音、光、空気空調、リフレッシュ、運動）、②利便性

（移動空間・コミュニケーション、情報通信、災害対応）、③安全性確保（有害物質、

水質、セキュリティ）の観点から評価する。わが国では CASBEE(建築物総合環境性能評

価システム)や、国土交通省のとりまとめによる、健康・快適なビル認証をめざす提言

（ESG 投資の普及促進に向けた勉強会/最終とりまとめ（平成 30 年 3 月））のベースと

なる複数の評価ツール（SWO チェックリスト（日本サステナブル建築協会）、BOMA360

パフォーマンスプログラム（全米ビル協会、日本ビルヂング協会連合会）、WELL 

Building Standard、Fitwell（米国疾病管理予防センター(CDC））等）が提案されてい

る。今年度は健康オフィスに関する国内外の認証制度を調査した。WELL、Fitwel、

CASBEE-WO の 3 種の認証制度の概要・評価指標を整理し、各々の評価割合を得た。 

研究３ 

働き方改革のもとで，高齢者や障がいを持つ方などを含む多様な労働者の職場環

境を向上させるために，事務所衛生基準規則や関連指針値等を見直す余地がないか

との問題意識を踏まえ，海外の室内環境関連機関等の基準・指針値，及び基準項目

中の二酸化酸素に関して文献調査を行った。 

海外の基準値等では最新の欧州規格（EN 16798-1:2019）が注目される。これにも

とづくと，わが国の基準の温度範囲（17℃～28℃）は同規格に全く適合できず，「2

1℃～25.5℃」などのより良い目標値に向けた改善を検討する価値がある。照明につ

いては，同様に事務所・会議室等（300ルクス），廊下・階段（100ルクス）の各照

度に関して改善の余地があると考えられる。 

二酸化炭素に関しては，わが国の基準値（1000 ppm） は，現状の各国の基準値・

指針値と比較して遜色はなかった。しかし一方，室内の二酸化炭素濃度と健康影響

や業務効率との関係については，最近は1000 ppm以下の領域でも多くの研究がさ

れ，1000ppmを下回る濃度を境に，健康上の訴えや業務効率に有意差があったとの報

告が複数ある。また600~800ppmを基準値とする新たなビル管理の指針が出ている。

室内の二酸化炭素濃度については，わが国では二酸化炭素の不適合率は40%以上と高

い。以上から，現在の基準値（1000 ppm）を下げる，または現在の基準の遵守を強

化する方策を検討する時期に来ていると考えられる。この結果として，職場環境と

業務効率の向上により，働き方改革に寄与すると共に，国民全体の労働生産性を押

し上げられる可能性があると考えられる。 

研究４ 

本年度は，温度，相対湿度，一酸化炭素，二酸化炭素の国内外における各基準値

基準値の確認並びに，文献レビューを実施した。相対湿度の基準値40～70%RHに関し
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ては，低湿度側の基準値40%RHは概ね妥当だが，70%RHは高湿度における影響を考え

るとやや不十分な可能性が指摘された。一酸化炭素ならびに二酸化炭素について

は，空調または機械式換気ありの場合の基準値10ppmおよび1000ppmは妥当と考えら

れる一方で，これらがない場合の基準値50ppmおよび5000ppmは高すぎる可能性が指

摘された。現行の基準値の妥当性が確認された一方で，一部の基準値については健

康影響を考慮すると，将来的な改訂の必要があると考えられる。今後，さらに基準

値の妥当性について検討する必要がある。 

研究５ 

照明に関する衛生基準は、労働安全衛生規則および事務所衛生基準規則に記

載されている通り、精密な作業では300ルクス以上としているが、しかしなが

ら、本法規で定められているのはあくまで「最低照度」であり、安全かつ快適

な視環境を十分に確保しているとはいえる状況ではなくなってきた。そこで、

現実的な照度設定の参考にされているのが、JIS照明基準の「推奨照度」であ

る（JIS Z 9110:2010 照明基準総則）。事務作業を行う「机上面」において

必要な照度は750ルクスである。しかしながら、JISでは考慮されていない照明

要件のなかにも重要なものはあり、「JIS照明基準を満たしている=快適な視環

境である」とはいえない。2016年6月、日本建築学会 環境工学委員会より発表

される「新しい規準」は、重要な照明要件にも関わらずこれまでは計算が困難

であった「輝度」も、近年急速に発達した照明シミュレーションソフトによっ

て算出可能であるという前提に立ち、「照度」 ≠ 「私たちが感じている明る

さ」ではないことから、視環境とエネルギーの最適化を目指した新たな枠組み

の提示がなされているこれまで照度を基準に考えられて来たが「順応」を中心

に考えると、輝度バランスを整えることが快適な環境づくりとなる。照度が、

単位面積当たりに入射する光の量であり、単位はlx（ルクス）。光源によって

照らされている面の明るさの程度を表す。それに対して輝度は、光源や被照面

が発するある方向への光度を、その方向への見かけ上の面積で割った値であ

る。単位はcd/m2（カンデラ毎平方メートル）。人の目に入る光の量を表す。

照度は「ある面にどれだけの光が到達しているか」を表しているのに対し、輝

度は「その面から反射された光が、ある方向から見ている人の目にどれだけ届

いているか」を表している。現在の照明計画で一般的に用いられているのは、

水平面（机上面や床面など）の照度分布であるが、実際に感じている“明る

さ”を表現しているのは、照度分布ではなく、輝度分布だといえる。輝度を用

いる新しい基準では、「照明消費電力密度」による評価に基づいた、高い省エ

ネルギー性を要求している。 
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研究６ 

 事務所環境と心理的影響（気分）に関して、影響因子6項目（騒音・温度・湿度・照

明・事務所デザイン・化学物質）を示す23文献を抽出し、環境ストレス因子と心理的影

響について検討した。特に騒音の因子は、仕事の能率性（パフォーマンス）低下と強い

関連がみられた。騒音・照明・温度を適正な状態に保持し、オフィス労働者の生産性を

高める工夫が必要であるが、すべての事務所でオープンスペースが有効とはいえない可

能性がある。6因子は互いに複合的な関連もあり、労働者の文化的背景や個人特性（年

齢、性別、性格、ストレス耐性）、職場条件（職種、労働時間、裁量度、仕事の複雑

性、支援の程度）を考慮して検討する必要がある。 

研究７ 

少子高齢化の進展により労働供給に制約がある中で、特に高齢者雇用に対する社

会的な配慮が必要となる。高齢労働者は、加齢による機能低下から作業負担が増

加、就労困難/健康損失等の問題が生じ、生産性の低下にも繋がる可能性がある。特

に腰痛は健康を損なう原因の上位を占めており、その対策は喫緊の課題である。 

高齢労働者が健康的に働くことが出来、且つ生産性が確保できる職場づくりに、

人間工学が注目を集めており、中でもエルゴノミクスは「人間と作業環境との適切

な関係を人間の特性から究明する学問」として応用範囲が広く、工業製品デザイ

ン・ソフトウェア設計、工場のライン設計などにも取り入れられている。 

本研究では、適切なオフィス環境構築の参考事例を提示することを目的に「腰痛

予防に資するオフィス環境・エルゴノミクスに関する国内外のエビデンス」に関す

る文献レビューを行った。Sit-stand workstationは特定の集団では筋骨格系不快感

に効果量は少ないものの有益であることがあきらかになった。腰痛予防に関して、

適切な人間工学と高さ調節可能なワークステーションを使用する際に、個別のト

レーニング/教育が必要性とされる。現場への導入を考えて教育用の資材が必要とな

る。また勤務時間の1日を通して姿勢を変えることの重要性を想起させるようなシス

テムの構築が効果的であるものと予想される。 
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Ａ．研究目的 

昭和47年に定められた事務所衛生基準

規則（以下、事務所則）は、事務所にお

ける各種衛生基準を定めている。しかし、

分煙や禁煙の広がり、空調設備の機能向

上、パソコンやIT機器を用いたデスク

ワークの普及はもとより、テレワークや、

固定席を設けないフリーアドレス制オ

フィスの出現、女性・障害者・外国人労

働者の増加に示されるような、労働形

態・室内職場環境・労働者自身の多様性

に富む現代の室内執務環境について、改

めて基準の妥当性や国際認証基準との整

合性を検討する必要が生じている。これ

らを踏まえ、本研究は以下のサブテーマ

を主目的に、3年計画で遂行する。 

（１）安全性・利便性・健康/快適性

の観点からの事務所則各項目の国際/国

内認証基準との調和【国内外の認証基準

との整合性・調和】（２）温湿度や室内

空気環境、救急用具備品、災害や転倒・

腰痛予防、多様性対応等に関する各項目

と基準の妥当性の検討【現行／新規追加

候補項目の基準妥当性】（３）各基準項

目に関する国内・国際基準との整合性

【室内環境測基準や快適職場の検証】。 

 

研究１ 

室内執務環境の観点からの多様性包摂と

グローバル現代型健康オフィスに関する

調査 

（研究代表者 武藤剛：研究分担者 遠

藤源樹） 

昨今の働き方改革の進展、労働形態の

多様化に伴い、事務所労働環境を取巻く

状況は日々変化を遂げている。特にわが

－ 11 ― 



 

国の今後の就労環境を鑑みると、労働者

側の観点では、女性や高年齢、外国人

（様々な文化的背景）の増加といった多

様性の進展が予想される。就労形態とし

ても、オフィス内フリーアドレス制、

オープンスペース活用、同一オフィス内

の多様な職種（正規・非正規雇用、派遣、

委託請負による客先常駐）、さらにテレ

ワークの進展による事務作業場所の分散

化が進んでいる。さらに従来の作業（職

場）環境に内在する健康障害リスクとし

ての物理的因子（騒音、照度、振動ほ

か）や化学的因子（室内化学物質）に加

えて、心理的因子や生物的因子の大きさ

が指摘されつつある。そして事務所環境

としても、健康障害防止の観点からの最

低限の基準から、快適職場づくり、ひい

ては（無意識のうちに）さらに健康推進

の効果をあげる健康オフィス（healthy 

workplace）の考え方がみられるように

なってきている。 

こうした状況を踏まえて本年度は、①

多様性の観点（女性・高年齢・請負下請

客先常駐・外国等多様な文化的背景）、

②健康空間オフィス（healthy workplac

e）、③健康危機管理の観点（救急・感染

症（生物学的リスク）等）の観点からの

文献調査を実施した。 

 

研究２ 

オフィス環境／ビル管理の安全性・利便

性・健康快適性に関する国内外の認証基

準 （研究分担者 花里 真道） 

昭和47年に定められた事務所衛生基準規

則（以下、事務所則は、事務所における各

種衛生基準を定めている。しかし、分煙や

禁煙の広がり、空調設備の機能向上、IT機

器を用いたデスクワークの普及はもとより、

テレワークや、固定席を設けないフリーア

ドレス制オフィスの出現、女性・障害者・

外国人労働者の増加に示されるような、労

働形態・室内職場環境・労働者自身の多様

性に富む現代の室内執務環境について、改

めて基準の妥当性や国際認証基準との整合

性を検討する必要が生じている。 

国際的には、イノベーションの誘発、生

産性の向上、人材の獲得の観点から、より

よいオフィス空間や環境への関心が高まっ

ている。また、近年の健康経営やESG（Env

ironment, Social, Governance）投資など

の視点も加わり、オフィスワーカーの健康

を増進させる空間づくりへの期待や関心も

高まり、いくつかの認証制度が運用されて

いる。本研究では、代表的な認証制度とし

てWELL（WELL Building Standard）とFitw

el、国内からはCASBEE-WO（Wellness Offi

ce）の計3種の認証基準の指標を比較し、

事務所則の検討に活かす基礎資料を得るこ

とを目的とする。 

 

研究３ 

室内空気環境基準と研究の国際動向に

関する文献調査 

（研究分担者 橋本 晴男） 

働き方改革においては，実現していくべ

き3つの柱が示されており，このうち，職

場の物理的な環境と大きく関係するものは，

「多様で柔軟な働き方の実現」と「長時間

労働の是正」がある。「多様で柔軟な働き

方の実現」に関しては，高齢労働者や女性，

および障がいのある人にとっても働きやす

い環境の整備が求められており，安全性の
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確保や健康障害の防止はもとより，利便性，

快適性，作業効率の向上の観点からの配慮

も必要となると考えられる。また「長時間

労働の是正」に関しては，テレワークの普

及に伴い，これまで事務所衛生基準規則が

適用されなかったリモートオフィスやホー

ムオフィスの安全で衛生的な環境の確保，

更には，従来のオフィスにおいては業務効

率を積極的に促進できるような環境の整備

が望まれるところである。これらの観点を

踏まえると，事務所衛生基準規則や関連す

る室内濃度指針値等のわが国での管理基準

や指針を見直すことにより，働き方改革の

推進に寄与することができる可能性がある。 

以上の背景を踏まえて，本年度の本分担

研究では，特に以下の2点に焦点を当て文

献調査を担当した。 

１．国際機関，海外各国の安全衛生行政機

関，安全衛生関連学会，室内環境に関する

業界団体などによる規制値，基準値，指針，

指導状況などを調査した。ここでは特に，

わが国で空気環境基準への不適合率が高い

二酸化炭素の濃度に関し一定の重点を置い

た。 

２．室内における二酸化炭素の濃度に関し

て，海外の基準値や指針値，濃度測定結果

の実態，室内在席者への健康影響や業務効

率との関連について，最新の研究状況や知

見などを労働衛生管理の視点から調査した。 

 

研究４ 

室内環境における温湿度、一酸化炭素な

らびに二酸化炭素の基準の妥当性の検討 

（研究分担者 齊藤 宏之） 

事務所衛生基準規則は昭和 47 年（1972

年）に制定された省令である。制定から長

い年月が経過していることから，実情に

合っていない記述も散見される。特に，本

規則中に規定されている基準値等について

は，その妥当性を検証し，必要があれば基

準値の再検討を行う必要があると考えられ

る。こうした事情を踏まえ，本グループで

は「室内環境における温湿度，一酸化炭素

ならびに二酸化炭素の基準の妥当性の検

討」を担当した。 

 

研究５ 

国際社会における室内の照度・騒音・振

動の快適基準 

（研究分担者 中村 裕之） 

 照明に関する衛生基準は、労働安全衛生

規則（昭和47年労働省令第32号）の第3編

 衛生基準 第4章 採光及び照明 （照

度）第604条および「事務所衛生基準規

則」第二章 事務室の環境管理（第１０

条）に記載されている通り、「事業者は、

労働者を常時就業させる場所の作業面の照

度を、次の表の左欄に掲げる作業の区分に

応じて、同表の右欄に掲げる基準に適合さ

せなければならない。ただし、感光材料を

取り扱う作業場、坑内の作業場その他特殊

な作業を行なう作業場については、この限

りでない。」 

精密な作業 300ルクス以上 

普通な作業 150ルクス以上 

粗な作業  70ルクス以上 

本法規は、「職場における労働者の安全

と健康を確保するとともに、快適な職場環

境の形成を促進する（労働安全衛生法第1

条）」ことを目的に、作業場所の「最低照

度」を定めたものである。つまり、本規定

値を下回る作業環境は、明るさの不足によ
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る健康障害（例：眼精疲労や視力の低下）

や安全性の低下（例：作業ミスや標識の見

落とし）を及ぼすとみなされ、事業者は罰

則の対象となる可能性がある。 

 上記の照度基準以外に、「事業者は、室

の採光及び照明については、明暗の対照が

著しくなく、かつ、まぶしさを生じさせな

い方法によらなければならない」、「事業

者は、室の照明設備について、六ヶ月以内

ごとに一回、定期的に、点検しなければな

らない」と規定されてはいる。 

 しかしながら、本法規で定められている

のはあくまで「最低照度」であり、安全か

つ快適な視環境を十分に確保しているとは

いえる状況ではなくなってきた。そこで、

新しい基準の導入についての考察を目的に

本研究を行った。 

 

研究６ 

事務所室内環境と心理的影響（気分）に

関する文献調査 

（研究分担者 横山 和仁） 

オフィス室内環境の心理的影響や生産性

との関連はこれまで国内外で様々な研究が

おこなわれてきている。 

本グループでは、事務所環境と心理的影

響（気分）に関する文献調査を担当した。 

 

研究７ 

腰痛予防に資するオフィス環境・エルゴ

ノミクスに関する国内外のエビデンス 

（研究分担者 松平 浩） 

少子高齢化の進展により労働供給に制約

がある中で、限られた労働供給を効率的に

就業に結び付けることは重要な課題であり、

高齢者雇用に対しては社会的な配慮が必要

となる。高齢労働者においては、加齢によ

る機能低下から作業負担が増加、就労困難

/健康損失等の問題が生じ、生産性の低下

にも繋がる可能性がある。 

特に腰痛は有訴者率が高い症状であり, 

人口1000人当たり, 男性91.8人, 女性115.

5人である。また, 腰痛症で通院している

者の割合は人口1000人当たり, 男性41.4人,

 女性56.6人である1)。腰痛は仕事を含む生

活に大きな影響があらわれる。腰痛により

生活の質（QOL）は大きく損なわれる。仕

事への影響の中で, 疾病休業(absenteeis

m)の影響も大きく, イギリスでは疾病休業

の12.5%が腰痛が原因であるといわれてい

る2)。一方で, 休務はしていない（出勤し

ている）が仕事に影響のある状態（presen

teeism）の影響はさらに大きく, 日本人労

働者での調査において腰痛のpresenteeism

による損失は3番目に大きい3)。 

本邦での高齢労働の腰痛に関しては社会

福祉施設などで増加傾向にあり、2019/11/

27に開催された「第4回人生100年時代に向

けた高年齢労働者の安全と健康に関する有

識者会議」においても、働く高齢者の腰痛

について一層の対策が求められるとされる

など、その対策は喫緊の課題である。 

高齢労働者が健康的に働くことが出来、

且つ生産性が確保できる職場づくりに、人

間工学が注目を集めており、中でもエルゴ

ノミクスは「人間と作業環境との適切な関

係を人間の特性から究明する学問」として

応用範囲が広く、工業製品デザイン・ソフ

トウェア設計、工場のライン設計などにも

取り入れられている。本研究では、適切な

オフィス環境構築の参考事例を提示するこ

とを目的に「転倒・骨折・腰痛予防に資す
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るオフィス環境・エルゴノミクスに関する

国内外のエビデンス」に関する文献レ

ビューを行った。 

 

Ｂ．研究方法とその結果 

上記の目的に基づき、以下の分担研究

を行った。今年度は文献調査を主体とし

たため倫理審査の範疇外であるが、来年

度以降の大規模実態調査へ向けた予備情

報の収集状況に応じて北里大学医学部倫

理委員会（観察疫学研究）や分担研究者

が所属する施設で研究計画の承認を受け

ると共に、各種指針倫理規程にもとづい

て実施する。 

研究１ 

＜方法＞ 

 今年度は、来年度以降の実地調査の基

礎資料となる国内外の事務所オフィス環

境のパイロット事例を収集し、一部国際

比較を実施した。 

＜結果＞ 

【１】多様性の観点からの事務所環境の

分析 §１－１§女性活躍の視点 

 1986年に男女雇用機会均等法が施行さ

れ約30年、女性に対する企業による就業

継続支援は広く日本社会に浸透しつつあ

る。しかし少子高齢化による労働力不足

という喫緊の課題ともあいまって、女性

のライフコースや就業世代で罹患しやす

い疾病も見据えた、より一層の包括的な

サポートが求められている。結婚・妊

娠・出産・育児というイベントと就労の

両立はもちろん、貧血・乳がん・子宮頸

がん・20-30代女性のやせ（低栄養）と

いった疾病治療や健康課題解決と就労の

両立という視点の重要性も高まりつつあ

る。 

 労働基準法における母性保護規定では、

産後８週間の就業は禁止されている。育

児介護休業法で定める、産後８週以降の

育児休業の取得期間は、企業規模に関わ

らず10-12ヶ月の取得者が最多（31.1%）、

次いで12-18ヶ月（27.6%）となっている

（いずれも2015年）。一方で３割以上の

女性が産後10か月未満で復職している

（平成27年度厚生労働省雇用均等基本調

査）。産後過半数の女性が、分娩後３日

頃からの情緒不安定・涙もろさ・抑うつ

気分・不安感といったいわゆるマタニ

ティー・ブルーを経験するが、通常は数

日で、長くても１か月ほどでおさまる。

一方、産後うつ病は、産後1か月以内に

発症することが多く、産後６か月間で１

０人に１人がかかるとされる。したがっ

て、産後まもなく、育児休業が短期で復

職する女性に対しては、産業保健スタッ

フが積極的にメンタルヘルスケアを心が

けながら支援を行うことが重要と考えら

れ、女性用休養室についてこの観点を取

り入れたものとすることが望まれる。ま

た産後6か月から１年以内の女性では特

に、職場で搾乳する場所の確保の悩みも

生じやすい。母乳保育の継続や乳腺炎の

予防のために、3-4時間ごとに搾乳して

冷凍保存し保冷バッグで持ち帰ることが

望ましい。女性用休養室（休憩室）のレ

イアウトについてカーテンを取り付ける

などちょっとした工夫により、産後早期

に復職した女性従業員が休養室を搾乳の

スペースとして使用できる。 

 近年、がん患者の職場復帰（return 

to work）や就業継続（stay at work）
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支援に対する社会的注目が高まっている

が、20-40代では女性の方が男性よりが

ん罹患率が高い（20代で男性の1.6倍、

30代で男性の3倍）。女性活躍の視点から

事務所オフィス環境整備を検討する際、

乳がん、婦人科がんといった女性特有の

がんに対する重症化予防（検診受診勧

奨）と罹患後の就業継続支援、さらにが

ん治療による生殖機能への影響に対する

支援（がんと妊孕性）の観点が求められ

る。日本の大企業の職域コホートの疫学

調査（Endo et al, J Cancer Surviv, 

10, 320, 2016）からは、就労女性のが

んによる病休期間中央値は、乳がんの場

合（時短勤務での復職では）91日、（フ

ルタイム勤務での復職では）209日で

あった。女性生殖器がんの場合は（時短

勤務）83日、（フルタイム勤務）172日で

あった。この結果から、乳がんや婦人科

がんは、大腸がん・胃がんといった早期

復職が可能な癌種と、膵臓がん・肝臓が

ん・血液がんといった病休が長期化しや

すい癌種の中間のカテゴリーに入る。進

行度によるが、乳がんの手術だけであれ

ば2週間程度で入退院、復職が可能であ

ることが多いことから、本調査で解析し

たような大企業では、術後化学療法や放

射線治療の期間中も病休していたことが

予想される。いずれにせよ、一般的な中

小企業の病休期間が3か月程度というこ

とを考慮すると、職場（人事総務）や産

業保健スタッフが積極的な支援をしない

場合、就労女性ががん罹患による退職と

ならざるを得ない場合が十分ありうるで

あろう。さらに、術後早期に復職できた

としても、多くの乳がん治療では化学療

法や放射線治療を外来通院で併用するこ

とから、通院時間や治療副作用と就労の

両立を支援する姿勢も求められる。なお

この日本の大企業職域コホートでは、が

ん罹患病休復職後の5年勤務継続率は、

乳がんでは63.4%、女性生殖器がんでは

67.8%である。これは胃がんと同程度で

あり、企業が復職継続（stay at work）

支援を充実させれば、乳がんや婦人科が

んに罹患したとしても、本人が希望する

限り復職後長く仕事を続けられる可能性

を示している。また、乳がんでは再建術

が進んでいるとはいえ、乳房や子宮と

いった女性特有の臓器の喪失感をはじめ

として、がん罹患がメンタル面に与える

影響も無視できない。実際、筆者らの解

析でも、がん罹患者の復職後・再病休の

理由として、少なくない割合でメンタル

ヘルス不調があがっている。がん復職後

のメンタルヘルス不調による再病休率は、

復職１年後で1.00%、２年後で2.77%、5

年後で4.68%に上り、同大企業コホート

の一般集団での新規メンタルヘルス不調

病休率0.48%/年に比較して有意に高いと

考えられる。Cancer-related fatigue

（がん関連疲労）や睡眠障害を含め、が

んサバイバーのメンタルヘルスも考慮し

た職域からの支援に資するような休憩室

の設計を考える必要がある。 

 一方、国民健康・栄養調査（平成27

年）によると、BMI 18.5 kg/m2未満で定

義する「やせ」の割合は、女性全体では

11.1％、うち20歳代では22.3％、30歳代

では15.5％にのぼる。これは諸外国、特

に先進国と比較して異例の高さといわれ、

健康日本21(第二次)の数値目標に、「20
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歳代女性のやせの者の割合を20%以下」

が設定されている。一方、わが国では低

出生体重児の増加が指摘されている。経

済協力開発機構(OECD;先進30か国)加盟

国の平均6.5%に対して、わが国の低出生

体重児は9.1%とされる(2003年)。この要

因としては、母親の年齢等、人口動態統

計で把握できる変数以外の因子（多胎妊

娠、妊娠前の母親のやせ、喫煙、妊娠中

の体重増加抑制等）の関与の可能性が指

摘されているとともに、やせ体型妊産婦

で妊娠中の体重増加が少ないほど、

light-for-date児発症が多いという報告

がある。またカルシウム・鉄といった栄

養摂取不足にとどまらず、多くの若いや

せ女性にみられる運動不足ともあわせ、

筋量や骨量（骨密度）低下から、将来の

サルコペニアや骨粗鬆症のリスクも指摘

されている。これらのことから、20-30

歳代の女性に対する、食生活・栄養教育

の重要性が示唆される。米国のオフィス

ビル認証基準には食堂に関する規程を含

むものがあるが、わが国のオフィスで栄

養の視点を考える際、この観点は不可避

である。 

 

§１－２§高年齢労働者活躍の視点 

 わが国の少子高齢化の進展と生産年齢

人口の減少や、高年齢者雇用安定法改正

（2013年）の流れをうけ、今後さらに高

年齢就業者が増加することが予想される。

高年齢労働者の特徴として、身体機能の

低下（転倒しやすい・骨折しやすい）、

感覚機能の低下（見にくい・聞こえにく

い）、生理機能（代謝機能や睡眠の質）

の低下、精神機能（短期記憶力や感情制

御力）の低下等が挙げられている３,４）。

また、がんや脳心血管疾病等の罹患者も

多いことから、治療と仕事の両立支援の

観点が重要となる。 

事務所オフィス環境における対応策とし

てこれらの観点からの実例やエビデンス

を収集した。 

❖ 転倒予防対策 ❖ 

 オフィスやフロア内のつまづき・すべ

り・転倒による災害はわが国のみならず

諸外国でも同様の問題となっている。米

国の報告でも、同フロア内でのつまづ

き・すべり・転倒が大きな問題となって

いる。転倒は、靴の要因もあるが、加齢

に伴う機能低下（視覚（色彩やグレア）、

認知機能）や床面の問題も少なくないと

される。液体で汚染、濡れた床面が滑り

転倒の大きな原因の一つであることはこ

れまでも報告されてきた（海外の病院や

飲 食 店 の 調 査 、 Bell et al, 2008, 

Lombardi et al, 2007, Verma et al, 

2011） 

同フロアであってもちょっとした段差は

つまづき転倒のリスクとなるが、13mm

（1/2 inch）を超える段差が問題となる

と い う 指 摘 が あ る （ ASTM F1637, 

Standard practice for safe walking 

surfaces, ADA Standards for 

accessible design, Chapter 3, 

section 303）。またオフィス床面のカー

ペットの滑りやすさ/抵抗については、

米国で明確な基準はみとめられなかった

（タイルカーペットの接着剤による室内

VOC問題はかつて複数の調査がわが国で

もなされている）。 

また加齢に伴う歩行機能の変化につい
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て 、 minimum foot clearance(MFC), 

minimum toe clearance(MTC)へ影響（ば

らつきの大きさ）しうるという文献がみ

ら れ た （ Loverro 2013, Mills 2008, 

Begg 2007）が、それに伴う歩行環境へ

の具体的な対応策は見いだせなかった。 

 

❖ 治療と仕事の両立支援対策 ❖ 

 高年齢就業者の増加は、有病労働者の

増加すなわち治療と仕事の両立が継続的

に求められる状況が多くなることを意味

する。この両立支援においては、がん・

脳心血管疾患・糖尿病をはじめとする生

活習慣病・非特異的慢性腰痛（運動器疾

患）といった疾病に加え、がんや難病で

見過ごされがちなinvisible symptoms

（ケモブレイン（化学療法中の一過性認

知機能低下）やcancer related fatigue

（非特異的疲労）、睡眠障害）等に対す

る対策が必要とされることがある。さら

に糖尿病に対するインスリンや自己免疫

疾患（関節リウマチ）等に対する自己注

射の普及に伴い、就業の合間（休憩時間

等）にこれらの自己処置が可能となるよ

うなプライバシーに配慮したスペースの

確保が求められる。具体的には下記が検

討項目となる。 

・ 休 養 室 の 拡 充 （ cancer related 

fatigue、自己注射、捕食（消化管術

後）） 

・作業デスク（着席作業に限らない柔軟

度、可動式） 

・室内空気環境（香水をはじめとする臭

い：空気清浄機器、スポット空調（温度

の個人差対応）） 

・色弱・視覚障害がある労働者にもわか

りやすい表示の工夫（トイレ、エレベー

タ、避難経路） 

・聴力障害がある労働者にもわかりやす

い、非常時の音声以外（赤色灯等）視覚

化装置 

・オストメイト（トイレ）設置 

 

§１－３ § 外国文化圏を背景とする労

働者やLGBTQsの観点  

 言語や文化的背景、宗教等の多様性に

対応できるオフィス環境整備として以下

が抽出された。 

・掲示や表示の絵表示化 

・トイレや休憩室の対応（宗教上必要と

なる対応可能なスペース、LGBTQsアクセ

スしやすいトイレ） 

 

§ １－４ § 請負下請常駐スペース  

 近年の第3次産業では、多くの業務を

アウトソーシングとして外部に業務委託

する形態が増加している。その中で、IT

業界や医療機関では、発注元（エンド

ユーザー）や元請けの事業場内に、業務

委託を受注した下請け企業の社員が恒常

的に常駐して作業を行う場合が少なくな

い。特にIT業界では元請けから下請けの

末端に至る多階層構造が常態化しており、

元請け先に常駐する下請け社員に関する

労働安全衛生上の課題が指摘されている。 

多段階構造の元請け―下請け構造が常態

化しているIT業界では、元請け先に常駐

する下請けのシステムエンジニアの労働

安全衛生上の課題として、労務時間や長

時間残業の管理不徹底や、元請けと下請

け間での安全衛生上の意識やルールの齟

齬・安全衛生管理担当者が存在しないこ
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とによる下請け企業社員の被る不利益の

実態が浮き彫りとなっている。オフィス

室内作業環境の観点では、IT関連（シス

テムエンジニア）下請け客先常駐労働者

の調査から、常駐室内の作業環境（温湿

度・照度・空調・騒音・室内人員密度

（気積））に関する不都合な条件につい

て、自身の所属先（下請け）から元請け

（客先）への要望により改善可能な状態

であるのはわずか30.9%であった。IT系

下請常駐労働者の約7割が室内環境の改

善について元請けにその要望を伝えられ

ず、元請け側も問題点を把握しないもし

くは把握しても改善しない実態について、

今後改善策を検討する余地が大きいと考

えられる。 

【２】健康空間オフィス（ healthy 

workplace）の分析 

 快適職場づくりや、一歩すすんで、そ

こで働くオフィスワーカーが無意識のう

ちに健康（行動をとる）支援を享受でき

る空間づくりについて、IoTを活用した

動きが国内でもみられる。作業者個人の

位置情報を活用した職場マネジメントは、

フリーアドレス（固定席のない）オフィ

ス室内執務空間で活用されはじめている。

ビーコン（Bluetooth low energy(BLE)

信号の周囲30メートル発信端末）とス

マートフォンを組み合わせた個人所在の

リアルタイム可視化にとどまらず、出勤

とその日の業務内容を認識してIoT制御

のフリーアドレス用座席指定システムを

導入する企業が少数ながら出てきている。 

 またオフィス空間の室内環境と労働者

の動き、動線や姿勢をIoT制御すること

で、コミュニケーションを含めた働き方

の最適化をめざす取組みも実験段階とし

て行われており、検証の成果と実装化が

期待される。具体的には、環境因子とし

て光（照明）・温湿度・音・香り等に関

する測定分析、労働者側の因子として座

位・立位を含めた姿勢や動線、作業と休

憩等の情報について、集約と最適化IoT

制御をめざしている。 

 さらに、生産性向上と健康障害防止と

いう観点にとどまらず、健康経営の観点

から、働くだけでより健康になるオフィ

スづくりにIoTを活用する取組みもみら

れる。たとえば健康階段「ta-tta-tta」

は、IoTを活用して、階段を利用するオ

フィスワーカーに、階段を昇ることをつ

い楽しく感じさせる映像を投影する技術

である。階段に設置されたセンサーと労

働者個人が持っているタグが連動し、個

人の利用履歴に応じて変化する映像を、

階段を昇るタイミングにあわせて投影す

ることで、毎日の階段を昇る行動のモチ

ベーションを高める狙いがある。働き方

改革とあいまって、テレワークやフレッ

クス勤務の推進により、各オフィスワー

カーが様々な時間・空間に点在しながら

仕事をする働き方が一般的になるなかで、

労働衛生3管理の観点からも、各個人と

職場環境双方から得られた情報のIoT管

理や、オフィスワーカーの健康と生産性

を両立/相乗効果を図る必要性は、今後

さらに大きくなると考えられる。 

【３】健康危機管理の観点からの分析 

❖ 救急対応・救急備品 ❖ 

 職場での整備が求められる救急用具に

ついて、各国の労働関係法令の整理がな

されている。わが国（1972, 労働安全衛
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生規則 633-634 条）、米国（ American 

National Standard Minimum 

Requirements for Workplace First Aid 

Kits, ANSI Z308.1, 2003 ）、 英 国

（ British Standard Workplace First 

Aid kits, BS 8599-1, 2011, 2019 

revised）、カナダ（労働安全衛生規則 

Part XVI, 1986, 2017 revised）、オー

ス ト ラ リ ア （ First Aid in the 

Workplace Code of Practice NI 2015-

330, 2015）の各々の比較である。 

 職場や作業種別の分類について、米国

では室内外を基本にtype I:屋内据え付

け、type II:屋内携帯、typeIII:屋外携

帯と区別している。英国では、危険有害

作業および労働者数を基本に、S:25人未

満、M:25-100人、L:101人以上とし、高

リスク作業場では各々5人、6-25人、26

人以上とより厳しい基準である。単独作

業は規程別途となっている。カナダは、

英国同様、人数と有害危険作業別となっ

ており、オーストラリアはリスクアセス

メントを基にした検討である。救急箱に

ついて規定があるのは米国・英国・オー

ストラリアで、箱の大きさやFIRST AID

の記載、物品名や、箱の耐久・防湿・防

カビ・防汚性素材の記載がある。設置場

所について、カナダは看板での掲示と設

置場所周知、複数階建物の場合上下2か

所の設置となっている。オーストラリア

も同様に、白十字看板の設置や救急箱一

覧の掲示、すぐ利用可能場所の記載があ

る。管理運用について、定期的な点検を

米国・カナダ・オーストラリアで指示し

ており、米国では指定品目以外の保管や

施錠の禁止、オーストラリアは管理者任

命の記載がある。カナダ・オーストラリ

アは使用記録の記載がある。 

 救急用具の中身について、米国（type 

I:屋内据え付け）では、三角巾・使い捨

て手袋・洗眼薬・眼カバー・抗菌消毒

薬・消毒綿・ワイプ・ペーパータオル・

ガーゼ（滅菌・吸収性）・巻包帯・粘着

テープ・絆創膏・火傷薬・火傷パット・

瞬間冷却材・救急蘇生フェイスシールド

が、配備数とともに規定されている。英

国、カナダもほぼ同様で、さらにピン

セット・ハサミや、ストレッチャー（副

木）（カナダ）の規定がある。オースト

ラリアはさらに進んで、生理食塩水、ハ

イドロゲル（流水困難時）や、フェイス

シールド（蘇生マスク）CPR説明書、ア

ルミ毛布の記載がみられた。事務所オ

フィス環境での生物学的曝露対策（嘔吐、

出血、気道飛沫等の体液曝露や感染防

止）について、諸外国では使い捨て手袋

等の感染防護具の記載が少ないながらみ

られた。 

❖ 生物学的リスクへの対応 ❖ 

 季節性インフルエンザのみならず、新

興・再興感染症などグローバル化の進展

に伴う事務所室内環境における生物学的

リスクに対する対策の必要性が高まって

いる。 

 これまでに海外を中心に、特に室内換

気、空調を介した真菌やアレルゲンに関

する調査がいくつかみられる。いずれも

まだ室内環境基準値として設定できるレ

ベルには至っていない。また生物学的リ

スクについて曝露と室内換気について複

数のモデルが提示されている。今後これ

らのモデルを室内環境・換気について生
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物学的曝露低減の観点から実装しうる指

標の開発が必要と考えられる。 

 

研究２ 

＜方法＞ 

ELL、Fitwel、CASBEE-WOの各基準につい

て、評価方法を確認、評価指標を一覧し、

評価割合について整理する。 

＜結果＞ 

WELL は、健康増進に繋がる建築物・空

間を認証する国際認証制度で、2014 年に

運用されている。登録、評価、提出、検証、

認証というプロセスを経る。2020 年 2 月

時点で、58 ヶ国で 277 件の認証があり、

3748 件認証待ちの登録状態にある。日本

では、5 件認証があり 31 件が登録状態に

ある。認証費用は、5000 sq feet の規模

で、約 127 万円である。 

評 価 項目は 、「 空気（ Air ）」、「 水

（Water）」、「栄養（Nourishment）」、「光

（Light）」、「運動（Fitness）」、「快適性

（Comfort）」、「精神（Mind）」の 7 カテゴ

リで、100 個の中項目（Feature）に、205

評価指標がある。建築環境の分野から、空

気や水、光など、特定できる曝露因子をも

つカテゴリがあるとともに、建築計画の分

野から、快適性や精神性など室の機能やレ

イアウトなどデザインに関わる要因のカテ

ゴリもある。 

必須条件（Preconditions）と最適化条

件（Optimizations）の 2 種類があり、最

適化条件の達成度合いにより認証種類が区

別される。80％達成以上達成するとプラチ

ナ、40％～80%達成するとゴールド、他は

シルバーという認証区別がある。 

Fitwel は、WELL と比較してより、簡

便・安価で運用される認証制度として

2017 年より運用されている。米国 CDC に

より開発がスタートした特徴がある。2020

年 2 月時点で、世界 40 ヶ国で、370 件認

証があり、980 件が認証待ちの登録状態に

ある。日本からは 1 件の登録に留まる。認

証費用は、5000 sq feet の規模で約 66 万

円である。 

評 価 項 目 は 、「 ロ ケ ー シ ョ ン

（ LOCATION ）」「 建 物 へ の ア ク セ ス

（BUILDING ACCESS）」「屋外空間（OUTDOOR 

SPACES ）」「 エ ン ト ラ ン ス と 地 上 階

（ENTRANCES AND GROUND FLOOR）」「階段吹

抜 け （ STAIRS ）」「 室 内 環 境 （ INDOOR 

ENVIRONMENTS ）」「 ワ ー ク ス ペ ー ス

（WORKSPACES）」「共有スペース（SHARED 

SPACES）」「水の供給（WATER SUPPLY）」「カ

フェテリアと調理食品店（PREPARED FOOD 

AREAS）」「自動販売機とスナックバー

（ VENDING MACHINES AND SNACK BARS ）」

「緊急操作（EMERGENCY PREPAREDNESS）」

の 12 カテゴリで、73 評価指標がある。指

標ごとのウェイト付き得点が計算され 144

点満点で評価される。125～144 点は三つ

星（★★★）、105～124 点は二つ星（★

★）、90～104 点は一つ星（★）である。

WELL と同様、建築環境の指標と建築計画

の指標の両面がある。 

CASBEE-WO は、国内の認証制度で、2019

年に運用が開始した。2020 年 2 月時点で 8

件が先行認証されている。認証費用は、

5000 sq feet の規模で約 50～70 万円であ

る。 

評価項目は、5 大カテゴリ（1 健康性・

快適性、2 利便性、3 安全・安心性、4 運

営管理、5 プログラム）に、16 中カテゴリ
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（空間・内装、音環境、光・視環境、熱・

空気環境、リフレッシュ、運動、移動空

間・コミュニケーション、情報通信、災害

対応、有害物質対策、水質安全性、セキュ

リティ、維持管理計画、満足度調査、災害

時対応、プログラム）があり、計 60 評価

指標で評価される。配点は、5 大カテゴリ

の各々20 点で計 100 点である。WELL と同

様、建築環境の指標と建築計画の指標の両

面がある。 

（評価割合） 

WELL の必須条件の評価割合を図１に示

す。空気、水、栄養など、数量として測定

できうる項目の比重が大きい。WELL の最

適化条件の評価割合を図２に示す。加点要

素として、精神性、身体活動、光環境など、

デザインや建築計画に関わる要素の比重が

大きい。 

Fitwel の評価割合は WELL と比較して、

LOCATION 、 ACCESS 、 OUTDOOR SPACES 、

ENTRANCE など、建物の立地環境、外構な

ど、外部アクセスの重要性を捉えている特

徴がある。近年の建造環境・都市デザイン

と健康に関する研究を充分に考慮している

と言える。室内空間では SHARED SPACES の

充実を高く評価している。 

CASBEE-WO の評価割合は健康増進プログ

ラムや移動空間・コミュニケーション、維

持管理計画などの比重を高く設定している。

差がでる部分の評価比重を高く設定してい

ると考えられる。 

 

研究３ 

＜方法＞ 

国際機関，海外各国の安全衛生行政機関，

安全衛生関連学会，室内環境に関する業界

団体等のホームページ， 出版物，規格，

ガイドラインなどを文献調査した。論文に

ついては，主に労働衛生技術関連の出版物，

学会誌を中心にキーワード検索などにより

調査した。特に労働衛生技術分野で国際的

に広く認知されている，AIHA（アメリカ産

業衛生協会）と ACGIH（アメリカ産業衛生

専門家会議）による JOEH（Journal of 

Occupational and Environmental  

Hygiene）誌に注目して調査した。 
＜結果＞ 

１．国際機関，海外各国の安全衛生行政機

関，安全衛生関連学会，室内環境に関する

業界団体などの調査結果 

WHO では屋外の一般環境に関しては健康

に関する各種化学物質の規制値を定めてい

る。一方で屋内の空気質（indoor air 

quality）に関しては，2006 年の専門家に

よ る会 議（ Global Update of the WHO 

Guidelines for Air Quality，WHO） にお

いて，次の二つの分野，すなわち生物因子

（カビ）および特定の有害化学物質に関し

てガイドラインを優先して作成することが

提案され，その後以下のガイドラインが発

行され現在ホームページに掲載されている。 

 Biological indoor air 

pollutants: dampness and mould 

(2009) 

 Chemical indoor air 

pollutants: selected pollutants 

(2010) 

これら 2 件が優先的に作成された背景と

しては，世界的に，カビ及び特定有害化学

物質による健康障害の発生及びその防止が，

室内空気環境に関する重要な課題と認識さ

れたと推定できる。 
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「Biological indoor air pollutants: 

dampness and mould (2009)」では，真菌

類，微生物，ダニ，ウイルスなどの健康影

響，湿度との関係，ばく露評価の方法，サ

ンプリング法，湿度管理のための換気方法

などが詳細に述べられている。室内の湿度

に関する基準値や指針などは見いだせな

かった。 

生物的因子への暴露の評価に関しては，

カビなどの目視観察や臭気に関して建物の

居住者への聞き取りによる調査，同様に専

門家による建物内の調査，及び気中の真菌

類などのサンプリングや培養法などに関し

て詳細に記述がある。ただし，総じて暴露

の評価は標準化が困難で難しいとしている。

また気中の真菌類等の濃度等に関する基準

値や指標値も示されていない。 

「 Chemical indoor air pollutants: 

selected pollutants (2010)」では，次の

8 因子について，指標値（ガイドライン）

を定めている。わが国で室内濃度指針値が

ある一酸化炭素とホルムアルデヒドについ

ては指針値もそれぞれ示す。一酸化炭素と

ホルムアルデヒドの指針値は，わが国の室

内濃度指針値より，やや厳しく（小さく）

なっている。 

 Benzene 

 Carbon Monoxide (Co) 

15 minutes – 100 mg/m3 

1 hour – 35 mg/m3 

8 hours – 10 mg/m3 (8.6ppm) 

24 hours – 7 mg/m3 (6.0ppm) 

 Formaldehyde 

0.1 mg/m3 – 30-minute average 

 Nitrogen Dioxide (No2) 

 Naphthalene 

 Polycyclic Aromatic 

Hydrocarbons (PAHs) 

 Radon 

 Tetra- And Tri-

chloroethylene 

 

欧州規格のなかで，建物の換気に関する

規格「Energy performance of buildings- 

Ventilation for buildings EN 16798-

1:2019 [2]」があり，ビル等の建物内の温

度，換気（CO2 濃度），湿度，照明，騒音

などに関する具体的な指針を示している。

なお，この規格の旧版は EN 15251:2007 で

ある。 

温度に関してはオフィス, 及び居住用の

空調のある建物についてそれぞれ，夏期の

冷房時の最高温度，及び冬季の暖房時の最

低温度の範囲の指針を示している。これに

よれば，オフィスについては標準的な範囲

（カテゴリーⅡ）として 20℃から 26℃，

より望ましい範囲として 21℃から 25.5℃

（カテゴリーⅠ）としている。最も低いレ

ベル（カテゴリーⅣ）の範囲は 18℃から

28℃である。 

カテゴリーの定義を下表に示す。カテゴ

リーⅠは「子供や老人，障がいのある人な

ど特別の必要性のある人に適用されてよい

レベル」としている。 

わが国の衛生管理基準の温度範囲（17℃

～28℃）はこのカテゴリーⅣを更に下回る

ものであり，一般労働者に関して改善の余

地が明らかにあるレベルと考えられる。更

に，高齢者や障がいのある労働者に関して

環境を向上される意味からは，最上位のカ

テゴリーⅠ（21℃～25.5℃），または少な

くともカテゴリーⅡ（20℃～26℃）を目標
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にすることを検討する価値があると考えら

れる。 

二酸化炭素（換気） 

室内の二酸化炭素濃度は一般に，換気の

良否の指標として扱われる。本規格では，

室内の二酸化炭素濃度が外気中の濃度をど

れだけ上回って良いかの指標値を示してい

る。これは，後に述べる ASHRAE による指

針の設定方法と同様である。現在の大気中

の二酸化炭素濃度は平均で約 380 ppm， 

都市部においては 400 から 450 ppm との

数値があるので，外気の二酸化炭素濃度を

仮に 400 ppm とすれば， 室内の濃度はカ

テゴリーⅠで 950 ppm，カテゴリーⅡで

1200 ppm となる。なお，わが国の衛生管

理基準は 1000ppm 以下である。 

湿度 

調質機能のある建物について次のような

範囲で指標が示されている。なお，わが国

の管理基準は 40%以上 70%以下である。 

照明 

オフィスの執務机や会議室，データ処理，

タイピング，学校の教室などにおいては

500 ルクス以上を指標値としている。旧版

の EN 15251 にはさらに細かい場所別の指

標照度が示されており，廊下で 100 ルクス

以上，階段で 150 ルクス以上となっている。 

わが国の事務所の照度基準（JIS Z9110）

では事務室、会議室、印刷室、電子計算機

室等で 300 ルクス以上，廊下、階段で 100

ルクス以上であるので，改善の余地がある

と考えられる。 

騒音 

ここで騒音とは建物内の一般的な騒音レ

ベルを言うのではなく，換気などの空調設

備から発生する騒音のことを言う。空調設

備からの騒音が大きいと，居住者が空調能

力を下げたり切ったりして，所定の空調を

達成することができない。これを防止する

目的で空調設備からの騒音レベルを規制す

る。国立大学の建物内の多数の教員居室や

学生室の職場巡視結果に基づくと，二酸化

炭素の濃度が 1000 ppm を超えているケー

スが過半数であり，その一部は換気音が大

きく不快なために換気スイッチを切ってい

ることが原因であった。 

オフィスの執務室に関しての標準的レベ

ル（カテゴリーⅡ）として，等価騒音レベ

ルで，35 から 40 デシベル（dBA）以下の

指針が示されている。わが国にこのような

空調設備からの騒音を規制する指標がある

かどうかは，現在のところ確認できていな

い。 

米 ASHRAE 

ASHRAE（American Society Of Heating, 

Refrigerating And A-C Engineers，アメ

リ カ 暖 房 冷 凍 空 調 学 会 ） は ASHRAE 

Standard 62.1 として，良好な室内空気質

を確保するための換気の要件を定めている。

室内の二酸化炭素濃度を換気効率の代替指

標としており，室外の二酸化炭素濃度より 

700 ppm を超えないことが，多くの居住者

にとって満足できる（人間の体臭に関して

不快でない等）環境を維持するために必要

であるとしている。 外気の二酸化炭素濃

度を 300-500 ppm とすれば指標となる室

内濃度は 1000-1200ppm とする。以上は，

室内居住者からの二酸化炭素発生量を 20 

L/hr とし，外気が 15cfm（7.5L/sec）/人

の一定速度で取り入れられ，室内の空気と

均一に混合された時の定常状態での二酸化

炭素濃度を示す考え方で，換気に関し他の
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機関の指針などにも広く使用されている。 

なお，最近は省エネの圧力が強まってい

るため，換気の維持や強化によるエネル

ギー消費と二酸化酸素で代表される室内空

気環境のバランスをとることが重要である

としている。 

米 OSHA 

OSHA（Occupational Safety and Health 

Administration，労働安全衛生庁）はその

OSHA Technical Manual の Section III, 

Chapter 2 中で，「室内空気質の調査」の

項目を設け，技術的な資料や指標，分析方

法等を示している。  

過去 10 年間の約 500 件の建物内の空気

環境調査の結果については，米 NIOSH の報

告を引用し，問題の原因が以下であったと

している。 

 Inadequate ventilation 

- 52% 

 Contamination from 

inside building - 16% 

 Contamination from 

outside building - 10% 

 Microbial 

contamination - 5% 

 Contamination from 

building fabric - 4% 

 Unknown sources - 13% 

微生物に汚染による原因が 5%となって

いる。わが国では微生物による室内汚染の

問題はそれほど聞かないように思われるが，

この 5%との数値のわが国と比較しての多

寡については，現在判断が困難である。 

推奨されるオフィスの換気量については，

ASHRAE による 15cfm/人（前述の ASHRAE の

値）を推奨している。 

空気中または水中の微生物のサンプリン

グについても記述がある。ここで「汚染さ

れていることの指標」として以下を挙げて

いる。ただしこの数値は，不安全あるいは

有害な環境であることを必ずしも意味しな

いとも述べている。他の公的機関等の文書

ではこのような指標は全く得られていない

ので，この指標値はユニークな（または貴

重な）ものと言える可能性がある。 

 1,000 viable colony-

forming units in a cubic meter 

of air 

 1,000,000 fungi per 

gram of dust or material 

 100,000 bacteria or 

fungi per milliliter of 

stagnant water or slime 

 

その他の機関 

米 CDC と NIOSH，および米 EPA（環境保

護庁）については，室内空気質に関する管

理上のガイダンス等を多数出しているが，

温度，湿度，二酸化炭素（換気），生物的

因子に関する具体的な指標値などは見いだ

せていない。一般論として，アメリカでは 

事務所則のように室内環境を測定するよう

な法令の要求は特にない。また室内環境の

測定が組織的または系統的に行われている

わけでもない。最近は省エネのために換気

を落とす傾向にあり，室内の汚染物質濃度

は上がる傾向にあるという。 

AIHA（アメリカインダストリアルハイ

ジーン協会）は室内環境の測定に関わる専

門家が多く参加する団体である。AIHA か

らは，室内空気質に関する指針などは出さ

れていない模様だが，測定に関する総説や
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書籍があり，今後調査の予定である。 

 

室内の二酸化炭素濃度（指標値等） 

前章で述べたように，室内の二酸化炭素

濃度については内外でいくつかの基準が定

められている。それ以外で目についたもの

を以下に挙げた。 

学校環境衛生基準（文科省）では「換気

の基準として二酸化炭素は、1500ppm 以下

であることが望ましい」としている。英国

の学校の基準では，教室内の二酸化炭素は

1500ppm 以下としている。 

フィンランドでは換気の基準として，二

酸化炭素濃度で 1200ppm が定められている。

オランダではピーク値として 1200 ppm が

定められており，スウェーデンでは 1000 

ppm 以下 が定められている。 

最近のビル評価システムである「WELL 

Building Standard」および「RESET」は，

業務効率の向上を目的とした，従来の基準

を超えた室内空気環境の基準を設定してい

る。「WELL Building Standard」は人が多

い空間においては二酸化炭素のレベルを

800ppm 以下に保つことを求めている。

「RESET」の基準は，同様に二酸化炭素の

最大許容濃度を 1000 ppm とするとともに，

「高業務効率を発揮できる部屋(high 

performance space)」として 600 ppm と

の目標を提示している。 

 

室内の二酸化炭素濃度と健康影響や業務効

率との関係 

二酸化炭素の職業性曝露の基準値は，

ACGIH，日本産業衛生学会ともに 5000 ppm 

である。 一般的にこれより低い濃度で

あっても，頭痛や眠気などが生ずると言わ

れている。以下に，二酸化炭素濃度（換気

の良否）と健康影響または業務効率などと

の関係を検討した研究を示す。 

Vehviläinen は，被験者を二つのグルー

プに分け，換気を調整することにより，一

方の 平均の二酸化炭素濃度を 2700 ppm，

他方を 900 ppm とし，その中で 4 時間作

業させて覚醒度，眠気，その他の生理的測

定を行った。この結果，後者に比べて前者

のグループでは集中力の低下，頭痛，足の

冷え，目の刺激，寒気などが発生した。特

に頭痛が症状として最も明らかであった。 

後者のグループでは特に問題はなかった。 

Traube は論文中で ASHRAE で決めている

基準よりも換気を強化した場合，シックビ

ル症候群の減少や，認識力の改善という効

果が見られたとの報告を複数引用している。

特に以下の Allen の報告について述べてい

る。被験者 24 人の 6 日間の目隠しテスト

で，外気の換気量と認識力スコアとの比較

を行った。VOC が一般の建物より低い条件

においては認識力スコアが 61%上昇し，ま

た換気速度が大きく二酸化炭素レベルの低

い条件においては 101%上昇した 。もしこ

のような条件が労働環境として実現できれ

ば経済的な効果は計り知れないほど大きい

ものになるとしている。 

カ リ フ ォ ル ニ ア 大 学 の Lawrence 

Berkeley National Laboratory は，Fisk

の大規模な文献レビューの結果を紹介して

いる。Fisk によれば，数十校の学校内の

二酸化炭素の濃度は時間平均値で 500ppm

から 5000ppm（きわめて悪い状況）まで分

布していた。また，文献レビューを総合す

ると，二酸化炭素濃度と学生の作業効率は

換気の強化によって明らかに向上し，また
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健康上の症状，欠席率も減少したとしてい

る。学校では二酸化炭素のレベルは上昇し

やすく，また窓を開けることによってしか

換気できないような状況もあるので，二酸

化炭素のセンサを備えてその警報によって

窓を開け換気を促す策も良いのではないか

と述べている。 

Tsai らは 111 人のオフィスワーカーに

ついてオフィスの二酸化炭素濃度，温度，

湿度，PM2.5 とシックビル症候群との関係

を調べ相関分析を行った。この結果，二酸

化炭素が 800ppm 以上のレベルでは目の刺

激や上気道の症状と相関がある結果となっ

た。また，他の研究の引用があり，二酸化

炭素濃度が 500ppm を超えた場合に健康上

の症状の訴えが多かったという結果

（Hill），および午後の二酸化炭素濃度の

平均値が 1000ppm 以上の場合，800ppm 以

下に比較し下気道中の症状と相関があった

結果（Sieber）を紹介している[12]。 

以上の研究では，室内の二酸化炭素濃度

を外気との換気の有効性（換気量）の指標

として取り扱っている。したがって，換気

量が変わることにより二酸化炭素濃度も変

わるが，同時に（各研究の条件にもよる

が）温度，湿度，空気中の汚染物質

（contaminants）なども変化している。し

たがって二酸化酸素濃度が純粋に変更や業

務効率に与える影響を見ているとは限らず，

二酸化酸素の直接の影響については議論の

あるところである。 

Satish らは上記の論点に関して解説し

ている。それによると，伝統的にはむしろ

気中汚染物質が影響しており，二酸化酸素

の直接の影響はないとの考え方もされてき

たという。但し，2000 年以降になり，二

酸化酸素の純粋な影響があるとの報告が見

られてきた。以下の研究はその他の条件を

一定とし，二酸化炭素による単独の影響を

評価したものである。 

先行的な研究は Kajtar らによってなさ

れた。実験用のチャンバーに二酸化炭素を

供給して 600 ppm から 5000 ppm までの環

境を作り，被験者の認識力に関し調査した。

この結果 600 ppm に比較して，3000 ppm 

ではやや小さな，また 4000ppm では明らか

な認識力の差が見られた。 

Satish らは，外気との換気率を一定と

し室温も一定に保ち，二酸化炭素をボンベ

から供給し濃度 600，1000，2500 ppm の 3

条件を設定し，各被験者群に 2.5 時間の 9

種類の判断を伴う作業をさせ，各条件での

判断力指標を測定した。その結果，各二酸

化炭素のレベル間において統計的に有意な

判断力の差が観察され，特に 2500ppm での

判断力低下が顕著だった。また，以下の考

察をしている。 

カリフォルニアとテキサスの小学校の環

境サーベイの結果によると，二酸化炭素の

平均濃度は 1000ppm を超えており，そのう

ち多数は 2000ppm を超え，さらにテキサス

の教室の 21%ではピークの濃度が 3000ppm

を超えていた（Corsi, Whitmore) 。この

ような濃度では生徒が学習や試験において

不利益を被っている可能性がある。大学の

試験会場などでも人の密度が高いことから， 

二酸化炭素濃度が高い可能性がある。 一

方でアメリカのオフィスについては一般に

二酸化炭素の濃度は低いという。100 件の

オフィスを測定した結果では二酸化炭素の

ピーク値が 1000ppm を超えたのは 5 パー

セントのみであった（Perily)。ただし会
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議室では 1900ppm まで上昇したとの報告も

ある（Fisk）。人の密度が高い航空機の客

室の濃度を調査した 8 件の研究では，二酸

化炭素の平均値は 1000ppm を超えており最

大時の濃度は 4200ppm だったとの報告が

あ る （ Committee on Air Quality in 

Commercial Aircraft）。以上から，二酸化

炭素濃度の作業効率への影響に関しては，

経済的な面，特定の人に対しての不利益等

の面から考慮される価値があり， 省エネ

のために建物の換気を落としてよいという

動きに歯止めをかける可能性があると述べ

ている。 

  

研究４ 

＜方法＞ 

温度，湿度，一酸化炭素，二酸化炭素の

国内外における各基準値基準値の確認を行

うとともに，文献レビューを実施した。 

＜結果＞ 

文献レビューの結果，相対湿度の基準値

40～70%RH に関しては，低湿度側の基準値

40%RH は概ね妥当だが，70%RH は高湿度に

おける影響を考えるとやや不十分な可能性

が指摘された。一酸化炭素ならびに二酸化

炭素については，空調または機械式換気あ

りの場合の基準値 10ppm および 1000ppm は

妥当と考えられる一方で，これらがない場

合の基準値 50ppm および 5000ppm は高すぎ

る可能性が指摘された。 

 

研究５ 

＜方法＞ 

1) JIS照明基準の「推奨照度」 

 現実的な照度設定の参考にされている

のが、JIS照明基準の「推奨照度」であ

る（JIS Z 9110:2010 照明基準総則）。 

 JIS照明基準は、領域における「作

業」に対して推奨照度を定めているので、

空間全体で推奨照度を維持する必要はな

い。例えば、「事務所―事務室」の推奨

照度750ルクスは、事務作業を行う「机

上面」において必要な照度であり、事務

室内であっても、事務作業を行わない場

所や通路などでは750ルクスを維持する

必要はない。 

 人間が照度の違いを感覚的に認識する

には、1.5倍以上の照度差が必要とされ

ている。つまり、100ルクスとの違いを

認識するには150ルクス以上必要である。

このことを踏まえ、推奨照度には、それ

に対応する設計照度の範囲が次のように

定められている（JIS Z 9110:2011 照

明基準総則）。 

 加齢に伴い、網膜に到達する光の量は

減少していくため、高齢者の作業には若

年者よりも高い照度が必要である。年齢

層や作業内容を考慮した照明計画を行う

必要がある。JIS照明基準の推奨照度は、

通常の視覚で行われる、通常の作業を想

定しているため、「視覚条件が通常と異

なる場合には、設計照度の値は、推奨照

度の値から照度段階で少なくとも1段階

上下させて設定してもよい」とされてい

る。 

 設計照度を1段階高く設定することが

望ましい場合は次の通りである。 

 a) 対象となる作業者の視機能が低い

とき 

 b) 視作業対象のコントラストが極端

に低いとき 

 c) 精密な視作業であるとき 
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 設計照度を1段階低く設定することが

望ましい場合は、次の通りである。 

 d) 対象が極端に大きい、または対象

のコントラストが高いとき 

 e) 領域での作業時間または活動時間

が極端に短いとき 

 JIS照明基準では、照度の他に、照度

均斉度、不快グレア、演色性についても

推奨値を定めている。 

3) 業務ビルの照度基準の国際比較（IEA

/OECD,LIGHT’S LOBOUR’S LOST Polici

es for energy-efficient lighting, 20

06） 

 欧米諸国の多くは照度基準を500ルク

ス以下に指定しているのに対し、わが国

の労働安全衛生規則で定める照度基準は、

「精密な作業」において300ルクス以上

としている。 

＜結果＞ 

1) 「照度」 ≠ 「私たちが感じている

明るさ」ではない 

 多くの人が携わる設計業務において、

拠りどころとなる基準は必要であり、現

在はJIS照明基準がそれを担っている。

一方で、JISでは考慮されていない照明

要件のなかにも重要なものはあり、「JI

S照明基準を満たしている=快適な視環境

である」とはいえない。 

 2016年6月、日本建築学会 環境工学委

員会より発表される「新しい規準」は、

重要な照明要件にも関わらずこれまでは

計算が困難であった「輝度」も、近年急

速に発達した照明シミュレーションソフ

トによって算出可能であるという前提に

立ち、「照度」 ≠ 「私たちが感じてい

る明るさ」ではないことから、視環境と

エネルギーの最適化を目指した新たな枠

組みの提示がされている。 

2) 輝度とは 

 これまで照度を基準に考えられて来た

が「順応」を中心に考えると、輝度バラ

ンスを整えることが快適な環境づくりと

なる。照度と輝度の違いを簡単にいうと

「対正面に届く光の量が照度・対象面が

発する光の量が輝度」である。作業する

ためには適正照度が求められるが、空間

を構成するには輝度が大切ということに

なる。同じ空間に同じ照度の光を配置し

ても、空間を構成する要素の反射で印象

が大きく変わる。黒で統一された空間な

どは、大量の光を投入しても明るい空間

という印象を作くることはできないが、

白で統一された空間だと、少ない光で明

るい空間という感覚を提供することがで

きる。つまり、空間の要素を考慮し、輝

度配置を行い、照度を設定することが大

切である。 

 すなわち、照度が、単位面積当たりに

入射する光の量であり、単位はlx（ルク

ス）。光源によって照らされている面の

明るさの程度を表す。それに対して輝度

は、光源や被照面が発するある方向への

光度を、その方向への見かけ上の面積で

割った値である。単位はcd/m2（カンデ

ラ毎平方メートル）。人の目に入る光の

量を表す。照度は「ある面にどれだけの

光が到達しているか」を表しているのに

対し、輝度は「その面から反射された光

が、ある方向から見ている人の目にどれ

だけ届いているか」を表している。現在

の照明計画で一般的に用いられているの

は、水平面（机上面や床面など）の照度

－ 29 ― 



 

分布であるが、実際に感じている“明る

さ”を表現しているのは、照度分布では

なく、輝度分布だといえる。 

 

研究６ 

＜方法＞ 

 事務所環境と気分に関する研究論文に

ついて、Pub Med （Web版）を使用して7

5文献を収集した。その中から、事務所

環境のさまざまな条件について検討する

ために影響因子6項目を示す23文献を抽

出し、環境ストレス因子と心理的影響に

関する知見をまとめた。 

 検索式は、Office AND (temperature 

OR humidity) AND ((mood OR emotion) 

OR performance) AND workers NOT envi

ronment である（実施日2019/11/07）。 

＜結果＞ 

 1992年から2019年までの23文献を分析

対象として、環境ストレス因子の「騒

音」「温度」「湿度」「照明」「事務所

デザイン」「化学物質」の6項目につい

てどのような影響があるのかを検討した。 

1. 騒音の影響 

温度、空気の質、騒音、化学物質の存在

などを含めた室内環境は、職場の仕事の

満足度、感情的幸福、健康、欠勤との関

係に影響を与えることが示唆されている。

職場の室内環境において労働者が感じる

快適性には 「騒音」が最も強く影響し

ていることが報告されている。他にも

「騒音」が仕事の能率性（パフォーマン

ス）を低下させることが多く報告されて

いる。114人のオフィス労働者を対象と

した8か月間の縦断研究において、環境

ストレス因子としての「騒音」「照明」

「温度」の不適切な状態は、労働者の健

康状態（気分、頭痛、「オフ」感）を低

下させ、間接的にパフォーマンスを低下

させることが報告されている。 

騒音の中でも、Pawlaczyk-Luszczyńska 

M（2006）らの報告では、実験室環境と

フィールド調査の両方において低周波騒

音（LFN）に曝された場合、主観的評価

として不快感が示されていた。騒音の影

響に焦点をあてた研究では、騒音曝露労

働者群（交通警察官39名）と対照群（市

役所事務職員42名）との比較研究がある。

結果は、2群間では認知および情緒プロ

フィール(POMS)に顕著な差は認められな

かったが、騒音曝露労働者は、習慣的な

環境ストレス因子に曝露された時、スト

レスに対する高い脳感受性を選択的に示

したことから、「騒音」ストレスが常態

化することでより刺激に反応しやすくな

ることが示唆された。 

一方、騒音ではないが、職場で流される

BGM（background music）の影響につい

て検討するために実験を実施した研究が

ある15）。対象者は32名の大学生を3群に

分けて、グループ[a]は10分間の注意力

テスト中に音楽を聴き、グループ[b]は

全く音楽がなく、グループ[c]は注意力

テストの10分前に音楽を聴かせる条件で

実施した結果、注意力テスト中に音楽を

聴いた群は、得点のばらつきが極めて大

きく、BGMは労働者のパフォーマンスに

影響を与えていることが示唆された。人

の情動に影響する音楽が、必ずしも環境

に効果的な影響を与えるとはいえず、知

覚する対象者によっては雑音のような不

快な刺激として知覚される可能性がある
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と考えられる。ホテルや病院などの待合

室で流される癒し効果を期待したBGMと

異なり、作業をしている事務所環境で流

されるBGMには、受け取る対象者によっ

ては「騒音」になる可能性がある。 

2. 温度の影響 

Sakellaris IA（2016）らの報告では、

主観的IEQと労働者の快適さとの関係を

評価したところ、快適性には 「騒音」

が最も強く影響し、次いで「空気の質」、

「光」、「温度」の順であった。 

高気温または低気温に起因する温度不快

感（thermal discomfort）はオフィス労

働者の生産性に負の影響を及ぼしていた
6）。この研究では、参加者は、実験室で

の曝露中にコンピュータ化神経行動試験

を行い、心拍変動（HRV）および脳波（E

EG）を含む生理学的パラメータを測定し

た。 いくつかの主観的評価尺度（Therm

al sensation votes (TSV)、POMS、Well

-being and motivation）を用いて、参

加者の気分、幸福感、モチベーション、

および作業による負担感を評価した。暑

すぎるという不快感（warm discomfor

t）は参加者の幸福感に悪影響を及ぼし、

HRVの高頻度（HF）に対する低頻度（L

F）の比率を増加させることが分かった。

このことから、主観的評価尺度は生産性

に対する室内環境（IEQ）の効果を評価

する際の神経行動機能尺度の補足として

有用であることが示された。事務所環境

において温度不快感には個人差があり、

労働者の主観的評価に基づいて温度設定

をする必要があると考えられる。 

3. 湿度の影響 

 学校における厨房施設の環境の湿気に

着目して調査した結果、湿気が高い環境

では微生物濃度が高く、厨房労働者だけ

でなく事務員の呼吸器および全身症状を

悪化させていた。 

また、オフィス労働者を対象に勤務時間

の大半を30％～60％の相対湿度（relati

ve humidity, RH）の条件で過ごした人

は、乾燥状態で過ごした人よりも勤務中

のストレスが25％少ない結果が示され、

睡眠の質とも間接的な関連を見出した。

さらに、RHの最適値が約45％付近に存在

することが示唆されている。前述した温

度と合わせて、適度な湿度の設定が身体

と心理の両方の健康維持のために必要で

ある。 

4. 照明の影響 

オフィス環境における昼間の労働時間中

の高青色白色光（blue-enriched white 

light）への曝露の影響を調査するため

に、各参加者は2つの照明条件に曝露さ

れ、それぞれ4週間継続した。 1つは高

青色白色光（17000K）白色光（4000K）

であり、その順序はフロア間でバランス

をとり、質問票および評価尺度を用いて

８週間の介入期間を通して、覚醒度、気

分、睡眠の質、パフォーマンス、精神的

努力（mental effort）、頭痛および眼

の緊張、および気分を評価した。その結

果、白色光（4000K）と比較して、高青

色白色光（17000K）は、覚醒(P<0.0001)、

陽性気分(P=0.0001)、パフォーマンス(P

<0.0001)、夕方の疲労(P=0.0001)、易刺

激性(P=0.004)、集中力(P<0.0001)およ

び眼の不快感(p=0.002)を改善し、高青

色白色光では、昼間の眠気が減少し(P=0.

0001)、夜間睡眠の質(P=0.016)は改善し
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ていた。 

適切な照度だけでなく、高青色白色光

（blue-enriched white light）は白色

光（4000K）と比較して、より効果的で

あることが示唆された。 

5. 事務所デザインの影響 

「職場デザイン（特に、個人別オフィス

と共有オフィスの比較）は労働者の健康

に影響するか?」どうかを検証する目的

で、2000年から2017年の間に発表された

論文に限定されたシステマティック・レ

ビューを実施したところ、各オフィスと

比較した共有オフィスまたはオープンプ

ランオフィスの健康への影響を扱った15

件の関連研究が同定された。 この結果

から、個別オフィスと比較して、共有ま

たはオープンオフィススペースは従業員

の健康に有益ではなく、スタッフの健康、

福利および生産性に有害な影響を及ぼす

というこれまでの研究結果と一致してい

ることが明らかにされた。  

また、米国のオフィスビルを中心に、主

観的に評価した室内環境パラメータと建

物の特徴が入居者の満足度に影響するこ

とを検討するため、建設環境センターが

10年間に351のオフィスビルの52,980人

の入居者に実施したウェブ調査のデータ

を分析した12）。その結果、最も重要なパ

ラメータは、空間量に対する満足度

（オッズ比OR 1.57、95%CI:1.55～1.5

9）、雑音レベル（OR 1.27、95%CI:1.25

～1.29）、視覚的プライバシー（OR 1.2

6、95%CI:1.24-1.28）であったことから、

オフィスビルの設計者にはこれら3点を

配慮した建築が推奨されると考えられる。

オフィス労働者は、窓の近くの個室が与

えられたときに、自分の作業空間と建物

に最も満足するであろうと示唆している。 

6. 化学物質の影響 

シックハウス症候群は、現代のオフィス

ビルの労働者の訴える一連の症状に与え

られた用語であり、外気の供給が減少し

たときに建物内から発生する汚染物質の

蓄積により起こると仮定されている。 

シックビルディング症候群に典型的な症

状、筋骨格症状、および報告された屋内

環境曝露、心理状態、労働ストレス、お

よび職場における対人関係の間の関係を、

3つの建物の624人の事務所労働者を対象

に調査した研究では、症状の有病率は3

つの建物で同様であったが、女性は男性

よりも、3つの建物すべてにおいてほと

んどの症状を訴える傾向が高く、心理的

症状および性別が、シックハウス症状の

有意な独立予測因子であることを示した。 

また、シックハウスの自覚症状と室内環

境の関連では、4つのオフィスビルにお

ける外気供給の変化が労働者の自覚症状

と室内環境の認識に及ぼす影響を検討し

た結果、外気供給の増加は、職場環境に

対する労働者の認識やシックハウス症候

群の典型症状に影響しなかった報告もみ

られた。 

最近、日本では都市ごみ焼却炉（MSWI）

のダイオキシン問題が社会問題となった

ことから、このストレスの多い出来事が

労働者にもたらした影響に関心があり、

MSWI労働者のメンタルヘルス状態をオ

フィス労働者と比較して評価することを

意図した研究がある。 対象は、2つのMS

WI工場および1つの地方自治体の公務員、

健康管理に従事していた20人の国家公務
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員、および55人のMSWI労働者であった

（いずれも男性）。 被験者に年齢、教

育キャリア、および労働スケジュールに

ついてインタビューを実施し、POMSおよ

びGHQ30を用いて被験者の気分状態を評

価した。 POMSは、Tension‐Anxiety、D

epression‐Dejection、およびFatigue

レベルが、健康管理作業者群で高いこと

を示した。 GHQ30では、全身疾患、社会

機能障害、不安・不快気分状態が、健康

管理者群で異常に逸脱していることが示

された。 GHQ30スコアで評価した全身精

神衛生状態も、事務労働者群で異常に逸

脱した。 これらの結果は、健康管理作

業者のメンタルヘルス状態はMSWI作業者

より悪いことを示した。 これは、ダイ

オキシンに曝露されたのではないかとい

う恐怖によって増強されたMSWI作業員の

ストレスは、行政職員が通常被っている

ストレスを超えていないことを意味して

いる。 

化学物質による症状に対応するには、心

理的症状、性別などを考慮して、換気、

温度などの環境ストレス因子を適正に保

つ必要があると考えられる。 

 

研究７ 

＜方法＞ 

 医学中央雑誌およびOvid Medlineで検

索を行った。労働者，勤労者，腰痛，Oc

cupational Injuries, Prevention & Co

ntrol, 職場環境, エルゴノミクスなど

の検索語を用い，医学中央雑誌では3件，

Medlineでは19件がヒットした。アブス

トラクトの内容から本研究と関連がある

と考えられたのは7件であった。このう

ち入手可能だった7件の全文を読み，そ

の中から主要な1文献を中心にレビュー

を行った。 

倫理的配慮： 文献レビューであり, 特

に倫理的配慮は必要がない。 

＜結果＞ 

2016年11月17日以前に公開された文献

のメタ解析を実施し、腰痛に焦点を当て

て、座位・立位ワークステーションと筋

骨格不快感との関係を扱ったシステマ

ティックレビューに関して要旨をまとめ

た。 

（背景情報） 

 米国労働者にて就業時間の約3分

の2がsedentaryである、NHANES 200

3–2006の研究で米国成人のsedentar

yの時間を測定、1日8‐9時間である

ことが報告されている。sedentary

なライフスタイルと中枢脂肪症、リ

ポタンパク質リパーゼとの間に関連

性があり、心血管系疾患を含めた死

亡率が増加している。 

 sedentaryが主な原因であると考

えられる身体的な不快感をオフィス

ワーカーの60％が訴えている。 

 コンピューター作業中の首と肩

の筋肉の持続的な緊張は、痛みの発

生の素因として特定されている。 

 長時間の静的姿勢を軽減し、生

理学的および生体力学的負荷を最小

限に抑える作業位置の開発に多くの

注意が向けられている。座位姿勢を

比較すると、疲労と快適性に違いが

あることを示され、たとえば、腕を

支えて座り、背もたれの傾きを大き

くすると、椎間板と背中の筋肉にか
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かる圧縮力が減少する。長時間座位

では筋骨格痛が生じるだけでなく、

これらの障害を治療せずに放置する

と、重大な労働災害が発生し、医療

費・労働生産性低下にて数十億ドル

の経済損失が発生する可能性がある。 

 トレッドミルデスクなどの運動

ワークステーションは、長時間の座

位に関連する筋骨格の不快感と心臓

代謝の懸念に対処するために登場し

た。いくつかの研究では、座りがち

な時間、肥満度指数、および筋骨格

の不快感の減少が示されるものの、

仕事のパフォーマンス上昇に関して

結果は一貫していない。高コスト、

スペースを要する、ワークステー

ション上ですべての作業タスクを完

了するのが困難であるなどの理由か

ら、トレッドミルデスクは実用的で

はない。 

（結果） 

 2016年11月17日以前に公開され

た文献のメタ分析を実施。Sit-stan

d workstationと筋骨格不快感との

関係を検討 

 12論文をPick up, 8論文でメタ

アナリシス 

 Sit-stand workstationの筋骨格

不快感に与える影響の標準化平均差

(Standardised mean difference :S

MD)は-0.2395であり、95%信頼区間

は-0.437～-0.023であった。解釈に

関しては以下に示す。 

 8文献中、1文献おいて（Karacol

lis,2016)がmaleとfemaleに分けて

結果が提示されているので、SMDの9

5%CIが9つ提示されている。複数の

研究において、同じ構成要素を測定

するために異なるツールが使われて

いる場合に連続データを統合するた

めのSMDが用いられる。SMDは、もと

もとの測定単位ではなく、標準偏差

（SD）の単位として介入効果を表す

もので平均差（ベースラインから研

究終了までの変化、または研究終了

時の値）を当該研究の対照群での標

準偏差で割ることにより、平均差を

標準化したものである。 

 コーエンによる効果サイズの解

釈は、< 0.40:小さい効果、0.40～0.

70:中等度の効果、> 0.70:大きい効

果となっており、本研究の結果は小

さい効果ということになる。 

 funnel プロットにて公表バイア

スを表示しているが「funnel プ

ロットによって公表バイアスが評価

できる前提として，精度が小さい研

究から大きな研究まである程度，縦

軸がばらつく必要があり、観察研究

のように、症例数設計をしにくい場

合は，精度は相対的に大きくばらつ

くはずであるが、無作為化臨床試験

のように厳密な症例数設計を行う場

合は、精度が研究間でばらつきにく

いため，funnel プロットによる公

表バイアスの視覚的検討は困難であ

る」ことから参考として提示してい

る。 
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funnel プロットが左右対称性であれ

ば横軸と縦軸の相関は0 になることを利

用して、ケンドールの順位相関係数を計

算のうえ公表バイアスの有無を検定して

おり、本研究においては実質的な出版バ

イアスはない。 

本研究では、適切なオフィス環境構築

の参考事例を提示することを目的に「腰

痛予防に資するオフィス環境・エルゴノ

ミクスに関する国内外のエビデンス」に

関する文献レビューを行った。 

主要な1文献を中心にレビューを行い、

Sit-stand workstationは特定の集団で

は筋骨格系不快感に効果量は少ないもの

の有益であることがあきらかになった。 

腰痛予防に関して、適切な人間工学と

高さ調節可能なワークステーションを使

用する際に、個別のトレーニング/教育

が必要性とされる。現場への導入を考え

て教育用の資材が必要となる。また勤務

時間の1日を通して姿勢を変えることの

重要性を想起させるようなシステムの構

築が効果的であるものと予想される。 
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Ａ.研究背景および目的 

昨今の働き方改革の進展、労働形態の多様化に伴

い、事務所労働環境を取巻く状況は日々変化を遂げ

ている。特にわが国の今後の就労環境を鑑みると、

労働者側の観点では、女性や高年齢、外国人（様々

な文化的背景）の増加といった多様性の進展が予想

される。就労形態としても、オフィス内フリーアド

レス制、オープンスペース活用、同一オフィス内の

多様な職種（正規・非正規雇用、派遣、委託請負に

よる客先常駐）、さらにテレワークの進展による事

務作業場所の分散化が進んでいる。さらに従来の作

業（職場）環境に内在する健康障害リスクとしての

物理的因子（騒音、照度、振動ほか）や化学的因子

（室内化学物質）に加えて、心理的因子や生物的因

子の大きさが指摘されつつある。そして事務所環境

としても、健康障害防止の観点からの最低限の基準

から、快適職場づくり、ひいては（無意識のうちに）

さらに健康推進の効果をあげる健康オフィス（hea

研究要旨 

昨今の働き方の多様化に伴い、わが国の現代型オフィス環境は、労働者側の観点では、女性や

高年齢、外国人（様々な文化的背景）の増加、就労形態の観点では、オフィス内フリーアドレス

制、オープンスペース活用、同一オフィス内の多様な職種（正規・非正規雇用、派遣、委託請負

による客先常駐）、さらにテレワークの進展による事務作業場所の分散化が進んでいる。従来の作

業（職場）環境に内在する健康障害リスクとしての物理的因子（騒音、照度、振動ほか）や化学

的因子（室内化学物質）に加えて、心理的因子や生物的因子の大きさが指摘されている。 

今年度は、①多様性の観点（女性・高年齢・請負下請客先常駐・外国等多様な文化的背景）、②

健康空間オフィス（healthy workplace）、③健康危機管理の観点（救急・感染症（生物学的リス

ク）等）の観点からの国内外の文献やパイロット事例調査を実施した。抽出された検討項目につ

いて、次年度以降大規模調査や改善にむけた基準や望まれる在り方について分析を進めていく。
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lthy workplace）の考え方がみられるようになっ

てきている。 

こうした状況を踏まえて本年度は、①多様性の観

点（女性・高年齢・請負下請客先常駐・外国等多様

な文化的背景）、②健康空間オフィス（healthy wo

rkplace）、③健康危機管理の観点（救急・感染症

（生物学的リスク）等）の観点からの文献調査を実

施した。 

 

Ｂ.研究方法 

 今年度は、来年度以降の実地調査の基礎資料

となる国内外の事務所オフィス環境のパイロッ

ト事例を収集し、一部国際比較を実施した。 

 

Ｃ.研究結果 

【１】多様性の観点からの事務所環境の分析 

§１－１§女性活躍の視点 

 1986 年に男女雇用機会均等法が施行され約

30年、女性に対する企業による就業継続支援は

広く日本社会に浸透しつつある。しかし少子高

齢化による労働力不足という喫緊の課題ともあ

いまって、女性のライフコースや就業世代で罹

患しやすい疾病も見据えた、より一層の包括的

なサポートが求められている。結婚・妊娠・出

産・育児というイベントと就労の両立はもちろ

ん、貧血・乳がん・子宮頸がん・20-30 代女性

のやせ（低栄養）といった疾病治療や健康課題

解決と就労の両立という視点の重要性も高まり

つつある。 

 労働基準法における母性保護規定では、産後

８週間の就業は禁止されている。育児介護休業

法で定める、産後８週以降の育児休業の取得期

間は、企業規模に関わらず10-12ヶ月の取得者

が最多（31.1%）、次いで12-18ヶ月（27.6%）と

なっている（いずれも2015年）。一方で３割以

上の女性が産後10か月未満で復職している（平

成27年度厚生労働省雇用均等基本調査）。産後

過半数の女性が、分娩後３日頃からの情緒不安

定・涙もろさ・抑うつ気分・不安感といったい

わゆるマタニティー・ブルーを経験するが、通

常は数日で、長くても１か月ほどでおさまる。

一方、産後うつ病は、産後1か月以内に発症す

ることが多く、産後６か月間で１０人に１人が

かかるとされる。したがって、産後まもなく、

育児休業が短期で復職する女性に対しては、産

業保健スタッフが積極的にメンタルヘルスケア

を心がけながら支援を行うことが重要と考えら

れ、女性用休養室についてこの観点を取り入れ

たものとすることが望まれる。また産後6か月

から１年以内の女性では特に、職場で搾乳する

場所の確保の悩みも生じやすい。母乳保育の継

続や乳腺炎の予防のために、3-4 時間ごとに搾

乳して冷凍保存し保冷バッグで持ち帰ることが

望ましい。女性用休養室（休憩室）のレイアウ

トについてカーテンを取り付けるなどちょっと

した工夫により、産後早期に復職した女性従業

員が休養室を搾乳のスペースとして使用できる
１）。 

 近年、がん患者の職場復帰（return to work）

や就業継続（stay at work）支援に対する社会

的注目が高まっているが、20-40 代では女性の

方が男性よりがん罹患率が高い（20代で男性の

1.6倍、30代で男性の3倍）。女性活躍の視点か

ら事務所オフィス環境整備を検討する際、乳が

ん、婦人科がんといった女性特有のがんに対す

る重症化予防（検診受診勧奨）と罹患後の就業

継続支援、さらにがん治療による生殖機能への

影響に対する支援（がんと妊孕性）の観点が求

められる２）。 

 筆者らによる日本の大企業の職域コホートの

疫学調査（Endo et al, J Cancer Surviv, 10, 320, 

2016）からは、就労女性のがんによる病休期間

中央値は、乳がんの場合（時短勤務での復職で

は）91日、（フルタイム勤務での復職では）209

日であった。女性生殖器がんの場合は（時短勤

務）83日、（フルタイム勤務）172日であった。

この結果から、乳がんや婦人科がんは、大腸が

ん・胃がんといった早期復職が可能な癌種と、

膵臓がん・肝臓がん・血液がんといった病休が
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長期化しやすい癌種の中間のカテゴリーに入る。

進行度によるが、乳がんの手術だけであれば 2

週間程度で入退院、復職が可能であることが多

いことから、本調査で解析したような大企業で

は、術後化学療法や放射線治療の期間中も病休

していたことが予想される。いずれにせよ、一

般的な中小企業の病休期間が3か月程度という

ことを考慮すると、職場（人事総務）や産業保

健スタッフが積極的な支援をしない場合、就労

女性ががん罹患による退職とならざるを得ない

場合が十分ありうるであろう。さらに、術後早

期に復職できたとしても、多くの乳がん治療で

は化学療法や放射線治療を外来通院で併用する

ことから、通院時間や治療副作用と就労の両立

を支援する姿勢も求められる。なおこの日本の

大企業職域コホートでは、がん罹患病休復職後

の 5 年勤務継続率は、乳がんでは 63.4%、女性

生殖器がんでは 67.8%である。これは胃がんと

同程度であり、企業が復職継続（stay at work）

支援を充実させれば、乳がんや婦人科がんに罹

患したとしても、本人が希望する限り復職後長

く仕事を続けられる可能性を示している。また、

乳がんでは再建術が進んでいるとはいえ、乳房

や子宮といった女性特有の臓器の喪失感をはじ

めとして、がん罹患がメンタル面に与える影響

も無視できない。同コホートの解析でも、がん

罹患者の復職後・再病休の理由として、少なく

ない割合でメンタルヘルス不調があがっている。

がん復職後のメンタルヘルス不調による再病休

率は、復職１年後で1.00%、２年後で2.77%、5

年後で 4.68%に上り、同大企業コホートの一般

集団での新規メンタルヘルス不調病休率

0.48%/年に比較して有意に高いと考えられる。

Cancer-related fatigue（がん関連疲労）や睡

眠障害を含め、がんサバイバーのメンタルヘル

スも考慮した職域からの支援に資するような休

憩室の設計を考える必要がある。 

 一方、国民健康・栄養調査（平成27年）によ

ると、BMI 18.5 kg/m2未満で定義する「やせ」

の割合は、女性全体では 11.1％、うち 20 歳代

では 22.3％、30 歳代では 15.5％にのぼる。こ

れは諸外国、特に先進国と比較して異例の高さ

といわれ、健康日本 21(第二次)の数値目標に、

「20歳代女性のやせの者の割合を20%以下」が

設定されている。一方、わが国では低出生体重

児の増加が指摘されている。経済協力開発機構

(OECD;先進30か国)加盟国の平均6.5%に対して、

わが国の低出生体重児は 9.1%とされる(2003

年)。この要因としては、母親の年齢等、人口動

態統計で把握できる変数以外の因子（多胎妊娠、

妊娠前の母親のやせ、喫煙、妊娠中の体重増加

抑制等）の関与の可能性が指摘されているとと

もに、やせ体型妊産婦で妊娠中の体重増加が少

ないほど、light-for-date児発症が多いという

報告がある。またカルシウム・鉄といった栄養

摂取不足にとどまらず、多くの若いやせ女性に

みられる運動不足ともあわせ、筋量や骨量（骨

密度）低下から、将来のサルコペニアや骨粗鬆

症のリスクも指摘されている。これらのことか

ら、20-30 歳代の女性に対する、食生活・栄養

教育の重要性が示唆される。米国のオフィスビ

ル認証基準には食堂に関する規程を含むものが

あるが、わが国のオフィスで栄養の視点を考え

る際、この観点は不可避である。 

 

§１－２§高年齢労働者活躍の視点 

 わが国の少子高齢化の進展と生産年齢人口の

減少や、高年齢者雇用安定法改正（2013年）の

流れをうけ、今後さらに高年齢就業者が増加す

ることが予想される。高年齢労働者の特徴とし

て、身体機能の低下（転倒しやすい・骨折しや

すい）、感覚機能の低下（見にくい・聞こえにく

い）、生理機能（代謝機能や睡眠の質）の低下、

精神機能（短期記憶力や感情制御力）の低下等

が挙げられている３,４）。また、がんや脳心血管

疾病等の罹患者も多いことから、治療と仕事の

両立支援の観点が重要となる。 

事務所オフィス環境における対応策として

これらの観点からの実例やエビデンスを収集し

た。 
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❖ 転倒予防対策 ❖ 

 オフィスやフロア内のつまづき・すべり・転

倒による災害はわが国のみならず諸外国でも同

様の問題となっている。米国の報告でも、同フ

ロア内でのつまづき・すべり・転倒が大きな問

題となっている５）。転倒は、靴の要因もあるが、

加齢に伴う機能低下（視覚（色彩やグレア）、認

知機能）や床面の問題も少なくないとされる。

液体で汚染、濡れた床面が滑り転倒の大きな原

因の一つであることはこれまでも報告されてき

た（海外の病院や飲食店の調査、Bell et al, 

2008, Lombardi et al, 2007, Verma et al, 2011）。 

 

同フロアであってもちょっとした段差はつまづ

き転倒のリスクとなるが、13mm（1/2 inch）を

超える段差が問題となるという指摘がある

（ASTM F1637, Standard practice for safe 

walking surfaces, ADA Standards for 

accessible design, Chapter 3, section 303）。

またオフィス床面のカーペットの滑りやすさ/

抵抗については、米国で明確な基準はみとめら

れなかった（タイルカーペットの接着剤による

室内VOC問題はかつて複数の調査がわが国でも

なされている）。 

 

また加齢に伴う歩行機能の変化について、

minimum foot clearance(MFC), minimum toe 

clearance(MTC)へ影響（ばらつきの大きさ）し

うるという文献がみられた（Loverro 2013, 

Mills 2008, Begg 2007）が、それに伴う歩行環

境への具体的な対応策は見いだせなかった。 

 

❖ 治療と仕事の両立支援対策 ❖ 

 高年齢就業者の増加は、有病労働者の増加す

なわち治療と仕事の両立が継続的に求められる

状況が多くなることを意味する６）。この両立支

援においては、がん・脳心血管疾患・糖尿病を

はじめとする生活習慣病・非特異的慢性腰痛（運

動器疾患）といった疾病に加え、がんや難病で

見過ごされがちなinvisible symptoms（ケモブ

レイン（化学療法中の一過性認知機能低下）や

cancer related fatigue（非特異的疲労）、睡眠

障害）等に対する対策が必要とされることがあ

る。さらに糖尿病に対するインスリンや自己免

疫疾患（関節リウマチ）等に対する自己注射の

普及に伴い、就業の合間（休憩時間等）にこれ

らの自己処置が可能となるようなプライバシー

に配慮したスペースの確保が求められる。具体

的には下記が検討項目となる。 

・休養室の拡充（cancer related fatigue、自

己注射、捕食（消化管術後）） 

・作業デスク（着席作業に限らない柔軟度、可

動式） 

・室内空気環境（香水をはじめとする臭い：空

気清浄機器、スポット空調（温度の個人差対応）） 

・色弱・視覚障害がある労働者にもわかりやす

い表示の工夫（トイレ、エレベータ、避難経路） 

・聴力障害がある労働者にもわかりやすい、非

常時の音声以外（赤色灯等）視覚化装置 

・オストメイト（トイレ）設置 

 

§１－３ § 外国文化圏を背景とする労働者

やLGBTQsの観点  

 言語や文化的背景、宗教等の多様性に対応で

きるオフィス環境整備として以下が抽出された。 
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・掲示や表示の絵表示化 

・トイレや休憩室の対応（宗教上必要となる対

応可能なスペース、LGBTQsアクセスしやすいト

イレ） 

 

§ １－４ § 請負下請常駐スペース  

 近年の第3次産業では、多くの業務をアウト

ソーシングとして外部に業務委託する形態が増

加している。その中で、IT業界や医療機関では、

発注元（エンドユーザー）や元請けの事業場内

に、業務委託を受注した下請け企業の社員が恒

常的に常駐して作業を行う場合が少なくない。

特に IT 業界では元請けから下請けの末端に至

る多階層構造が常態化しており、元請け先に常

駐する下請け社員に関する労働安全衛生上の課

題が指摘されている。 

多段階構造の元請け―下請け構造が常態化し

ている IT 業界では、元請け先に常駐する下請け

のシステムエンジニアの労働安全衛生上の課題と

して、労務時間や長時間残業の管理不徹底や、

元請けと下請け間での安全衛生上の意識やルー

ルの齟齬・安全衛生管理担当者が存在しないこと

による下請け企業社員の被る不利益の実態が浮

き彫りとなっている。オフィス室内作業環境の観点

では、IT 関連（システムエンジニア）下請け客先常

駐労働者の調査から、常駐室内の作業環境（温湿

度・照度・空調・騒音・室内人員密度（気積））に関

する不都合な条件について、自身の所属先（下請

け）から元請け（客先）への要望により改善可能な

状態であるのはわずか 30.9%であった７）。IT 系下

請常駐労働者の約 7 割が室内環境の改善につい

て元請けにその要望を伝えられず、元請け側も問

題点を把握しないもしくは把握しても改善しない実

態について、今後改善策を検討する余地が大き

いと考えられる。 

 

 

 

 

 

【２】健康空間オフィス（healthy workplace）

の分析 

 快適職場づくりや、一歩すすんで、そこで働

くオフィスワーカーが無意識のうちに健康（行

動をとる）支援を享受できる空間づくりについ

て、IoTを活用した動きが国内でもみられる８）。

作業者個人の位置情報を活用した職場マネジメ

ントは、フリーアドレス（固定席のない）オフ

ィス室内執務空間で活用されはじめている。ビ

ーコン（Bluetooth low energy(BLE)信号の周囲

30メートル発信端末）とスマートフォンを組み

合わせた個人所在のリアルタイム可視化にとど

まらず、出勤とその日の業務内容を認識して

IoT 制御のフリーアドレス用座席指定システム

９）を導入する企業が少数ながら出てきている。 

図：現代型オフィス空間でのIoT実証実験１０） 

 

 また、オフィス空間の室内環境と労働者の動

き、動線や姿勢をIoT制御することで、コミュ

ニケーションを含めた働き方の最適化をめざす

取組みも実験段階として行われており、検証の

成果と実装化が期待される１０, １１）。具体的には、

環境因子として光（照明）・温湿度・音・香り等

に関する測定分析、労働者側の因子として座

位・立位を含めた姿勢や動線、作業と休憩等の

情報について、集約と最適化IoT制御をめざし

ている。 
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図：健康階段「ta-tta-tta」１１） 

 

 

 さらに、生産性向上と健康障害防止という観

点にとどまらず、健康経営の観点から、働くだ

けでより健康になるオフィスづくりにIoTを活

用する取組みもみられる１２）。たとえば健康階段

「ta-tta-tta」は、IoT を活用して、階段を利

用するオフィスワーカーに、階段を昇ることを

つい楽しく感じさせる映像を投影する技術であ

る。階段に設置されたセンサーと労働者個人が

持っているタグが連動し、個人の利用履歴に応

じて変化する映像を、階段を昇るタイミングに

あわせて投影することで、毎日の階段を昇る行

動のモチベーションを高める狙いがある。働き

方改革とあいまって、テレワークやフレックス

勤務の推進により、各オフィスワーカーが様々

な時間・空間に点在しながら仕事をする働き方

が一般的になるなかで、労働衛生3管理の観点

からも、各個人と職場環境双方から得られた情

報のIoT管理や、オフィスワーカーの健康と生

産性を両立/相乗効果を図る１３）必要性は、今後

さらに大きくなると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【３】健康危機管理の観点からの分析 

❖ 救急対応・救急備品 ❖ 

 職場での整備が求められる救急用具について、

各国の労働関係法令の整理がなされている１４）。

わが国（1972, 労働安全衛生規則633-634条）、

米国（American National Standard Minimum 

Requirements for Workplace First Aid Kits, 

ANSI Z308.1, 2003）、英国（British Standard 

Workplace First Aid kits, BS 8599-1, 2011, 

2019 revised）、カナダ（労働安全衛生規則 Part 

XVI, 1986, 2017 revised）、オーストラリア

（First Aid in the Workplace Code of Practice 

NI 2015-330, 2015）の各々の比較である。 

 職場や作業種別の分類について、米国では室

内外を基本に type I:屋内据え付け、type II:

屋内携帯、typeIII:屋外携帯と区別している。

英国では、危険有害作業および労働者数を基本

に、S:25人未満、M:25-100人、L:101人以上と

し、高リスク作業場では各々5人、6-25人、26

人以上とより厳しい基準である。単独作業は規

程別途となっている。カナダは、英国同様、人

数と有害危険作業別となっており、オーストラ

リアはリスクアセスメントを基にした検討であ

る。救急箱について規定があるのは米国・英国・

オーストラリアで、箱の大きさや FIRST AID

の記載、物品名や、箱の耐久・防湿・防カビ・

防汚性素材の記載がある。設置場所について、

カナダは看板での掲示と設置場所周知、複数階

建物の場合上下2か所の設置となっている。オ

ーストラリアも同様に、白十字看板の設置や救

急箱一覧の掲示、すぐ利用可能場所の記載があ

る。管理運用について、定期的な点検を米国・

カナダ・オーストラリアで指示しており、米国

では指定品目以外の保管や施錠の禁止、オース

トラリアは管理者任命の記載がある。カナダ・

オーストラリアは使用記録の記載がある。 

 救急用具の中身について、米国（type I:屋内

据え付け）では、三角巾・使い捨て手袋・洗眼

薬・眼カバー・抗菌消毒薬・消毒綿・ワイプ・

ペーパータオル・ガーゼ（滅菌・吸収性）・巻包
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帯・粘着テープ・絆創膏・火傷薬・火傷パット・

瞬間冷却材・救急蘇生フェイスシールドが、配

備数とともに規定されている。英国、カナダも

ほぼ同様で、さらにピンセット・ハサミや、ス

トレッチャー（副木）（カナダ）の規定がある。

オーストラリアはさらに進んで、生理食塩水、

ハイドロゲル（流水困難時）や、フェイスシー

ルド（蘇生マスク）CPR 説明書、アルミ毛布の

記載がみられた。事務所オフィス環境での生物

学的曝露対策（嘔吐、出血、気道飛沫等の体液

曝露や感染防止）について、諸外国では使い捨

て手袋等の感染防護具の記載が少ないながらみ

られた。 

 

❖ 生物学的リスクへの対応 ❖ 

 季節性インフルエンザのみならず、新興・再

興感染症などグローバル化の進展に伴う事務所

室内環境における生物学的リスクに対する対策

の必要性が高まっている。 

 これまでに海外を中心に、特に室内換気、空

調を介した真菌やアレルゲンに関する調査がい

くつかみられる１５,１６,１７）。いずれもまだ室内環

境基準値として設定できるレベルには至ってい

ない。また生物学的リスクについて曝露と室内

換気について複数のモデルが提示されている１

８,１９,２０）。今後これらのモデルを室内環境・換

気について生物学的曝露低減の観点から実装し

うる指標の開発が必要と考えられる。 

 

Ｄ.考察 

①多様性の観点（女性・高年齢・請負下請客

先常駐・外国等多様な文化的背景）、②健康空間

オフィス（healthy workplace）、③健康危機管

理の観点（救急・感染症（生物学的リスク）等）

の観点からの文献・パイロット実態調査により、

現代型グローバルオフィス環境整備に求められ

る検討課題を抽出した。ことができた。 

今後、これらの抽出項目について大規模な実

態調査ならびに改善へ向けた実践的提言の検討

を行う予定である。 

Ｆ.健康危険情報 

なし 
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労災疾病臨床研究事業費補助金 

分担研究報告書 

 

オフィス環境／ビル管理の安全性・利便性・健康快適性に関する国内外の認証基準 

 

 

研究分担者 花里 真道  千葉大学予防医学センター 准教授 

 

Ａ.研究背景および目的 

昭和47年に定められた事務所衛生基準規則（以下、

事務所則は、事務所における各種衛生基準を定めて

いる。しかし、分煙や禁煙の広がり、空調設備の機

能向上、IT機器を用いたデスクワークの普及はもと

より、テレワークや、固定席を設けないフリーアド

レス制オフィスの出現、女性・障害者・外国人労働

者の増加に示されるような、労働形態・室内職場環

境・労働者自身の多様性に富む現代の室内執務環境

について、改めて基準の妥当性や国際認証基準との

整合性を検討する必要が生じている。 

国際的には、イノベーションの誘発、生産性の向

上、人材の獲得の観点から、よりよいオフィス空間

や環境への関心が高まっている。また、近年の健康

経営やESG（Environment, Social, Governance）投

資などの視点も加わり、オフィスワーカーの健康を

増進させる空間づくりへの期待や関心も高まり、い

くつかの認証制度が運用されている。本研究では、

代表的な認証制度としてWELL（WELL Building Stan

dard）とFitwel、国内からはCASBEE-WO（Wellness 

Office）の計3種の認証基準の指標を比較し、事務

所則の検討に活かす基礎資料を得ることを目的と

する。 

 

Ｂ.研究方法 

WELL、Fitwel、CASBEE-WOの各基準について、

評価方法を確認、評価指標を一覧し、評価割合

について整理する。 

 

Ｃ.研究結果 

（認証の概要） 

WELLは、健康増進に繋がる建築物・空間を認

証する国際認証制度で、2014年に運用されてい

る。登録、評価、提出、検証、認証というプロ

セスを経る。2020年 2月時点で、58ヶ国で277

件の認証があり、3748件認証待ちの登録状態に

ある。日本では、5件認証があり31件が登録状

態にある。認証費用は、5000 sq feetの規模で、

約127万円である。 

評価項目は、「空気（Air）」、「水（Water）」、

「栄養（Nourishment）」、「光（Light）」、「運動

（Fitness）」、「快適性（Comfort）」、「精神

（Mind）」の 7 カテゴリで、100 個の中項目

（Feature）に、205評価指標がある。建築環境

の分野から、空気や水、光など、特定できる曝

露因子をもつカテゴリがあるとともに、建築計

画の分野から、快適性や精神性など室の機能や

レイアウトなどデザインに関わる要因のカテゴ

リもある。 

必須条件（Preconditions）と最適化条件

（Optimizations）の2種類があり、最適化条件

の達成度合いにより認証種類が区別される。

研究要旨 

今年度は健康オフィスに関する国内外の認証制度を調査した。WELL、Fitwel、CASBEE-WO の 3

種の認証制度の概要・評価指標を整理し、各々の評価割合を得た。 
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80％達成以上達成するとプラチナ、40％～80%

達成するとゴールド、他はシルバーという認証

区別がある。 

Fitwel は、WELL と比較してより、簡便・安

価で運用される認証制度として 2017 年より運

用されている。米国CDCにより開発がスタート

した特徴がある。2020 年 2 月時点で、世界 40

ヶ国で、370件認証があり、980件が認証待ちの

登録状態にある。日本からは1件の登録に留ま

る。認証費用は、5000 sq feet の規模で約 66

万円である。 

評価項目は、「ロケーション（LOCATION）」「建

物へのアクセス（BUILDING ACCESS）」「屋外空間

（OUTDOOR SPACES）」「エントランスと地上階

（ENTRANCES AND GROUND FLOOR）」「階段吹抜け

（STAIRS）」「室内環境（INDOOR ENVIRONMENTS）」

「ワークスペース（WORKSPACES）」「共有スペー

ス（SHARED SPACES）」「水の供給（WATER SUPPLY）」

「カフェテリアと調理食品店（PREPARED FOOD 

AREAS）」「自動販売機とスナックバー（VENDING 

MACHINES AND SNACK BARS ）」「 緊 急 操 作

（EMERGENCY PREPAREDNESS）」の12 カテゴリで、

73評価指標がある。指標ごとのウェイト付き得

点が計算され 144 点満点で評価される。125～

144点は三つ星（★★★）、105～124点は二つ星

（★★）、90～104点は一つ星（★）である。WELL

と同様、建築環境の指標と建築計画の指標の両

面がある。 

CASBEE-WOは、国内の認証制度で、2019年に

運用が開始した。2020年 2月時点で8件が先行

認証されている。認証費用は、5000 sq feetの

規模で約50～70万円である。 

評価項目は、5 大カテゴリ（1 健康性・快適

性、2 利便性、3 安全・安心性、4 運営管理、5

プログラム）に、16 中カテゴリ（空間・内装、

音環境、光・視環境、熱・空気環境、リフレッ

シュ、運動、移動空間・コミュニケーション、

情報通信、災害対応、有害物質対策、水質安全

性、セキュリティ、維持管理計画、満足度調査、

災害時対応、プログラム）があり、計60評価指

標で評価される。配点は、5 大カテゴリの各々

20点で計100点である。WELLと同様、建築環境

の指標と建築計画の指標の両面がある。 

 

（評価割合） 

WELLの必須条件の評価割合を図１に示す。空

気、水、栄養など、数量として測定できうる項

目の比重が大きい。WELLの最適化条件の評価割

合を図２に示す。加点要素として、精神性、身

体活動、光環境など、デザインや建築計画に関

わる要素の比重が大きい。 

 

 

図１ WELLの必須条件の評価割合 

 

 

図２ WELLの最適化条件の評価割合 

 

Fitwel の評価割合を図３に示す。WELL と比

較して、LOCATION、ACCESS、OUTDOOR SPACES、

ENTRANCEなど、建物の立地環境、外構など、外

部アクセスの重要性を捉えている特徴がある。
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近年の建造環境・都市デザインと健康に関する

研究を充分に考慮していると言える。室内空間

ではSHARED SPACESの充実を高く評価している。 

CASBEE-WO の評価割合を図４に示す。健康増

進プログラムや移動空間・コミュニケーション、

維持管理計画などの比重を高く設定している。

差がでる部分の評価比重を高く設定していると

考えられる。 

 

 

図３ Fitwelの評価割合 

 

 

図４ CASBEE-WOの評価割合 

 

 

 

 

Ｄ.考察 

国内外の３認証制度の評価指標を概覧した。

総論として次の点が考察された。国内外のエビ

デンスに基づいた評価指標であるが、健康の増

進に係る指標であるため、低いエビデンスレベ

ルの文献も多数含まれるといえる。そのため、

ひとつひとつの項目がどの程度の影響を及ぼす

かに関する議論には及んでいない。総体として

多くの評価指標を達成する建築物・空間であれ

ば、健康増進に寄与するはずであるという仮定

に基づく評価体系である点に注意が必要である。

これらの認証を取得した建築物で、オフィスワ

ーカーの健康が増進されているか否かの評価に

関する今後の研究報告が待たれる。 

評価指標には、明確な曝露因子が想定できる

建築環境の指標と空間計画や機能計画など、建

築計画の指標の両面がある。また、評価割合は、

認証制度によって異なる。 

今後は、これらの認証制度の評価指標と、事

務所則の評価指標との関係の詳細な分析を予定

している。 

 

Ｅ.健康危険情報 

なし 

 

Ｆ.研究発表・学会発表 

特になし 

 

Ｇ.知的財産権の出願・登録 

特になし 

 

Ｈ.参考文献 

特になし 
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付表１ WELLの必須条件の一覧 

カテゴリ 指標数 評価割合  番号 小項目 

AIR 12 29% P 1 Air Quality Standards 

P 2 Smoking Ban 

P 3 Ventilation Effectiveness 

P 4 VOC Reduction 

P 5 Air Filtration 

P 6 Microbe And Mold Control 

P 7 Construction Pollution Management 

P 8 Healthy Entrance 

P 9 Cleaning Protocol 

P 10 Pesticide Management 

P 11 Fundamental Material Safety 

P 12 Moisture Management 

WATER 5 12% P 30 Fundamental Water Quality 

P 31 Inorganic Contaminants 

P 32 Organic Contaminants 

P 33 Agricultural Contaminants 

P 34 Public Water Additives 

NOURISHMENT 8 20% P 38 Fruits And Vegetables 

P 39 Processed Foods 

P 40 Food Allergies 

P 41 Hand Washing 

P 42 Food Contamination 

P 43 Artificial Ingredients 

P 44 Nutritional Information 

P 45 Food Advertising 

LIGHT 4 10% P 53 Visual Lighting Design 

P 54 Circadian Lighting Design 

P 55 Electric Light Glare Control 

P 56 Solar Glare Control 

FITNESS 2 5% P 64 Interior Fitness Circulation 

P 65 Activity Incentive Programs 

COMFORT 5 12% P 72 Accessible Design 

P 73 Ergonomics: Visual And Physical 

P 74 Exterior Noise Intrusion 

P 75 Internally Generated Noise 

P 76 Thermal Comfort 

MIND 5 12% P 84 Health And Wellness Awareness 

P 85 Integrative Design 

P 86 Post-Occupancy Surveys 

P 87 Beauty And Design I 

P 88 Biophilia I - Qualitative 

 

付表２ WELLの最適化条件の一覧 

カテゴリ 指標数 評価割合 番号 小項目 

AIR 18 25% O 13 Air Flush 

O 14 Air Infiltration Management 

O 15 Increased Ventilation 

O 16 Humidity Control 

O 17 Direct Source Ventilation 

O 18 Air Quality Monitoring And Feedback 

O 19 Operable Windows 

O 20 Outdoor Air Systems 

O 21 Displacement Ventilation 

O 22 Pest Control 

O 23 Advanced Air Purification 

O 24 Combustion Minimization 

O 25 Toxic Material Reduction 

O 26 Enhanced Material Safety 

O 27 Antimicrobial Activity for Surfaces 

O 28 Cleanable Environment 

O 29 Cleaning Equipment 

n/a P9 Advanced Cleaning 
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WATER 3 4% O 35 Periodic Water Quality Testing 

O 36 Water Treatment 

O 37 Drinking Water Promotion 

NOURISHMENT 9 12% O 46 Safe Food Preparation Materials 

O 47 Serving Sizes 

O 48 Special Diets 

O 49 Responsible Food Production 

O 50 Food Storage 

O 51 Food Production 

O 52 Mindful Eating 

n/a P1 Food Environment 

n/a P7 Strategic Dining Design 

LIGHT 9 12% O 57 Low-Glare Workstation Design 

O 58 Color Quality 

O 59 Surface Design 

O 60 Automated Shading And Dimming Controls 

O 61 Right To Light 

O 62 Daylight Modeling 

O 63 Daylighting Fenestration 

n/a P2 Light at Night 

n/a P3 Circadian Emulation 

FITNESS 7 10% O 66 Structured Fitness Opportunities 

O 67 Exterior Active Design 

O 68 Physical Activity Spaces 

O 69 Active Transportation Support 

O 70 Fitness Equipment 

O 71 Active Furnishings 

n/a P8 Injury Prevention 

COMFORT 8 11% O 77 Olfactory Comfort 

O 78 Reverberation Time 

O 79 Sound Masking 

O 80 Sound Reducing Surfaces 

O 81 Sound Barriers 

O 82 Individual Thermal Control 

O 83 Radiant Thermal Comfort 

n/a P4 Impact Reducing Flooring 

MIND 14 19% O 89 Adaptable Spaces 

O 90 Healthy Sleep Policy 

O 91 Business Travel 

O 92 Building Health Policy 

O 93 Workplace Family Support 

O 94 Self-Monitoring 

O 95 Stress And Addiction Treatment 

O 96 Altruism 

O 97 Material Transparency 

O 98 Organizational Transparency 

O 99 Beauty And Design II 

O 100 Biophilia II - Quantitative 

n/a P5 Health Through Housing Equity 

n/a P6 Education Space Provisions 

Innovation 5 7% O 101 Innovation Feature I 

O 102 Innovation Feature II 

O 103 Innovation Feature III 

O 104 Innovation Feature IV 

O 105 Innovation Feature V 

 

－ 51 ― 



付表３ Fitwelの指標一覧 

カテゴリ 
指標

数 

評価

割合
ID SUB-TITLE STRATEGY 

1. LOCATION 4 11%

1.1 Walkability Building located in an area with a Walk Score of 50 or above 

1.2 Walkability Building located in an area with a Walk Score of 70 or above 

1.3 Walkability Building located in an area with a Walk Score of 90 or above 

1.4 Proximity To Transit Locate a transit stop within a 1/2 mile or 800 meters of a main building entrance

2. BUILDING 

ACCESS 
6 4% 

2.1 
Pedestrian Route to 

Transit 

Provide a universally accessible pedestrian route between the main building 

entrance and a transit stop  

2.2 Commuter Survey Conduct an occupant commuter survey for regular occupants   

2.3 Bicycle Parking Provide regular occupants access to bicycle parking 

2.4 Active Commuter Showers Provide regular occupants access to showers and lockers 

2.5 Incentivizing Transit  Provide regular occupants access to transit benefits 

2.6 Efficiency Parking Implement parking efficiency practices 

3. OUTDOOR 

SPACES 
8 9% 

3.1 Outdoor Space Amenities Provide regular occupants access to an outdoor space amenity 

3.2 Walking Trail Provide regular occupants access to an outdoor walking trail  

3.3 Outdoor Fitness Area Provide regular occupants access to an outdoor fitness area 

3.4 Restorative Garden Provide regular occupants access to an outdoor restorative garden  

3.5 Farmers Market Provide regular occupants access to a farmers market 

3.6 Fruit and Vegetable Garden Provide regular occupants access to a fruit and vegetable garden 

3.7 
Pathway and Parking Area 

Lighting 
Provide lighting in all outdoor spaces, pathways, and parking areas 

3.8 

Tobacco- and 

Smoke-Free Outdoor 

Spaces 

Establish and implement a tobacco- and smoke-free policy for all outdoor spaces

4. ENTRANCES 

AND GROUND 

FLOOR 

8 8% 

4.1 
Tobacco- and 

Smoke-Free Signage 
Provide tobacco- and smoke-free signage at all entrances and outdoor areas 

4.2 Main Pedestrian Entrance Orient a main building entrance towards an outdoor pedestrian area  

4.3 Main Entrance Amenities Include sidewalk amenities at main building entrances 

4.4 
Safe Entry and Exit 

Lighting 
Provide continuous lighting at all building entrances 

4.5 Publicly Accessible Use Provide a publicly accessible use on the ground floor 

4.6 Activate Pedestrian Areas Orient the publicly accessible use directly to an outdoor pedestrian area 

4.7 
Local Amenities 

Advertising 
Provide a permanent display advertising local amenities 

4.8 Entryway Systems Provide entryway systems at all building entrances 

5. STAIRS 6 10%

5.1 Stair Access Provide access to at least one stair that connects building floors 

5.2 Stair Location Locate the stair in an equally or more prominent area than escalators or elevators

5.3 Stair Design Implement active design strategies in the stair design  

5.4 Stair Signage 
Place educational point-of-decision signs promoting stair use at elevator call 

areas 

5.5 Stair Visibility Increase visibility of the stair 

5.6 Stair Safety Implement best practices in stair safety 

6. INDOOR 

ENVIRONMENTS 
8 13%

6.1 
Tobacco- and 

Smoke-Free Environment 
Establish and implement a tobacco- and smoke-free policy for all indoor areas 

6.2 Asbestos-Safe Property 
Confirm that asbestos has been properly abated and control measures are 

implemented 

6.3 
Indoor Air Quality (IAQ) 

Policy 
Establish and implement an Indoor Air Quality (IAQ) Policy 

6.4 Indoor Air Quality Testing Conduct regular Indoor Air Quality (IAQ) testing  

6.5 IAQ Testing Results  Share Indoor Air Quality (IAQ) testing results with regular occupants 

6.6 Green Purchasing Policy Establish and implement a Green Purchasing Policy  

6.7 
Chemical Storage 

Ventilation 
Provide separate ventilation in all areas with chemical use or storage 

6.8 
Integrated Pest 

Management 
Establish and implement an Integrated Pest Management (IPM) Plan 

7. WORKSPACES 5 5% 

7.1 Natural Daylight Provide regular occupants access to natural daylight 

7.2 Views of Nature Provide regular occupants access to views of nature 

7.3 Operable Shading Provide regular occupants access to operable shading 

7.4 Active Workstations Provide regular occupants access to active workstations 

7.5 Thermal Control Provide regular occupants access to thermal control devices 

8. SHARED 

SPACES 
13 14%

8.1 
Bathroom Cleaning 

Protocol 
Establish and implement a regular cleaning protocol for bathrooms  

8.2 Hand-Washing Signage Provide permanent educational signs promoting hand-washing in bathrooms 

8.3 Common Break Areas Provide regular occupants access to a common break area 

8.4 
Break Areas Cleaning 

Protocol 
Establish and implement a regular cleaning protocol for all break areas 
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8.5 Quiet Room Provide regular occupants access to a dedicated quiet room 

8.6 
Lactation Rooms and 

Stations 

Provide regular occupants access to a sufficient number of dedicated lactation 

rooms 

8.7 Multi-purpose Room Provide regular occupants access to a multi-purpose room 

8.8 Exercise Room Provide regular occupants access to a dedicated exercise room 

8.9 Fitness Facility Provide regular occupants subsidized access to a fitness facility 

8.1 Crop Share Drop-Off 
Provide regular occupants access to crop share or other fresh food delivery 

programs 

8.11 Health Programming Establish and implement health promotion programming for regular occupants 

8.12 
Occupant Satisfaction 

Survey 
Conduct an occupant satisfaction survey for regular occupants 

8.13 
Stakeholder Collaboration 

Process 
Establish and Implement a Stakeholder Collaboration Process 

9. WATER 

SUPPLY 
3 5% 

9.1 
Universally Accessible 

Water Supply 
Provide a sufficient number of universally accessible water supplies 

9.2 
Water Bottle Refilling 

Station 
Provide bottle refilling stations at water supplies 

9.3 Water Quality  Conduct regular water quality testing 

10. PREPARED 

FOOD AREAS 
4 10%

10.1 
Healthy Food and 

Beverage Policy 

Establish and implement a healthy food and beverage policy as rigorous as the 

Fitwel Food and Beverage Standard in a prepared food area 

10.2 Choice Architecture Implement choice architecture practices in a prepared food area 

10.3 Pricing Incentives Implement pricing incentive practices in a prepared food area 

10.4 Water Access Provide access to free water supplies in a prepared food area 

11. VENDING 

MACHINES AND 

SNACK BARS 

4 5% 

11.1 
Healthy Vending Machines 

and Snack bars 

Establish and implement a healthy food and beverage policy as rigorous as the 

Fitwel Food and Beverage Standard for vending machines and snack bars  

11.2 
Vending and Snack Bar 

Choice Architecture 
Implement choice architecture practices for vending machines and snack bars  

11.3 
Vending and Snack Bar 

Pricing Incentives 
Implement pricing incentive practices for vending machines and snack bars  

11.4 Water Access Provide access to free water supplies near vending machines and snack bars  

12. EMERGENCY 

PREPAREDNESS 
4 5% 

12.1 
Emergency Preparedness 

Plan 
Establish and Implement a comprehensive Emergency Preparedness Plan 

12.2 
Automated External 

Defibrillator (AED) 
Install a sufficient number of Automated External Defibrillators (AED)  

12.3 Certified First Responders Provide a sufficient number of Certified First Responders (CFR)  

12.4 
Emergency Address 

Notification 
Provide an automated emergency address notification system 
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付表４ CASBEE-WOの指標一覧 

区分 
評価

割合 
カテゴリ 

指標

数 

評価

割合   

Qw1 健

康性・快

適性 

20% 

空間・内装 10 6% 

1.1 レイアウトの柔軟性 

1.1.1 空間の形状・自由さ 

1.1.2 荷重のゆとり 

1.1.3 設備機器の区画別運用の可変性 

1.2 知的生産性を高めるワークプレイス 

1.3 内装計画 
1.3.1 専有部の内装計画 

1.3.2 共用部の内装計画 

1.4 作業環境 
1.4.1 オフィス什器の機能性・選択性 

1.4.2 ＯＡ機器等の充実度 

1.5 広さ 

1.6 外観デザイン 

音環境 2 1% 
2.1 室内騒音レベル 

2.2 吸音 

光・視環境 4 3% 

3.1 自然光の導入 

3.2 グレア対策 
3.2.1 開口部のグレア対策 

3.2.2 照明器具のグレア対策 

3.3 照度 

熱・空気環境 6 4% 

4.1 空調方式及び個別制御性 

4.2 室温制御 
4.2.1 室温 

4.2.2 外皮性能 

4.3 湿度制御 

4.4 換気性能 
4.4.1 換気量 

4.4.2 自然換気性能 

リフレッシュ 8 5% 

5.1 オフィスからの眺望 

5.2 室内の植栽・自然とのつながり 

5.3 室外（敷地内）の植栽・自然とのつながり 

5.4 トイレの充足性・機能性 

5.5 給排水設備の設置自由度 

5.6 リフレッシュスペース 

5.7 食事のための空間 

5.8 分煙対応、禁煙対応 

運動 2 1% 
6.1 運動促進・支援機能 

6.2 階段の位置・アクセス表示 

Qw2 利

便性 
20% 

移動空間・コミュニケ

ーション 
4 16% 

1.1 動線における出会いの場の創出 

1.2 EV 利用の快適性 

1.3 バリアフリー法への対応 

1.4 打ち合わせスペース 

情報通信 1 4% 2.1 高度情報通信インフラ 

Qw3 安

全・安心

性 

20% 

災害対応 4 8% 
1.1 耐震性 

1.1.1 躯体の耐震性能 

1.1.2 免振・制振・制震性能 

1.1.3 設備の信頼性 

1.2 災害時エネルギー供給    

有害物質対策 4 8% 

2.1 化学汚染物質 

2.2 有害物質を含まない材料の使用 

2.3 有害物質の既存不適格対応 
2.3.1 アスべスト、PCB 対応 

2.3.3 土壌汚染等対応 

水質安全性 1 2% 3.1 水質安全性 

セキュリティ 1 2% 4.1 セキュリティ設備 

Qw4 運

営管理 
20% 

維持管理計画 6 12% 

1.1 維持管理に配慮した設計 

1.2 維持管理用機能の確保 

1.3 維持保全計画 

1.4 維持管理の状況 
1.4.1 定期調査・検査報告書 

1.4.2 維持管理レベル 

1.5 中長期保全計画の有無と実行性 

満足度調査 1 2% 2.1 満足度調査の定期的実施等 

災害時対応 3 6% 

3.1 BCP の有無 

3.2 消防訓練の実施 

3.3 AED の設置 

Qw5 プ

ログラム 
20% プログラム 3 20% 

メンタルヘルス対策、医療サービス

社内情報共有インフラ 

健康増進プログラム 
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労災疾病臨床研究事業費補助金 
分担研究報告書 

 
室内空気環境基準と研究の国際動向に関する文献調査 

 
 

研究分担者 橋本 晴男  東京工業大学 キャンパスマネジメント本部 特任教授 

 
Ａ.研究背景および目的 
働き方改革においては，実現していくべき3つの

柱が示されており，このうち，職場の物理的な環境

と大きく関係するものは，「多様で柔軟な働き方の

実現」と「長時間労働の是正」がある。「多様で柔

軟な働き方の実現」に関しては，高齢労働者や女性，

および障がいのある人にとっても働きやすい環境

の整備が求められており，安全性の確保や健康障害

の防止はもとより，利便性，快適性，作業効率の向

上の観点からの配慮も必要となると考えられる。ま

た「長時間労働の是正」に関しては，テレワークの

普及に伴い，これまで事務所衛生基準規則が適用さ

れなかったリモートオフィスやホームオフィスの

安全で衛生的な環境の確保，更には，従来のオフィ

スにおいては業務効率を積極的に促進できるよう

な環境の整備が望まれるところである。これらの観

点を踏まえると，事務所衛生基準規則や関連する室

内濃度指針値等のわが国での管理基準や指針を見

直すことにより，働き方改革の推進に寄与すること

ができる可能性がある。 
以上の背景を踏まえて，本年度の本分担研究では，

特に以下の2点に焦点を当て文献調査を担当した。 
① 国際機関，海外各国の安全衛生行政機関，安

全衛生関連学会，室内環境に関する業界団体

などによる規制値，基準値，指針，指導状況

などを調査した。ここでは特に，わが国で空

気環境基準への不適合率が高い二酸化炭素の

濃度に関し一定の重点を置いた。 

研究要旨 

働き方改革のもとで，高齢者や障がいを持つ方などを含む多様な労働者の職場環境を向上させる

ために，事務所衛生基準規則や関連指針値等を見直す余地がないかとの問題意識を踏まえ，海外の

室内環境関連機関等の基準・指針値，及び基準項目中の二酸化酸素に関して文献調査を行った。

海外の基準値等では最新の欧州規格（EN 16798-1:2019）が注目される。これにもとづくと，

わが国の基準の温度範囲（17℃～28℃）は同規格に全く適合できず，「21℃～25.5℃」などのよ

り良い目標値に向けた改善を検討する価値がある。照明については，同様に事務所・会議室等（300
ルクス），廊下・階段（100 ルクス）の各照度に関して改善の余地があると考えられる。 

二酸化炭素に関しては，わが国の基準値（1000 ppm） は，現状の各国の基準値・指針値と比

較して遜色はなかった。しかし一方，室内の二酸化炭素濃度と健康影響や業務効率との関係につ

いては，最近は 1000 ppm 以下の領域でも多くの研究がされ，1000ppm を下回る濃度を境に，健

康上の訴えや業務効率に有意差があったとの報告が複数ある。また 600~800ppm を基準値とする

新たなビル管理の指針が出ている。室内の二酸化炭素濃度については，わが国では二酸化炭素の

不適合率は 40%以上と高い。以上から，現在の基準値（1000 ppm）を下げる，または現在の基

準の遵守を強化する方策を検討する時期に来ていると考えられる。この結果として，職場環境と

業務効率の向上により，働き方改革に寄与すると共に，国民全体の労働生産性を押し上げられる

可能性があると考えられる。 
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② 室内における二酸化炭素の濃度に関して，海

外の基準値や指針値，濃度測定結果の実態，

室内在席者への健康影響や業務効率との関連

について，最新の研究状況や知見などを労働

衛生管理の視点から調査した。 
 
Ｂ.研究方法 

文献調査は以下のように行った。 
国際機関，海外各国の安全衛生行政機関，安

全衛生関連学会，室内環境に関する業界団体等

のホームページ， 出版物，規格，ガイドラインなど

を調査した。 
論文については，主に労働衛生技術関連の出

版物，学会誌を中心にキーワード検索などにより

調査した。特に労働衛生技術分野で国際的に広く

認知されている，AIHA（アメリカ産業衛生協会）と

ACGIH（アメリカ産業衛生専門家会議）による

JOEH （ Journal of Occupational and 
Environmental  Hygiene）誌に注目した。 
 
Ｃ.研究結果 
1. 国際機関，海外各国の安全衛生行政機関，

安全衛生関連学会，室内環境に関する業界

団体などの調査結果 
 

（1） WHO 
WHO では屋外の一般環境に関しては健康

に関する各種化学物質の規制値を定めている。

一方で屋内の空気質（indoor air quality）に関し

ては，2006 年の専門家による会議（Global 
Update of the WHO Guidelines for Air 
Quality，WHO） において，次の二つの分野，

すなわち生物因子（カビ）および特定の有害化学

物質に関してガイドラインを優先して作成すること

が提案され，その後以下のガイドラインが発行され

現在ホームページに掲載されている。 
 Biological indoor air pollutants: 

dampness and mould (2009) 
 Chemical indoor air pollutants: 

selected pollutants (2010) 

これら 2 件が優先的に作成された背景としては，

世界的に，カビ及び特定有害化学物質による健

康障害の発生及びその防止が，室内空気環境に

関する重要な課題と認識されたと推定できる。 
「 Biological indoor air pollutants: 

dampness and mould (2009)」では，真菌類，微

生物，ダニ，ウイルスなどの健康影響，湿度との関

係，ばく露評価の方法，サンプリング法，湿度管理

のための換気方法などが詳細に述べられている。

室内の湿度に関する基準値や指針などは見いだ

せなかった。 
生物的因子への暴露の評価に関しては，カビ

などの目視観察や臭気に関して建物の居住者へ

の聞き取りによる調査，同様に専門家による建物

内の調査，及び気中の真菌類などのサンプリング

や培養法などに関して詳細に記述がある。ただし，

総じて暴露の評価は標準化が困難で難しいとして

いる。また気中の真菌類等の濃度等に関する基準

値や指標値も示されていない。 
「Chemical indoor air pollutants: selected 

pollutants (2010)」では，次の 8 因子について，

指標値（ガイドライン）を定めている。わが国で室

内濃度指針値がある一酸化炭素とホルムアルデヒ

ドについては指針値もそれぞれ示す。一酸化炭

素とホルムアルデヒドの指針値は，わが国の室内

濃度指針値より，やや厳しく（小さく）なっている。 
 Benzene 
 Carbon Monoxide (Co) 

15 minutes – 100 mg/m3 
1 hour – 35 mg/m3 
8 hours – 10 mg/m3 (8.6ppm) 
24 hours – 7 mg/m3 (6.0ppm) 

 Formaldehyde 
0.1 mg/m3 – 30-minute average 

 Nitrogen Dioxide (No2) 
 Naphthalene 
 Polycyclic Aromatic Hydrocarbons 

(PAHs) 
 Radon 
 Tetra- And Tri-chloroethylene 
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（2） 欧州規格 

欧州規格のなかで，建物の換気に関する規格

「 Energy performance of buildings- 
Ventilation for buildings EN 16798-1:2019 
[2]」があり，ビル等の建物内の温度，換気（CO2
濃度），湿度，照明，騒音などに関する具体的な

指針を示している。なお，この規格の旧版は EN 
15251:2007 である[3]。 
①  温度 
温度に関してはオフィス, 及び居住用の空調

のある建物についてそれぞれ，夏期の冷房時の

最高温度，及び冬季の暖房時の最低温度の範囲

の指針を示している。これによれば，オフィスにつ

いては標準的な範囲（カテゴリーⅡ）として 20℃か

ら 26℃，より望ましい範囲として 21℃から 25.5℃
（カテゴリーⅠ）としている。最も低いレベル（カテ

ゴリーⅣ）の範囲は 18℃から 28℃である。（下表） 
カテゴリーの定義を下表に示す。カテゴリーⅠ

は「子供や老人，障がいのある人など特別の必要

性のある人に適用されてよいレベル」としている。 

 
わが国の衛生管理基準の温度範囲（17℃～

28℃）はこのカテゴリーⅣを更に下回るものであり，

一般労働者に関して改善の余地が明らかにあるレ

ベルと考えられる。更に，高齢者や障がいのある

労働者に関して環境を向上される意味からは，最

上位のカテゴリーⅠ（21℃～25.5℃），または少な

くともカテゴリーⅡ（20℃～26℃）を目標にすること

を検討する価値があると考えられる。 
②  二酸化炭素（換気） 
室内の二酸化炭素濃度は一般に，換気の良否

の指標として扱われる。本規格では，室内の二酸

化炭素濃度が外気中の濃度をどれだけ上回って

良いかの指標値を示している（下表）。これは，後

に述べる ASHRAE による指針の設定方法と同様

である。現在の大気中の二酸化炭素濃度は平均

で約380 ppm， 都市部においては 400から 450 
ppm との数値があるので[4]，外気の二酸化炭素

濃度を仮に 400 ppm とすれば， 室内の濃度は

カテゴリーⅠで 950 ppm，カテゴリーⅡで 1200 
ppm となる。なお，わが国の衛生管理基準は

1000ppm 以下である。 

 
③ 湿度 

調質機能のある建物について次のような範囲

で指標が示されている。なお，わが国の管理基準

は 40%以上 70%以下である。 

 
④ 照明 

オフィスの執務机や会議室，データ処理，タイ

ピング，学校の教室などにおいては 500 ルクス以

上を指標値としている。旧版の EN 15251 にはさ

らに細かい場所別の指標照度が示されており，廊

下で 100 ルクス以上，階段で 150 ルクス以上とな

－ 57 ― 



っている。  わが国の事務所の照度基準（JIS 
Z9110）では事務室、会議室、印刷室、電子計算

機室等で 300 ルクス以上，廊下、階段で 100 ルク

ス以上であるので，改善の余地があると考えられ

る。 
⑤ 騒音 

ここで騒音とは建物内の一般的な騒音レベル

を言うのではなく，換気などの空調設備から発生

する騒音のことを言う。空調設備からの騒音が大き

いと，居住者が空調能力を下げたり切ったりして，

所定の空調を達成することができない。これを防

止する目的で空調設備からの騒音レベルを規制

する。筆者の個人的な経験（国立大学の建物内の

多数の教員居室や学生室の職場巡視結果）に基

づくと，二酸化炭素の濃度が 1000 ppm を超えて

いるケースが過半数であり，その一部は換気音が

大きく不快なために換気スイッチを切っていること

が原因であった。 
オフィスの執務室に関しての標準的レベル（カ

テゴリーⅡ）として，等価騒音レベルで，35 から 40
デシベル（dBA）以下の指針が示されている。わ

が国にこのような空調設備からの騒音を規制する

指標があるかどうかは，現在のところ確認できてい

ない。 
 
（3） 米 ASHRAE 

ASHRAE（American Society Of Heating, 
Refrigerating And A-C Engineers，アメリカ暖

房冷凍空調学会）は ASHRAE Standard 62.1 と

して，良好な室内空気質を確保するための換気の

要件を定めている[5]。室内の二酸化炭素濃度を

換気効率の代替指標としており，室外の二酸化炭

素濃度より 700 ppm を超えないことが，多くの居

住者にとって満足できる（人間の体臭に関して不

快でない等）環境を維持するために必要であると

している。 外気の二酸化炭素濃度を 300-500 
ppm と す れ ば 指 標 と な る 室 内 濃 度 は

1000-1200ppm とする。以上は，室内居住者から

の二酸化炭素発生量を 20 L/hr とし，外気が

15cfm（7.5L/sec）/人の一定速度で取り入れられ，

室内の空気と均一に混合された時の定常状態で

の二酸化炭素濃度を示す考え方で，換気に関し

他の機関の指針などにも広く使用されている。 
なお，最近は省エネの圧力が強まっているた

め，換気の維持や強化によるエネルギー消費と二

酸化酸素で代表される室内空気環境のバランスを

とることが重要であるとしている。 
 

（4） 米 OSHA 
OSHA（Occupational Safety and Health 

Administration ，労働安全衛生庁）はその

OSHA Technical Manual の Section III, 
Chapter 2 中で，「室内空気質の調査」の項目を

設け，技術的な資料や指標，分析方法等を示して

いる[6]。  
過去 10 年間の約 500 件の建物内の空気環境

調査の結果については，米 NIOSH の報告を引

用し，問題の原因が以下であったとしている。 
 Inadequate ventilation - 52% 
 Contamination from inside building - 

16% 
 Contamination from outside building 

- 10% 
 Microbial contamination - 5% 
 Contamination from building fabric - 

4% 
 Unknown sources - 13% 
微生物に汚染による原因が 5%となっている。

わが国では微生物による室内汚染の問題はそれ

ほど聞かないように思われるが，この 5%との数値

のわが国と比較しての多寡については，現在判断

が困難である。 
推奨されるオフィスの換気量については，

ASHRAE による 15cfm/人（前述の ASHRAE の

値）を推奨している。 
空気中または水中の微生物のサンプリングに

ついても記述がある。ここで「汚染されていることの

指標」として以下を挙げている。ただしこの数値は，

不安全あるいは有害な環境であることを必ずしも

意味しないとも述べている。他の公的機関等の文
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書ではこのような指標は全く得られていないので，

この指標値はユニークな（または貴重な）ものと言

える可能性がある。 
 1,000 viable colony-forming units in a 

cubic meter of air 
 1,000,000 fungi per gram of dust or 

material 
 100,000 bacteria or fungi per milliliter 

of stagnant water or slime 
 
（5） その他の機関 

米 CDC と NIOSH，および米 EPA（環境保

護庁）については，室内空気質に関する管理上の

ガイダンス等を多数出しているが，温度，湿度，二

酸化炭素（換気），生物的因子に関する具体的な

指標値などは見いだせていない。一般論として，

アメリカでは 事務所則のように室内環境を測定す

るような法令の要求は特にない。また室内環境の

測定が組織的または系統的に行われているわけ

でもない。最近は省エネのために換気を落とす傾

向にあり，室内の汚染物質濃度は上がる傾向にあ

るという。 
AIHA（アメリカインダストリアルハイジーン協

会）は室内環境の測定に関わる専門家が多く参加

する団体である。AIHA からは，室内空気質に関

する指針などは出されていない模様だが，測定に

関する総説や書籍があり，今後調査の予定であ

る。 
 
2. 室内の二酸化炭素濃度について 
（1） 室内の二酸化炭素濃度の指標値等 

前章で述べたように，室内の二酸化炭素濃度

については内外でいくつかの基準が定められて

いる。それ以外で目についたものを以下に挙げ

た。 
学校環境衛生基準（文科省）では「換気の基

準として二酸化炭素は、1500ppm 以下である

ことが望ましい」としている。英国の学校の基

準では，教室内の二酸化炭素は 1500ppm 以下

としている[4]。 

フィンランドでは換気の基準として，二酸

化炭素濃度で 1200ppm が定められている[7]。
オランダではピーク値として 1200 ppm が定

められており，スウェーデンでは 1000 ppm 以

下 が定められている[8]。 
最近のビル評価システムである「WELL 

Building Standard」および「RESET」は，業

務効率の向上を目的とした，従来の基準を超え

た室内空気環境の基準を設定している。

「WELL Building Standard」は人が多い空間

においては二酸化炭素のレベルを800ppm以下

に保つことを求めている。「RESET」の基準は，

同様に二酸化炭素の最大許容濃度を 1000 ppm 
とするとともに，「高業務効率を発揮できる部

屋(high performance space)」として 600 ppm 
との目標を提示している[9]。 
 
（2） 室内の二酸化炭素濃度と健康影響や業務

効率との関係 
二酸化炭素の職業性曝露の基準値は，

ACGIH，日本産業衛生学会ともに 5000 ppm で
ある。 一般的にこれより低い濃度であっても，頭

痛や眠気などが生ずると言われている。以下に，

二酸化炭素濃度（換気の良否）と健康影響または

業務効率などとの関係を検討した研究を示す。 
Vehviläinen は，被験者を二つのグループに

分け，換気を調整することにより，一方の 平均の

二酸化炭素濃度を 2700 ppm，他方を 900 ppm 
とし，その中で4時間作業させて覚醒度，眠気，そ

の他の生理的測定を行った。この結果，後者に比

べて前者のグループでは集中力の低下，頭痛，

足の冷え，目の刺激，寒気などが発生した。特に

頭痛が症状として最も明らかであった。 後者のグ

ループでは特に問題はなかった。 
Traube は論文中で ASHRAE で決めている

基準よりも換気を強化した場合，シックビル症

候群の減少や，認識力の改善という効果が見ら

れたとの報告を複数引用している[9]。特に以下

の Allen の報告について述べている。被験者 24
人の 6 日間の目隠しテストで，外気の換気量と
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認識力スコアとの比較を行った。VOC が一般

の建物より低い条件においては認識力スコアが

61%上昇し，また換気速度が大きく二酸化炭素

レベルの低い条件においては 101%上昇した

[10] 。もしこのような条件が労働環境として実

現できれば経済的な効果は計り知れないほど大

きいものになるとしている。 
カリフォルニア大学の Lawrence Berkeley 

National Laboratory は，Fisk の大規模な文献

レビューの結果(*)を紹介している[11]。Fisk に

よれば，数十校の学校内の二酸化炭素の濃度は

時間平均値で 500ppm から 5000ppm（きわめ

て悪い状況）まで分布していた。また，文献レ

ビューを総合すると，二酸化炭素濃度と学生の

作業効率は換気の強化によって明らかに向上し，

また健康上の症状，欠席率も減少したとしてい

る。学校では二酸化炭素のレベルは上昇しやす

く，また窓を開けることによってしか換気でき

ないような状況もあるので，二酸化炭素のセン

サを備えてその警報によって窓を開け換気を促

す策も良いのではないかと述べている。(*筆者

注：この内容の詳細についてはさらに調査が必

要と考える。) 
Tsai らは 111 人のオフィスワーカーについ

てオフィスの二酸化炭素濃度，温度，湿度，

PM2.5 とシックビル症候群との関係を調べ相

関分析を行った。この結果，二酸化炭素が

800ppm 以上のレベルでは目の刺激や上気道の

症状と相関がある結果となった。また，他の研

究の引用があり，二酸化炭素濃度が 500ppm を

超えた場合に健康上の症状の訴えが多かったと

いう結果（Hill），および午後の二酸化炭素濃度

の平均値が 1000ppm 以上の場合，800ppm 以

下に比較し下気道中の症状と相関があった結果

（Sieber）を紹介している[12]。 
以上の研究では，室内の二酸化炭素濃度を外

気との換気の有効性（換気量）の指標として取

り扱っている。したがって，換気量が変わるこ

とにより二酸化炭素濃度も変わるが，同時に（各

研究の条件にもよるが）温度，湿度，空気中の

汚染物質（contaminants）なども変化している。

したがって二酸化酸素濃度が純粋に変更や業務

効率に与える影響を見ているとは限らず，二酸

化酸素の直接の影響については議論のあるとこ

ろである。 
Satish らは上記の論点に関して解説している

[13]。それによると，伝統的にはむしろ気中汚染

物質が影響しており，二酸化酸素の直接の影響

はないとの考え方もされてきたという。但し，

2000 年以降になり，二酸化酸素の純粋な影響が

あるとの報告が見られてきた。以下の研究はそ

の他の条件を一定とし，二酸化炭素による単独

の影響を評価したものである。 
先行的な研究は Kajtar らによってなされた。

実験用のチャンバーに二酸化炭素を供給して

600 ppm から 5000 ppm までの環境を作り，

被験者の認識力に関し調査した。この結果 600 
ppm に比較して，3000 ppm ではやや小さな，

また 4000ppm では明らかな認識力の差が見ら

れた[14, 15]。 
Satish らは，外気との換気率を一定とし室

温も一定に保ち，二酸化炭素をボンベから供給

し濃度 600，1000，2500 ppm の 3 条件を設定

し，各被験者群に 2.5 時間の 9 種類の判断を伴

う作業をさせ，各条件での判断力指標を測定し

た。その結果，各二酸化炭素のレベル間におい

て統計的に有意な判断力の差が観察され，特に

2500ppmでの判断力低下が顕著だった。また，

以下の考察をしている。 
カリフォルニアとテキサスの小学校の環境

サーベイの結果によると，二酸化炭素の平均濃

度は 1000ppm を超えており，そのうち多数は

2000ppm を超え，さらにテキサスの教室の

21%ではピークの濃度が 3000ppm を超えてい

た（Corsi, Whitmore) 。このような濃度では生

徒が学習や試験において不利益を被っている可

能性がある。大学の試験会場などでも人の密度

が高いことから， 二酸化炭素濃度が高い可能性

がある。 一方でアメリカのオフィスについては

一般に二酸化炭素の濃度は低いという。100 件
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のオフィスを測定した結果では二酸化炭素のピ

ーク値が1000ppm を超えたのは5パーセント

のみであった（Perily)。ただし会議室では

1900ppmまで上昇したとの報告もある（Fisk）。
人の密度が高い航空機の客室の濃度を調査した

8 件の研究では，二酸化炭素の平均値は

1000ppm を超えており最大時の濃度は

4200ppm だったとの報告がある（Committee 
on Air Quality in Commercial Aircraft）。以上

から，二酸化炭素濃度の作業効率への影響に関

しては，経済的な面，特定の人に対しての不利

益等の面から考慮される価値があり， 省エネの

ために建物の換気を落としてよいという動きに

歯止めをかける可能性があると述べている。 
  
Ｄ.考察 

わが国の事務所衛生基準規則の数値の妥当

性や，一般の労働者，さらには高齢の労働者や

障がいがある人にとって働きやすい環境のため

の改善の余地という観点から，次のように考察

する。 
海外の室内環境関連機関や団体に関する調

査結果を踏まえると，2019 年版の最新の欧州規

格（EN 16798-1）に注目したい。温度に関し

ては わが国の基準の温度範囲（17℃～28℃）

は，欧州規格が定める 4 段階の温度範囲のカテ

ゴリー中，最も下位のカテゴリー（Ⅳ）よりも

さらに外れており，一般労働者に関して改善の

余地が明らかににあると考えられるとともに，

高齢者や障がいのある労働者への環境を向上さ

せる意味からは，最上位のカテゴリー（Ⅰ，21℃
～25.5℃）または少なくとも次位のカテゴリー

（Ⅱ，20℃～26℃）を目標にすることを検討す

る価値があると考えられる。照明については欧

州規格に比較すると,わが国の照度基準のうち，

事務所・会議室等（300 ルクス），廊下・階段（100
ルクス）に関して改善の余地があると考えられ

る。 
二酸化炭素に関しては，わが国の事務所衛生

基準値である 1000 ppm は，欧州規格， 

ASHRAE，その他各国の基準値・指針値と比較

して遜色の無いものと考えられる。 室内の二酸

化炭素濃度と健康影響や業務効率との関係につ

いては，従来から 1000 ppm を超える領域にお

いて濃度と健康影響等の相関が報告されている。

最近は 1000 ppm 以下の領域でも多くの研究

がされており，例えば 500 ppm，600 ppm，800 
ppm 等の値を境にして，健康上の訴えや認識

力・判断力に有意差があったとの研究が複数あ

ることに着目したい。特に Satish らの研究は室

内二酸化炭素濃度を換気の良否の指標として扱

わず，二酸化炭素が純粋に作業効率に影響した

との結論を出していることが重要である。また

最近のビル評価システム（WELL Building 
Standard」等）では，業務効率の向上を目的と

して，従来の基準を超えた 600～800ppm とい

う基準を設定している。 
一方で海外における室内の二酸化炭素の測

定結果からは，特に学校などにおいて 1000 
ppm を優に超える状況が多発していることが

見て取れる。わが国の事務所則に基づく測定に

おいても，二酸化炭素の不適合率は 40%以上と

突出して高い。従って，わが国の事務室等では

明確な認識と伴わないものの，健康への影響や

業務効率の低下が既に起きている可能性がある。 
以上の状況を鑑みて，一般の労働者，さらに

は高齢者や障がいを持った方のオフィスでの健

康影響の防止や快適性，業務効率の向上を考え

た時に，現在の基準（1000 ppm）を下げるこ

と，または現在の基準を保ったままでその遵守

を強化する方策を検討する時期に来ていると考

えられる。この結果として，働き方改革に寄与

するのみでなく，国民全体の生産性を押し上げ

る効果の可能性があると考えられ，経済的な効

果も極めて大きいと推定される。また，法制度

面からの規制だけでなく，二酸化炭素モニター

を普及させその警告（アラーム）によって換気

を強化するなど環境改善の意識向上を図ること

も，現実的な対策となると考えられる。 
なお，次年度の調査研究では二酸化炭素濃度
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と健康影響や業務効率との関係についてさらに

深耕し，可能であれば高齢者や身体的弱者への

影響も掘り起こしたい。また本年度は着手でき

なかった生物学的因子（真菌類等）や，化学物

質（ホルムアルデヒド等）についても調査を進

める予定である。 
 

Ｅ.健康危険情報 
なし 

 
Ｆ.研究発表・学会発表 

なし 
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分担研究報告書 

 

室内環境における温湿度，一酸化炭素ならびに二酸化炭素の基準の妥当性の検討 

 

 

研究分担者 齊藤宏之 

独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 上席研究員 

 

 

Ａ.研究背景および目的 

事務所衛生基準規則は昭和 47 年（1972 年）

に制定された省令である。制定から長い年月が

経過していることから，実情に合っていない記

述も散見される。特に，本規則中に規定されて

いる基準値等については，その妥当性を検証し，

必要があれば基準値の再検討を行う必要がある

と考えられる。 

こうした事情を踏まえ，本グループでは「室

内環境における温湿度，一酸化炭素ならびに二

酸化炭素の基準の妥当性の検討」を担当した。 

 

Ｂ.研究方法 

 温度，湿度，一酸化炭素，二酸化炭素の国内

外における各基準値基準値の確認を行うととも

に，文献レビューを実施した。 

 

Ｃ.研究結果 

文献レビューの結果，相対湿度の基準値 40

～70%RH に関しては，低湿度側の基準値 40%RH

は概ね妥当だが，70%RH は高湿度における影響

を考えるとやや不十分な可能性が指摘された。 

 

 

一酸化炭素ならびに二酸化炭素については，空

調または機械式換気ありの場合の基準値 10ppm

および1000ppmは妥当と考えられる一方で，こ

れらがない場合の基準値 50ppm および 5000ppm

は高すぎる可能性が指摘された。 

  

Ｄ.考察 

文献レビューによって，現行の基準値の妥当

性が確認された一方で，一部の基準値について

は健康影響を考慮すると，将来的な改訂の必要

があると考えられる。今後，さらに基準値の妥

当性について検討する必要がある。 

 

Ｅ.健康危険情報 

なし 

 

Ｆ.研究発表・学会発表 

特になし 

 

Ｇ.知的財産権の出願・登録 

特に記載するべきものなし 

研究要旨 

事務所衛生基準規則は昭和 47 年（1972 年）に制定された省令である。制定から長い年月が経

過していることから，規定されている基準値等について，その妥当性を検証し，必要があれば基

準値の再検討を行う必要がある。本年度は，温度，相対湿度，一酸化炭素，二酸化炭素の国内外

における各基準値基準値の確認並びに，文献レビューを実施した。その結果，現行の基準値の妥

当性が確認された一方で，一部の基準値については健康影響を考慮すると，将来的な改訂の必要

があると考えられる。今後，さらに基準値の妥当性について検討する必要がある。 
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＜研究協力者＞ 

 

金沢大学医薬保健研究域医学系 

環境生態医学･公衆衛生学 辻口博聖 

 

金沢大学医薬保健研究域医学系 

環境生態医学･公衆衛生学 原 章規 

 

Ａ.研究背景および目的 

 
 照明に関する衛生基準は、労働安全衛生規則

（昭和 47 年労働省令第 32 号）の第 3 編 衛生

基準 第 4 章 採光及び照明 （照度）第 604
条および「事務所衛生基準規則」第二章 事務

室の環境管理（第１０条）に記載されている通

り、「事業者は、労働者を常時就業させる場所の

作業面の照度を、次の表の左欄に掲げる作業の

区分に応じて、同表の右欄に掲げる基準に適合

させなければならない。ただし、感光材料を取

り扱う作業場、坑内の作業場その他特殊な作業

を行なう作業場については、この限りでない。」 

 

研究要旨 照明に関する衛生基準は、労働安全衛生規則および事務所衛生基準規則に記載されて

いる通り、精密な作業では 300 ルクス以上としているが、しかしながら、本法規で定められてい

るのはあくまで「最低照度」であり、安全かつ快適な視環境を十分に確保しているとはいえる状

況ではなくなってきた。そこで、現実的な照度設定の参考にされているのが、JIS照明基準の「推

奨照度」である（JIS Z 9110:2010 照明基準総則）。事務作業を行う「机上面」において必要な

照度は 750 ルクスである。しかしながら、JIS では考慮されていない照明要件のなかにも重要な

ものはあり、「JIS 照明基準を満たしている=快適な視環境である」とはいえない。2016 年 6 月、

日本建築学会 環境工学委員会より発表される「新しい規準」は、重要な照明要件にも関わらずこ

れまでは計算が困難であった「輝度」も、近年急速に発達した照明シミュレーションソフトによ

って算出可能であるという前提に立ち、「照度」 ≠ 「私たちが感じている明るさ」ではないこと

から、視環境とエネルギーの最適化を目指した新たな枠組みの提示がなされているこれまで照度

を基準に考えられて来たが「順応」を中心に考えると、輝度バランスを整えることが快適な環境

づくりとなる。照度が、単位面積当たりに入射する光の量であり、単位は lx（ルクス）。光源に

よって照らされている面の明るさの程度を表す。それに対して輝度は、光源や被照面が発するあ

る方向への光度を、その方向への見かけ上の面積で割った値である。単位は cd/m2（カンデラ毎

平方メートル）。人の目に入る光の量を表す。照度は「ある面にどれだけの光が到達しているか」

を表しているのに対し、輝度は「その面から反射された光が、ある方向から見ている人の目にど

れだけ届いているか」を表している。現在の照明計画で一般的に用いられているのは、水平面（机

上面や床面など）の照度分布であるが、実際に感じている“明るさ”を表現しているのは、照度

分布ではなく、輝度分布だといえる。輝度を用いる新しい基準では、「照明消費電力密度」による

評価に基づいた、高い省エネルギー性を要求している。 
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精密な作業 300ルクス以上 

普通な作業 150ルクス以上 

粗な作業      70 ルクス以上 

 
 本法規は、「職場における労働者の安全と健

康を確保するとともに、快適な職場環境の形成

を促進する（労働安全衛生法第 1 条）」ことを目

的に、作業場所の「最低照度」を定めたもので

ある。つまり、本規定値を下回る作業環境は、

明るさの不足による健康障害（例：眼精疲労や

視力の低下）や安全性の低下（例：作業ミスや

標識の見落とし）を及ぼすとみなされ、事業者

は罰則の対象となる可能性がある。 

 上記の照度基準以外に、「事業者は、室の採光

及び照明については、明暗の対照が著しくなく、

かつ、まぶしさを生じさせない方法によらなけ

ればならない」、「事業者は、室の照明設備につ

いて、六ヶ月以内ごとに一回、定期的に、点検

しなければならない」と規定されてはいる。 

 しかしながら、本法規で定められているのは

あくまで「最低照度」であり、安全かつ快適な

視環境を十分に確保しているとはいえる状況で

はなくなってきた。そこで、新しい基準の導入

についての考察を目的に本研究を行った。 

 

Ｂ.研究方法 

 

1) JIS 照明基準の「推奨照度」 
 そこで、現実的な照度設定の参考にされてい

るのが、JIS 照明基準の「推奨照度」である（JIS 
Z 9110:2010 照明基準総則）。 

 
設計製図、印刷工場での植字、校正  750 ルクス

住宅内での勉強スペース           750 ルクス

美容室                          1,000ルクス

ショーウィンドウの重要部         1 万ルクス

学校の学習空間           500-750 ルクス程度 

 
 JIS 照明基準は、領域における「作業」に対し

て推奨照度を定めているので、空間全体で推奨

照度を維持する必要はない。例えば、「事務所―

事務室」の推奨照度 750 ルクスは、事務作業を

行う「机上面」において必要な照度であり、事

務室内であっても、事務作業を行わない場所や

通路などでは 750 ルクスを維持する必要はない。 
 人間が照度の違いを感覚的に認識するには、

1.5倍以上の照度差が必要とされている。つまり、

100ルクスとの違いを認識するには150ルクス以

上必要である。このことを踏まえ、推奨照度に

は、それに対応する設計照度の範囲が次のよう

に定められている（JIS Z 9110:2011 照明基準総

則）。 
 加齢に伴い、網膜に到達する光の量は減少し

ていくため、高齢者の作業には若年者よりも高

い照度が必要である。年齢層や作業内容を考慮

した照明計画を行う必要がある。JIS 照明基準の

推奨照度は、通常の視覚で行われる、通常の作

業を想定しているため、「視覚条件が通常と異

なる場合には、設計照度の値は、推奨照度の値

から照度段階で少なくとも 1 段階上下させて設

定してもよい」とされている。 
 設計照度を 1 段階高く設定することが望まし

い場合は次の通りである。 
 a) 対象となる作業者の視機能が低いとき 
 b) 視作業対象のコントラストが極端に低いと

き 
 c) 精密な視作業であるとき 
 設計照度を 1 段階低く設定することが望まし

い場合は、次の通りである。 
 d) 対象が極端に大きい、または対象のコント

ラストが高いとき 
 e) 領域での作業時間または活動時間が極端に

短いとき 
 JIS 照明基準では、照度の他に、照度均斉度、

不快グレア、演色性についても推奨値を定めて

いる。 
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3) 業務ビルの照度基準の国際比較

（IEA/OECD,LIGHT’S LOBOUR’S LOST Policies 
for energy-efficient lighting, 2006） 

 
国 オフィス 商店 
日本（JIS） 750 ﾙｸｽ 500 ﾙｸｽ 
アメリカ・カナ

ダ 
200－500 200－500 

フランス 425 100－1000 
ドイツ 500 300 
オーストラリア 160 160 
 
 欧米諸国の多くは照度基準を 500 ルクス以下

に指定しているのに対し、わが国の労働安全衛

生規則で定める照度基準は、「精密な作業」にお

いて 300 ルクス以上としている。 
 

Ｃ.研究結果 

  
1) 「照度」 ≠ 「私たちが感じている明るさ」で

はない 
 多くの人が携わる設計業務において、拠りど

ころとなる基準は必要であり、現在は JIS 照明基

準がそれを担っている。一方で、JIS では考慮さ

れていない照明要件のなかにも重要なものはあ

り、「JIS 照明基準を満たしている=快適な視環

境である」とはいえない。 
 2016 年 6 月、日本建築学会 環境工学委員会よ

り発表される「新しい規準」は、重要な照明要

件にも関わらずこれまでは計算が困難であった

「輝度」も、近年急速に発達した照明シミュレ

ーションソフトによって算出可能であるという

前提に立ち、「照度」 ≠ 「私たちが感じている

明るさ」ではないことから、視環境とエネルギ

ーの最適化を目指した新たな枠組みの提示がさ

れている。 

 
2) 輝度とは 
 これまで照度を基準に考えられて来たが「順

応」を中心に考えると、輝度バランスを整える

ことが快適な環境づくりとなる。照度と輝度の

違いを簡単にいうと「対正面に届く光の量が照

度・対象面が発する光の量が輝度」である。作

業するためには適正照度が求められるが、空間

を構成するには輝度が大切ということになる。

同じ空間に同じ照度の光を配置しても、空間を

構成する要素の反射で印象が大きく変わる。黒

で統一された空間などは、大量の光を投入して

も明るい空間という印象を作くることはできな

いが、白で統一された空間だと、少ない光で明

るい空間という感覚を提供することができる。

つまり、空間の要素を考慮し、輝度配置を行い、

照度を設定することが大切である。 
 すなわち、照度が、単位面積当たりに入射す

る光の量であり、単位は lx（ルクス）。光源によ

って照らされている面の明るさの程度を表す。

それに対して輝度は、光源や被照面が発するあ

る方向への光度を、その方向への見かけ上の面

積で割った値である。単位は cd/m2（カンデラ毎

平方メートル）。人の目に入る光の量を表す。照

度は「ある面にどれだけの光が到達しているか」

を表しているのに対し、輝度は「その面から反

射された光が、ある方向から見ている人の目に

どれだけ届いているか」を表している。現在の

照明計画で一般的に用いられているのは、水平

面（机上面や床面など）の照度分布であるが、

実際に感じている“明るさ”を表現しているの

は、照度分布ではなく、輝度分布だといえる。 
  

Ｄ.考察 

 
1) 輝度導入の背景と目的 
 室内における適切な照明環境の形成や普及を

目的として、エネルギー有効利用の観点を含み

ながら、照明環境設計のための要件を示し、可

能なものについては推奨値または目標値を定め

る（「1.1 規準の目的（AIJES-L0002-2016）」よ

り）。本規準の背景には、2011 年 3 月に発生した

東日本大震災および福島第一原子力発電所の事

故に伴う電力供給不足がある。この非常事態に

よる節電の経験をきっかけに、「照明設計が照
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度に偏重し過ぎている状態を見直し、できる限

り小電力で本来あるべき照明環境を創造するた

めに、照明環境設計方法および照明環境の基準

の構築）」を行ったのが本規準である。そのため、

「エネルギー消費を最小限に抑える」ことに重

点を置き、「省エネルギー規準」を定めている。

また、近年の照明シミュレーションソフトの発

達により、私たちでも簡易計算による輝度分布

の算出が可能になったことを受け、設計規準の

中心に「照度」ではなく「輝度」を据えている。

この点も、既存の照明規準と異なる、大きな特

徴であるといえる（『照明環境に関する緊急提

言』（日本建築学会環境工学委員会・光環境運営

委員会、2011 年 5 月） 

 
4)「ターゲット照明」と「タスク照明」の違い 
 アンビエント照明と対になる存在として、現

在広く認識されているのは「タスク照明」であ

る。「タスク照明」は“作業を行う場所”に対す

る局部照明を指すのに対し、「ターゲット照明」

は“視対象（作業を行う場所を含む）”に対する

局部照明を指す。すなわち、「ターゲット照明」

における手法のひとつが「タスク照明」、という

位置づけになる。エネルギーの有効利用を前提

とする本規準では、昼光においても本設計規準

を適用するものとし、積極的な昼光利用を促し

ている。つまり、設計上では「窓などの開口部 = 
照明器具」として取り扱う。 

 
2) 設計規準 
 本規準では、作業、活動または用途の大分類

ごとに、設計要件に応じた推奨値を定めている

（照明環境の設計規準（AIJES-L0002-2016）」よ

り抜粋）。輝度を中心とした設計規準を満たすこ

とに加え、「最も少ない電力消費で最大の効果

が得られるような照明手法を採用する 2）」こと

が求められています。その際、省エネルギー性

の指標となっているのが「照明消費電力密度」

である（照明消費電力量密度および照明消費電

力密度の算出（AIJES-L0002-2016）」より）。本規

準では、作業、活動または用途が「事務」の場

合に、「5 W/㎡以下」という目標値を定めている。 

 
3) 新しい照明環境規準のまとめ 
・「アンビエント照明とターゲット照明」という

理念の導入によって、設計規準の中心は「輝度」

にする。「照明消費電力密度」による評価に基づ

いた、高い省エネルギー性を要求している。 
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事務所室内環境と心理的影響（気分）に関する文献調査 
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＜研究協力者＞ 
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Ａ.研究背景および目的 

オフィス室内環境の心理的影響や生産性との関

連はこれまで国内外で様々な研究がおこなわれて

きている。 

本グループでは、事務所環境と心理的影響（気分）

に関する文献調査を担当した。 

 

Ｂ.研究方法 

事務所環境と気分に関する研究論文につい

て、Pub Med （Web 版）を使用して 75 文献を

収集した。その中から、事務所環境のさまざま

な条件について検討するために影響因子 6 項目

を示す 23 文献を抽出し、環境ストレス因子と心

理的影響に関する知見をまとめた。 

 検索式は、 Office AND (temperature OR 

humidity) AND ((mood OR emotion) OR 

performance) AND workers NOT environment で

ある（実施日 2019/11/07）。 

 

 

 

 

Ｃ.研究結果 

 1992年から2019年までの23文献を分析対象

として、環境ストレス因子の「騒音」「温度」「湿

度」「照明」「事務所デザイン」「化学物質」の 6

項目についてどのような影響があるのかを検討

した。 

結果を、表 1.職場環境と気分に関する研究論

文（No.1）（No.2）に示す。 

  

Ｄ.考察 

1. 騒音の影響 

温度、空気の質、騒音、化学物質の存在など

を含めた室内環境は、職場の仕事の満足度、感

情的幸福、健康、欠勤との関係に影響を与える

ことが示唆されている 2）。職場の室内環境にお

いて労働者が感じる快適性には 「騒音」が最も

強く影響していることが報告されている 1）。他

にも「騒音」が仕事の能率性（パフォーマンス）

を低下させることが多く報告されている。114

人のオフィス労働者を対象とした 8 か月間の縦

研究要旨 

事務所環境と心理的影響（気分）に関して、影響因子 6 項目（騒音・温度・湿度・照明・事務

所デザイン・化学物質）を示す 23 文献を抽出し、環境ストレス因子と心理的影響について検討し

た。特に騒音の因子は、仕事の能率性（パフォーマンス）低下と強い関連がみられた。騒音・照

明・温度を適正な状態に保持し、オフィス労働者の生産性を高める工夫が必要であるが、すべて

の事務所でオープンスペースが有効とはいえない可能性がある。6 因子は互いに複合的な関連も

あり、労働者の文化的背景や個人特性（年齢、性別、性格、ストレス耐性）、職場条件（職種、労

働時間、裁量度、仕事の複雑性、支援の程度）を考慮して検討する必要がある。 
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断研究において、環境ストレス因子としての「騒

音」「照明」「温度」の不適切な状態は、労働者

の健康状態（気分、頭痛、「オフ」感）を低下さ

せ、間接的にパフォーマンスを低下させること

が報告されている 3）。 

騒音の中でも、 Pawlaczyk-Luszczyńska M

（2006）らの報告では、実験室環境とフィール

ド調査の両方において低周波騒音（LFN）に曝

された場合、主観的評価として不快感が示され

ていた。騒音の影響に焦点をあてた研究では、

騒音曝露労働者群（交通警察官 39 名）と対照群

（市役所事務職員42名）との比較研究がある4）。

結果は、2 群間では認知および情緒プロフィー

ル(POMS)に顕著な差は認められなかったが、騒

音曝露労働者は、習慣的な環境ストレス因子に

曝露された時、ストレスに対する高い脳感受性

を選択的に示したことから、「騒音」ストレスが

常態化することでより刺激に反応しやすくなる

ことが示唆された。 

一方、騒音ではないが、職場で流される BGM

（background music）の影響について検討するた

めに実験を実施した研究がある 15）。対象者は 32

名の大学生を 3 群に分けて、グループ[a]は 10

分間の注意力テスト中に音楽を聴き、グループ

[b]は全く音楽がなく、グループ[c]は注意力テス

トの 10 分前に音楽を聴かせる条件で実施した

結果、注意力テスト中に音楽を聴いた群は、得

点のばらつきが極めて大きく、BGM は労働者

のパフォーマンスに影響を与えていることが示

唆された。人の情動に影響する音楽が、必ずし

も環境に効果的な影響を与えるとはいえず、知

覚する対象者によっては雑音のような不快な刺

激として知覚される可能性があると考えられる。

ホテルや病院などの待合室で流される癒し効果

を期待した BGM と異なり、作業をしている事

務所環境で流される BGM には、受け取る対象

者によっては「騒音」になる可能性がある。 

 

 

 

2. 温度の影響 

Sakellaris IA（2016）らの報告では、主観的 IEQ

と労働者の快適さとの関係を評価したところ、

快適性には 「騒音」が最も強く影響し、次いで

「空気の質」、「光」、「温度」の順であった 1）。 

高気温または低気温に起因する温度不快感

（thermal discomfort）はオフィス労働者の生産

性に負の影響を及ぼしていた 6）。この研究では、

参加者は、実験室での曝露中にコンピュータ化

神経行動試験を行い、心拍変動（HRV）および

脳波（EEG）を含む生理学的パラメータを測定

した。 いくつかの主観的評価尺度（Thermal 

sensation votes (TSV)、POMS、Well-being and 

motivation）を用いて、参加者の気分、幸福感、

モチベーション、および作業による負担感を評

価した。暑すぎるという不快感（ warm 

discomfort）は参加者の幸福感に悪影響を及ぼし、

HRV の高頻度（HF）に対する低頻度（LF）の

比率を増加させることが分かった。このことか

ら、主観的評価尺度は生産性に対する室内環境

（IEQ）の効果を評価する際の神経行動機能尺

度の補足として有用であることが示された。事

務所環境において温度不快感には個人差があり、

労働者の主観的評価に基づいて温度設定をする

必要があると考えられる。 

 

3. 湿度の影響 

 学校における厨房施設の環境の湿気に着目し

て調査した結果、湿気が高い環境では微生物濃

度が高く、厨房労働者だけでなく事務員の呼吸

器および全身症状を悪化させていた 16）。 

また、オフィス労働者を対象に勤務時間の大半

を 30％～60％の相対湿度（relative humidity, RH）

の条件で過ごした人は、乾燥状態で過ごした人

よりも勤務中のストレスが 25％少ない結果が

示され、睡眠の質とも間接的な関連を見出した。

さらに、RH の最適値が約 45％付近に存在する

ことが示唆されている 20）。前述した温度と合わ

せて、適度な湿度の設定が身体と心理の両方の

健康維持のために必要である。 
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4. 照明の影響 

オフィス環境における昼間の労働時間中の

高青色白色光（blue-enriched white light）への曝

露の影響を調査するために、各参加者は 2 つの

照明条件に曝露され、それぞれ 4 週間継続した。 

1 つは高青色白色光（17000K）白色光（4000K）

であり、その順序はフロア間でバランスをとり、

質問票および評価尺度を用いて８週間の介入期

間を通して、覚醒度、気分、睡眠の質、パフォ

ーマンス、精神的努力（mental effort）、頭痛お

よび眼の緊張、および気分を評価した。その結

果、白色光（4000K）と比較して、高青色白色

光（17000K）は、覚醒(P<0.0001)、陽性気分

(P=0.0001)、パフォーマンス(P<0.0001)、夕方の

疲労(P=0.0001)、易刺激性(P=0.004)、集中力

(P<0.0001)および眼の不快感(p=0.002)を改善し、

高青色白色光では、昼間の眠気が減少し

(P=0.0001)、夜間睡眠の質(P=0.016)は改善して

いた 9）。 

適切な照度だけでなく、高青色白色光

（blue-enriched white light）は白色光（4000K）

と比較して、より効果的であることが示唆され

た。 

 

5. 事務所デザインの影響 

「職場デザイン（特に、個人別オフィスと共有

オフィスの比較）は労働者の健康に影響する

か?」どうかを検証する目的で、2000 年から 2017

年の間に発表された論文に限定されたシステマ

ティック・レビューを実施したところ、各オフ

ィスと比較した共有オフィスまたはオープンプ

ランオフィスの健康への影響を扱った 15 件の

関連研究が同定された。 この結果から、個別オ

フィスと比較して、共有またはオープンオフィ

ススペースは従業員の健康に有益ではなく、ス

タッフの健康、福利および生産性に有害な影響

を及ぼすというこれまでの研究結果と一致して

いることが明らかにされた 8）。  

また、米国のオフィスビルを中心に、主観的

に評価した室内環境パラメータと建物の特徴が

入居者の満足度に影響することを検討するため、

建設環境センターが10年間に351のオフィスビ

ルの52,980人の入居者に実施したウェブ調査の

データを分析した 12）。その結果、最も重要なパ

ラメータは、空間量に対する満足度（オッズ比

OR 1.57、95%CI:1.55～1.59）、雑音レベル（OR 

1.27、95%CI:1.25～1.29）、視覚的プライバシー

（OR 1.26、95%CI:1.24-1.28）であったことから、

オフィスビルの設計者にはこれら 3 点を配慮し

た建築が推奨されると考えられる。オフィス労

働者は、窓の近くの個室が与えられたときに、

自分の作業空間と建物に最も満足するであろう

と示唆している。 

 

6. 化学物質の影響 

シックハウス症候群は、現代のオフィスビル

の労働者の訴える一連の症状に与えられた用語

であり、外気の供給が減少したときに建物内か

ら発生する汚染物質の蓄積により起こると仮定

されている 18）。 

シックビルディング症候群に典型的な症状、

筋骨格症状、および報告された屋内環境曝露、

心理状態、労働ストレス、および職場における

対人関係の間の関係を、3 つの建物の 624 人の

事務所労働者を対象に調査した研究では、症状

の有病率は 3 つの建物で同様であったが、女性

は男性よりも、3 つの建物すべてにおいてほと

んどの症状を訴える傾向が高く、心理的症状お

よび性別が、シックハウス症状の有意な独立予

測因子であることを示した 19）。 

また、シックハウスの自覚症状と室内環境の

関連では、4 つのオフィスビルにおける外気供

給の変化が労働者の自覚症状と室内環境の認識

に及ぼす影響を検討した結果、外気供給の増加

は、職場環境に対する労働者の認識やシックハ

ウス症候群の典型症状に影響しなかった報告も

みられた 18）。 

最近、日本では都市ごみ焼却炉（MSWI）の

ダイオキシン問題が社会問題となったことから、

このストレスの多い出来事が労働者にもたらし
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た影響に関心があり、MSWI 労働者のメンタル

ヘルス状態をオフィス労働者と比較して評価す

ることを意図した研究がある 5）。 対象は、2 つ

のMSWI工場および1つの地方自治体の公務員、

健康管理に従事していた 20 人の国家公務員、お

よび 55 人の MSWI 労働者であった（いずれも

男性）。 被験者に年齢、教育キャリア、および

労働スケジュールについてインタビューを実施

し、POMS および GHQ30 を用いて被験者の気

分状態を評価した。 POMS は、Tension�Anxiety、

Depression�Dejection、およびFatigueレベルが、

健康管理作業者群で高いことを示した。 

GHQ30 では、全身疾患、社会機能障害、不安・

不快気分状態が、健康管理者群で異常に逸脱し

ていることが示された。 GHQ30 スコアで評価

した全身精神衛生状態も、事務労働者群で異常

に逸脱した。 これらの結果は、健康管理作業者

のメンタルヘルス状態は MSWI 作業者より悪

いことを示した。 これは、ダイオキシンに曝露

されたのではないかという恐怖によって増強さ

れた MSWI 作業員のストレスは、行政職員が通

常被っているストレスを超えていないことを意

味している。 

化学物質による症状に対応するには、心理的

症状、性別などを考慮して、換気、温度などの

環境ストレス因子を適正に保つ必要があると考

えられる。 

 

E．結論 

環境ストレス因子としての「騒音」「照明」

「温度」の不適切な状態は、労働者の健康状態

（気分、頭痛、「オフ」感）を低下させ、間接的

にパフォーマンスを低下させることが明らかで

ある。 

その中でも、労働者が感じる快適性には 「騒

音」が最も強く影響しており、仕事の能率性（パ

フォーマンス）を低下させることから、最も配

慮されなければならない環境ストレス因子であ

る。また、高気温または低気温に起因する温度

不快感（thermal discomfort）はオフィス労働者

の生産性に負の影響を及ぼしていたことから、

適正な温度設定が必要である。照度が不足した

環 境 は 不 適 切 で あ り 、 高 青 色 白 色 光

（blue-enriched white light、17000K は、白色光

（4000K）と比較して、良い効果を与えていた。 

事務所のデザインについては、環境ストレス因

子としての「騒音」「照明」「温度」を適正な状

態に保持して、さらにオフィス労働者のパフォ

ーマンスを高める工夫が必要であることが示さ

れた。すべての事務所でオープンスペースが有

効であるとはいえない。 

ヨーロッパ諸国の 1306 人のオフィス労働者

を対象に健康状態（1 項目）、仕事満足度（8 項

目）、感情的幸福（5 項目）、欠勤の自己申告レ

ベル（1 項目）について調べたところ、職場環

境（干渉・複雑性・職場での教育）の 4 条件に

おいて、仕事が複雑で双方向のやり取りが増す

につれてその影響は大きい 2）ことが示唆された。

このように職場の条件によって人に与える影響

が異なる。 

また、職場の環境ストレス因子は、「騒音」

「照明」「温度」「湿度」「換気」「化学物質」な

ど複合的である。さまざまな環境ストレス因子

と労働者の気分の関係性を検討する場合には、

環境ストレス因子の統制と、対象者の文化的背

景や個人特性（ex.年齢、性別、性格、ストレス

耐性）、および労働者の置かれた職場条件（ex.

職種、労働時間、裁量度、仕事の複雑性、支援

の程度）を考慮して検討をする必要があるとい

える。 

 

Ｆ.健康危険情報 

なし 

 

Ｇ.研究発表・学会発表 

 なし 

 

H.知的財産権の出願・登録 

特に記載するべきものなし 
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表
1.
職

場
環

境
と

気
分

に
関

す
る

研
究

論
文
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N
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1 
Sa

ke
lla

ris
 I

A
, S

ar
ag

a 
D

E,
 

M
an

di
n 

C
, R

od
a 

C
,e

t a
l. 

20
16

 
室

内
環

境
の

主
観

的
評

価
と

居
住

者

の
快

適
性

と
の

関
係

を
分

析
し

、
個

人

お
よ

び
建

物
特

性
の

両
方

の
影

響
を

調
べ

る
 

欧
州

8
カ

国
（

フ

ィ
ン

ラ
ン

ド
、

フ

ラ
ン

ス
、

ギ
リ

シ

ャ
、
ハ

ン
ガ

リ
ー

、

イ
タ

リ
ア

、
オ

ラ

ン
ダ

、
ポ

ル
ト

ガ

ル
、

ス
ペ

イ
ン

）

の
16

7
の

「
近

代

的
」

オ
フ

ィ
ス

ビ

ル
の

74
41

人
の

労

働
者

に
ア

ン
ケ

ー

ト
調

査
を

実
施

 

オ
フ
ィ
ス

環
境
の

IE
Q
項

目
（
温
度

の
快

適
性
、

騒

音
、
光
、

お
よ

び
室
内

空

気
質
に
対

す
る

満
足
度

）

と
室
内
環

境
パ

ラ
メ
ー

タ

（
例

え
ば

、
暑

す
ぎ

る
/

寒
す

ぎ
る

、
高

湿
度

/乾
燥
、
室
内

/室
外

騒
音
、
自

然
/人

工
光
、
臭

気
）
に
関

す
る
詳
細

項
目

の
両
方

を

用
い

て
室

内
環

境
の

質

（
In

do
or

 
En

vi
ro

nm
en

t 
Q

ua
lit

y,
 IE

Q
）

を
評
価

 

ロ
ジ

ス
テ

ィ
ッ

ク
回

帰

分
析
で
主

観
的

IE
Q

と

労
働

者
の

快
適

さ
と

の

関
係

を
評

価
し

た
と

こ

ろ
、
快

適
性

に
は

 「
騒

音
」

が
最

も
強

く
影

響

し
、

次
い

で
「

空
気

の

質
」
、
「

光
」
、
「

温
度

」

の
順

で
あ

っ
た

。
労

働

者
に

よ
り

健
康

で
快

適

な
状

態
を

提
供

す
る

た

め
に

、
労

働
者

と
建

物

の
特

性
の

両
方

を
考

慮

に
入

れ
る

べ
き

で
あ

る
。

 

2 
So

ria
no

 
A

, 
K

oz
us

zn
ik

 
M

W
, P

ei
ró

 JM
, M

at
eo

 C
. 

20
18

 
職

場
環

境
に

お
け

る
室

内
環

境
と

欠

勤
（

ab
se

nt
ee

is
m
）

と
の

関
係

、
お

よ

び
仕

事
の

満
足

度
、

感
情

的
幸

福
度

（
af

fe
ct

iv
e 

w
el

l-b
ei

ng
）
、

お
よ

び
健

ヨ
ー

ロ
ッ

パ
諸

国

の
13

06
人

の
オ

フ

ィ
ス

労
働

者
 

劣
悪
と
見

な
さ

れ
た
室

内

環
境
（

6
項
目

）、
健
康
状

態
（

1
項
目

）、
仕
事
満

足

度
（

8
項
目

）、
感
情
的

幸

仕
事

の
満

足
度

、
感

情

的
幸

福
、

お
よ

び
健

康

は
、

室
内

環
境

と
欠

勤

と
の

関
係

に
影

響
し

、
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康
の

影
響

を
分

析
す

る
 

福
（

5
項
目

）、
欠
勤
の

自

己
申

告
レ

ベ
ル

（
1

項

目
）
、
職

場
環

境
（

干
渉

・

複
雑
性
・
職
場
で

の
教
育

）

職
場

環
境

に
よ

っ
て

仕

事
が

複
雑

で
双

方
向

の

や
り

取
り

が
増

す
に

つ

れ
て

そ
の

影
響

は
大

き

い
。

 

3 
 L

am
b 

S,
 K

w
ok

 K
C

. 
20

15
 

不
良

な
室

内
環

境
（

IE
Q
）

が
仕

事
の

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
と

健
康

に
及

ぼ
す

影
響

を
８

か
月

間
、

縦
断

調
査

 

11
4

人
の

オ
フ

ィ

ス
労

働
者

 
温

度
の
快

適
さ

、
照
明

の

快
適
さ
お

よ
び

騒
音
の

不

快
さ
の
主

観
的

評
価
、

仕

事
パ
フ
ォ

ー
マ

ン
ス
の

指

標
、
お
よ

び
パ

フ
ォ
ー

マ

ン
ス
と
幸

福
度

の
背
景

に

あ
る
個
人

要
因

に
関
す

る

計
22

61
件
の

オ
ン
ラ

イ

ン
調
査
に

参
加

し
た
。

 

不
適
切
な

IE
Q

を
環
境

ス
ト

レ
ス

因
子

と
し

て

ほ
と

ん
ど

の
状

況
で

自

己
申

告
さ

れ
た

仕
事

パ

ー
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
と

客

観
的

に
測

定
し

た
認

知

能
力
を

2.
4%

～
5.

8%
、

稀
な

例
で

は
最

大

14
.8

%
低

下
さ

せ
得

る

こ
と

が
示

さ
れ

た
。

環

境
ス

ト
レ

ス
因

子
は

、

労
働

者
の

健
康

状
態

（
気
分
、
頭
痛

、「
オ
フ

」

感
）

を
低

下
さ

せ
、

間

接
的

に
パ

フ
ォ

ー
マ

ン

ス
を
低
下

さ
せ

る
。
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4 
C

hi
ov

en
da

 P
, 

Pa
sq

ua
le

tti
 

P,
 Z

ap
pa

so
di

 F
, 

Er
co

la
ni

 
M

,e
t a

l. 
 

20
07

 
長

期
の

職
業

性
騒

音
曝

露
が

、
神

経
生

理
学

的
お

よ
び

情
緒

状
態

、
特

に
注

意

と
作

業
記

憶
、
に

影
響

す
る

か
否

か
を

調
べ

る
、

ま
た

体
性

感
覚

P3
00

に
対

す
る

特
定

の
ス

ト
レ

ッ
サ

ー
（

交
通

騒

音
）
と

非
特

異
的

ス
ト

レ
ス

の
影

響
の

比
較

（
St

ro
op

試
験

）
 

騒
音

曝
露

労
働

者

群
（

交
通

警
察

官

39
名

）
と

対
照

群

（
市

役
所

事
務

職

員
42

名
）
と

の
比

較
 

W
A

IS
-R

か
ら

注
意

力
、

記
憶
力
、

論
理

能
力
を

測

定
、
年
齢

・
性

別
・
教

育

別
に

収
集

し
た

。

ST
A

I-
Y
、

PO
M

S
に
よ

っ

て
不
安
と

気
分

を
測
定

し

た
。

 

体
性

感
覚

（
電

気
）

弁

別
作

業
中

に
記

録
さ

れ

た
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
認

知

電
位

（
P3

00
）

の
振

幅

は
、

対
照

よ
り

も
騒

音

曝
露

労
働

者
で

高
く

、

こ
の

増
強

は
、

よ
り

低

い
レ

ベ
ル

の
特

性
不

安

お
よ

び
よ

り
良

好
な

気

分
プ

ロ
フ

ィ
ー

ル
と

関

連
し

た
。

騒
音

曝
露

労

働
者

は
、

習
慣

的
な

環

境
ス

ト
レ

ス
因

子
に

曝

露
さ

れ
た

時
、

ス
ト

レ

ス
に

対
す

る
高

い
脳

感

受
性

を
選

択
的

に
示

し

た
。

 

5 
N

ak
ay

am
a 

O
, O

hk
um

a 
K

. 
 

20
06

 
都

市
ご

み
焼

却
炉

（
M

SW
I）

労
働

者

の
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

状
態

を
オ

フ
ィ

ス
労

働
者

と
比

較
し

て
評

価
す

る
 

対
象

は
、

2
つ

の

M
SW

I
工

場
お

よ

び
1
つ

の
地

方
自

治
体

の
公

務
員

、

健
康

管
理

に
従

事

し
て

い
た

20
人

の

国
家

公
務

員
、

お

被
験
者
に

年
齢

、
教
育

キ

ャ
リ
ア
、

お
よ

び
労
働

ス

ケ
ジ
ュ
ー

ル
に

つ
い
て

イ

ン
タ
ビ
ュ

ー
を

行
っ
た
。

PO
M

S
お

よ
び

G
H

Q
30

を
用
い
て

被
験

者
の
気

分

状
態
を
評

価
し

た
。

 

健
康

管
理

作
業

者
の

メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

状
態

は

M
SW

I
作

業
者

よ
り

悪

い
こ
と
を

示
し

た
。
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よ
び

55
人

の

M
SW

I
労

働
者

で

あ
っ

た
（

い
ず

れ

も
男
性

）。
 

6 
 L

an
 L

, L
ia

n 
Z,

 P
an

 L
. 

20
10

 
室

内
気

温
（

17
°

C
、

21
°

C
、

28
°

C
）

が
生

産
性

に
及

ぼ
す

影
響

を
、
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
参

加
者

21
名

を
対

象
に

実
験

的
に

研
究

し
た

。
 

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

参

加
者

21
名

 
実

験
室
で

の
曝

露
中
に

コ

ン
ピ
ュ
ー

タ
化

神
経
行

動

試
験
を
行

い
、

心
拍
変

動

（
H

RV
）

お
よ

び
脳

波

（
EE

G
）

を
含

む
生

理
学

的
パ
ラ
メ

ー
タ

も
測
定

し

た
。

 い
く

つ
か

の
主
観

的

評
価
尺
度

を
用

い
て
、

参

加
者
の
気

分
、

幸
福
感

、

モ
チ
ベ
ー

シ
ョ

ン
、
お

よ

び
作
業
に

よ
る

負
担
感

を

評
価
し
た

。
 

高
気

温
ま

た
は

低
気

温

に
起

因
す

る
温

度
不

快

感
（

th
er

m
al

 
di

sc
om

fo
rt）

は
オ
フ
ィ

ス
労

働
者

の
生

産
性

に

負
の

影
響

を
及

ぼ
し

、

ま
た

、
主

観
的

評
価

尺

度
は

生
産

性
に

対
す

る

IE
Q

の
効

果
を

評
価

す

る
際

の
神

経
行

動
機

能

尺
度

の
補

足
と

し
て

有

用
で
あ
る

。
 

7 
C

lo
he

ss
y 

S,
 W

al
as

ek
 L

, 
M

ey
er

 C
. 

20
19

 
本

シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

・
レ

ビ
ュ

ー

は
、
オ

フ
ィ

ス
労

働
者

の
食

行
動

に
影

響
す

る
要

因
を

取
り

巻
く

証
拠

を
特

定
し

、
統

合
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

た
。

  

文
献

検
索

は
、

20
08

年
1
月

か
ら

20
18

年
4
月

の
間

に
英

語
で

発
表

さ

れ
た

研
究

に
限

定

し
た

。
 計

5,
01

7
件

の
論

文
を

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
し

、

 
 

職
務

役
割

、
職

場
食

環

境
、

お
よ

び
オ

フ
ィ

ス

ベ
ー

ス
の

職
場

の
社

会

的
側

面
に

関
連

し
た

職

場
で

の
食

行
動

に
影

響

す
る

多
く

の
因

子
が

明

ら
か
に
な

っ
た
。

 既
存

の
研

究
の

ほ
と

ん
ど
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適
格

性
を

評
価

し
、

そ
の

う
ち

22
件

の
論

文
(n

=2
3)

を
本

レ
ビ

ュ
ー

に

含
め

た
。

 

は
、

オ
フ

ィ
ス

勤
務

が

食
行

動
に

悪
影

響
を

及

ぼ
す

こ
と

を
示

唆
し

て

い
る
。

  

8 
R

ic
ha

rd
so

n 
A

, 
Po

tte
r 

J, 
Pa

te
rs

on
 M

, H
ar

di
ng

 T
, e

t 
al

. 

20
17

 
従

業
員

の
健

康
に

及
ぼ

す
職

場
デ

ザ

イ
ン

の
影

響
に

関
す

る
最

近
の

研
究

を
、
個

人
と

職
場

を
比

較
し

て
系

統
的

に
レ

ビ
ュ

ー
す

る
 

20
00

年
か

ら
20

17
年

の
間

に
発

表
さ

れ
た

論
文

に
限

定

し
て

 シ
ス

テ
マ

テ
ィ

ッ
ク

・
レ

ビ

ュ
ー

を
実

施
し

、

各
オ

フ
ィ

ス
と

比

較
し

た
共

有
オ

フ

ィ
ス

ま
た

は
オ

ー

プ
ン

プ
ラ

ン
オ

フ

ィ
ス

の
健

康
へ

の

影
響

を
扱

っ
た

15
件

の
関

連
研

究
 

「
職
場
デ

ザ
イ

ン（
特

に
、

個
人
別
オ

フ
ィ

ス
と
共

有

オ
フ
ィ
ス

の
比

較
）
は

労

働
者
の
健

康
に

影
響
す

る

か
?」

 

個
別

オ
フ

ィ
ス

と
比

較

し
て

、
共

有
ま

た
は

オ

ー
プ

ン
オ

フ
ィ

ス
ス

ペ

ー
ス

は
従

業
員

の
健

康

に
有

益
で

は
な

く
、

ス

タ
ッ

フ
の

健
康

、
福

利

お
よ

び
生

産
性

に
有

害

な
影

響
を

及
ぼ

す
と

い

う
結

果
と

一
致

し
て

い

る
こ

と
が

明
ら

か
に

さ

れ
た
。

 

9 
V

io
la

 
A

U
, 

Ja
m

es
 

LM
, 

Sc
hl

an
ge

n 
LJ

, D
ijk

 D
J. 

20
08

 
オ

フ
ィ

ス
環

境
に

お
け

る
昼

間
の

労

働
時

間
中

の
高

青
色

白
色

光

（
bl

ue
-e

nr
ic

he
d 

w
hi

te
 li

gh
t）

へ
の

曝

露
の

影
響

を
調

査
し

た
。

  

2
つ

の
オ

フ
ィ

ス

フ
ロ

ア
の

10
4
人

の
ホ

ワ
イ

ト
カ

ラ

ー
労

働
者

の
う

ち

94
名

参
加

者
[平

均
年

齢

各
参
加
者
は

2
つ
の
新

し

い
照

明
条

件
に

曝
露

さ

れ
、
そ
れ

ぞ
れ

4
週
間

続

い
た
。

 1
つ
は

高
青
色

白

色
光
（

17
00

0K
）
白
色
光

（
40

00
K
）
か
ら

成
っ
た

。

日
中

の
労

働
時

間
中

に

高
青

色
白

色
光

に
曝

露

す
る

と
、

注
意

力
、

パ

フ
ォ

ー
マ

ン
ス

、
お

よ

び
夕

方
の

疲
労

が
改

善

す
る
。
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36
.4

(S
D

10
.2

)歳
]

を
解

析
 

そ
の
順
序

は
フ

ロ
ア
間

で

バ
ラ
ン
ス

を
と

っ
た

。 
質

問
票
お
よ

び
評

価
尺
度

を

用
い
て
、

８
週

間
の
介

入

期
間
を
通

し
て

、覚
醒

度
、

気
分
、
睡

眠
の

質
、
パ

フ

ォ
ー
マ
ン

ス
、

精
神
的

努

力
（

m
en

ta
l 

ef
fo

rt）
、

頭

痛
お
よ
び

眼
の

緊
張
、

お

よ
び
気
分

を
評

価
し
た
。

10
 

B
ra

sc
he

 S
, 

B
ul

lin
ge

r 
M

, 
Sc

hw
ab

 R
, G

eb
ha

rd
t H

,e
t 

al
. 

 

20
04

 
主

観
的

皮
膚

感
覚

（
sk

in
 s

en
sa

tio
n）

と
客

観
的

な
皮

膚
症

状
に

影
響

を
及

ぼ
す

要
因
（

im
pa

ct
 fa

ct
or

 p
ro

fil
e）

が

一
致

す
る

か
を

、
Pr

oK
lim

A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
(1

99
4～

19
99

)の
デ

ー
タ

を
用

い
て

調
べ

た
。

 

92
5

人
の

オ
フ

ィ

ス
労

働
者

 
皮

膚
の
水

分
お

よ
び
脂

含

量
の
測
定

、
皮

膚
感
覚

を

評
価
す
る

質
問

票
に
回

答

し
た
。

  

皮
膚

感
覚

の
主

観
的

知

覚
に

対
す

る
有

意
な

リ

ス
ク

は
、

女
性

で
あ

る

こ
と

、
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア

不
良

、
仕

事
の

特
性

が

好
ま

し
く

な
い

、
お

よ

び
ア

レ
ル

ギ
ー

疾
患

で

あ
っ
た
。

 皮
膚

水
分
量

の
客

観
的

検
査

で
は

、

高
い

濃
度

の
全

揮
発

性

有
機

化
合

物
お

よ
び

低

い
相

対
湿

度
で

有
意

な

リ
ス

ク
増

加
が

検
出

さ

れ
た
。
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11
 

Is
hi

ha
ra

 I
, 

Ik
us

hi
m

a 
M

, 
H

or
ik

aw
a 

J, 
H

ar
ag

a 
M

, e
t 

al
. 

20
05

 
視

覚
表

示
端

末
（

V
D

T）
作

業
中

の
磁

場
（

M
F）

へ
の

曝
露

が
労

働
者

の
精

神
的

疲
労

に
影

響
す

る
か

、
ま

た
は

精

神
‐

生
理

学
的

変
化

に
関

連
す

る
ス

ト
レ

ス
を

誘
発

す
る

か
を

調
べ

る
 

37
名

の
学

生
 

In
cr

ed
ib

ly
 S

ho
rt 

Pr
of

ile
s 

of
 M

oo
d 

St
at

es
（

IS
P）

を
V

D
T

作
業

前
後
の

心

理
的
ス
ト

レ
ス

お
よ
び

精

神
疲
労
の

指
標

、
唾
液

ク

ロ
モ
グ
ラ

ニ
ン

A
お

よ
び

尿
中

8‐
ヒ
ド

ロ
キ
シ

デ

オ
キ

シ
グ

ア
ノ

シ
ン

(8
‐

O
H
‐

dG
)を

V
D

T
作

業

前
後
の
生

理
学

的
変
化

と

し
て
使
用

し
た

。
 

V
D

T
参

加
者
に

対
す
る

M
F

曝
露

の
有

害
な

健

康
影

響
を

検
出

し
な

か

っ
た

が
、

V
D

T
作
業

自

体
が

彼
ら

の
精

神
疲

労

お
よ

び
精

神
生

理
学

的

状
態

に
影

響
す

る
こ

と

を
示
唆
し

た
。

 

12
 

Fr
on

tc
za

k 
M

, S
ch

ia
vo

n 
S,

 
G

oi
ns

 J,
 A

re
ns

 E
, e

t a
l. 

20
12

 
米

国
の

オ
フ

ィ
ス

ビ
ル

を
中

心
に

、
主

観
的

に
評

価
し

た
室

内
環

境
パ

ラ
メ

ー
タ

と
建

物
の

特
徴

が
入

居
者

の
満

足
度

に
影

響
す

る
こ

と
を

検
討

し
た

。

建
設

環
境

セ
ン

タ

ー
が

10
年

間
に

35
1

の
オ

フ
ィ

ス

ビ
ル

の
52

,9
80

人

の
入

居
者

に
実

施

し
た

ウ
ェ

ブ
調

査

の
デ

ー
タ

を
分

析

し
た

。
  

室
内
環
境

パ
ラ

メ
ー
タ

、

作
業
空
間

、
お

よ
び
建

物

の
特
徴
に

対
す

る
満
足

度

に
関
す
る

7
点

順
序
尺

度

質
問
を
使

用
し

た
。

 

作
業

空
間

の
満

足
度

を

最
大

化
す

る
た

め
に

最

も
重

要
な

パ
ラ

メ
ー

タ

は
、

空
間

量
に

対
す

る

満
足
度
、
雑
音

レ
ベ
ル

、

視
覚

的
プ

ラ
イ

バ
シ

ー

で
あ

り
、

オ
フ

ィ
ス

労

働
者

は
、

窓
の

近
く

の

個
室

に
あ

る
と

き
に

、

自
分

の
作

業
空

間
と

建

物
に

最
も

満
足

す
る

だ

ろ
う
。
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表
1.
職

場
環

境
と

気
分

に
関

す
る

研
究

論
文

 (
N

o.
2)

 
 

 
Ta

bl
e1

. C
ha

ra
ct

er
is

tic
s o

f r
ev

ie
w

ed
 st

ud
ie

s o
f O

cc
up

at
io

na
l s

tr
es

s a
nd

 m
oo

d.
 (N

o.
2)

 
 

 
N

o.
 

A
ut

ho
r 

 
Ye

a
r 

Pu
rp

os
e 

Sa
m

pl
e 

Sc
al

e 
R

es
ul

ts
 

 
 

[R
ef

.N
o.

] 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

13
 

Sa
la

m
on

e 
F,

 
B

el
us

si
 L

, D
an

za
 L

, 
G

he
lle

re
 M

,e
t a

l. 
 

20
1

6 
ス

マ
ー

ト
ラ

ン
プ

は
、

マ
イ

ク
ロ

コ
ン

ト

ロ
ー

ラ
、

温
度

・
相

対
湿

度
の

統
合

セ
ン

サ
ー

、
い

く
つ

か
の

他
の

モ
ジ

ュ
ー

ル
、

お
よ
び

3D
プ

リ
ン

タ
か

ら
成

る
。

 こ
の

ス
マ

ー
ト

デ
バ

イ
ス

は
、

通
常

オ
フ

ィ
ス

で
使

わ
れ

る
デ

ス
ク

ラ
ン

プ
に

似
て

い
る

が
、

空
調

機
と

直
接

対
話

す
る

こ
と

で
室

内
の

温
度

快
適

性
を

調
整

す
る

こ
と

が
で

き
る
。
ス

マ
ー

ト
ラ

ン
プ

の
設

計
、
開

発
、

実
用
化
に

つ
い

て
検

討
し

た
。

 

4
名

の
作

業
者

 
4

名
の

作
業

者
が

常
駐

す
る

オ
フ

ィ
ス

に
ス

マ
ー

ト
ラ

ン

プ
を

設
置

し
、

夏
場

の
室

内

温
度

快
適

性
と

冷
房

消
費

量

を
評
価
し

た
。

 

ス
マ

ー
ト

ラ
ン

プ
の

適
用

が
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

を
効

果
的

に
低

減
し

、
温

度
快

適
性

を
最

適
化

す
る

こ
と

を
示
し
た

。
 

14
 

Pa
w

la
cz

yk
-L

us
zc

zy
ńs

ka
 M

, 
Sz

ym
cz

ak
 

W
, 

D
ud

ar
ew

ic
z 

A
, 

Sl
iw

iń
sk

a-
K

ow
al

sk
a 

M
. 

20
0

6 
職

場
環

境
に

お
け

る
低

周
波

騒
音

（
LF

N
）

を
評

価
し

、
仕

事
パ

フ
ォ

ー
マ

ン
ス

へ
の

妨
げ

と
影

響
を

防
止

す
る

方
法

を
推

奨
す

る
。

 

①
実

験
室

：
聴

力
が

正
常

（
<2

5 
dB

 H
L）

の
21

.8
±

2.
1

歳
の

55
人

の
ボ

ラ
ン

テ

ィ
ア

、
②

フ
ィ

ー
ル

ド
調

査
：

低
周

波
騒

音
（

LF
N
）

に
曝

露

し
た

男
性

労
働

者

35
人

 

被
験
者
は

45
～

65
 d

B
の

A
強
調

SP
L
で
異

な
る
雑

音
を

聴
き

、
10

0
ス

コ
ア

の
グ

ラ

フ
ィ

カ
ル

評
価

尺
度

を
用

い

て
不

快
感

を
評

価
し

た
。

フ

ィ
ー

ル
ド

調
査

で
同

様
の

グ

ラ
フ

ス
ケ

ー
ル

を
用

い
て

職

場
で

の
騒

音
不

快
感

を
評

価

し
た
。

 

低
周

波
騒

音
（

LF
N
）

の

主
観

的
評

価
と

３
つ

の
曝

露
基

準
に

よ
る

結
果

と
の

間
に

線
形

関
係

が
観

察
さ

れ
た
。
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15
 

Le
ss

en
ge

r J
E.

 
19

9
2 

作
業

へ
の

集
中

度
と

バ
ッ

ク
グ

ラ
ウ

ン
ド

音
楽

と
の

関
連

を
調

べ
る

た
め

、
被

験
者

の
注

意
力

テ
ス

ト
（

at
te

nt
io

n 
te

st
）

の
ス

コ
ア

に
対

す
る

音
楽

の
影

響
を

解
析

し

た
。

 

32
人

の
大

学
生

を
3

群
に

分
け

た
 

グ
ル
ー
プ

[a
]は

10
分

間
の

テ
ス

ト
中

に
音

楽
を

聴
き

、

グ
ル

ー
プ

[b
]は

全
く

音
楽

が
な
く
、
グ
ル

ー
プ

[c
]は

注

意
力

テ
ス

ト
の

10
分

前
に

音
楽

を
聴

い
た

。
実

験
は

雑

音
が

な
い

環
境

で
実

施
し

た
。

次
に

、
各

群
の

平
均

得

点
と
誤
答

率
を

求
め
た

。
 

音
楽

が
な

い
群

と
比

較
し

て
、

検
査

前
に

音
楽

を
聴

い
た

群
は

注
意

力
テ

ス
ト

得
点

が
高

か
っ

た
が

（
音

楽
の

補
助

効
果

で
あ

る
可

能
性
が
高

い
）、

一
方

、
注

意
力

テ
ス

ト
に

音
楽

を
聴

い
た

群
は

、
得

点
の

ば
ら

つ
き

が
極

め
て

大
き

か
っ

た
。

B
G

M
は
労

働
者
の

パ

フ
ォ

ー
マ

ン
ス

に
影

響
を

与
え
て
い

る
。

  

16
 

Li
gn

el
l 

U
, 

M
ek

lin
 

T,
 

Pu
tu

s 
T,

 
Ve

ps
äl

äi
ne

n 
A

, 
et

 
al

. 

20
0

5 
学

校
に

お
け

る
厨

房
施

設
の

微
生

物
条

件

が
他

の
施

設
と

ど
の

よ
う

に
異

な
る

か
を

調
べ

,職
員

の
健

康
状

態
も

調
査

し
た

。
 

湿
気

で
ダ

メ
ー

ジ
を

受
け

た
６

つ
の

学
校

と
２

つ
の

対
照

学
校

で
微

生
物

調
査

を
行

っ
た

。
  

厨
房

職
員

の
症

状
を

質
問

紙

で
調

査
し

、
ま

た
鼻

洗
浄

液

（
N

A
L）

中
の

炎
症
反

応
を

測
定
し
た

。
  

湿
気

に
よ

る
ダ

メ
ー

ジ

は
、

厨
房

お
よ

び
他

の
施

設
の

両
方

で
気

中
微

生
物

濃
度

を
増

加
さ

せ
た

。
呼

吸
器

お
よ

び
全

身
症

状

は
、

湿
気

の
ダ

メ
ー

ジ
の

あ
る

環
境

で
は

厨
房

労
働

者
お

よ
び

事
務

員
の

双
方

に
認
め
ら

れ
た

。
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C
he

n 
Y

C
, W

u 
Y

C
, 

C
hi

e 
W

C
. 

20
0

6 
母

乳
育

児
に

優
し

い
政

策
と

職
場

関
連

因

子
が

働
く

母
親

の
行

動
に

及
ぼ

す
影

響
を

評
価
す
る

 

有
効

な
質

問
票

99
8

件
を

収
集

し
、

回
収

率
は

75
.3

%
で

あ
っ

た
。

  

台
湾

の
大

手
半

導
体

メ
ー

カ

ー
で

ア
ン

ケ
ー

ト
を

用
い

て
、

女
性

従
業

員
の

母
乳

育

児
行

動
、

育
児

、
お

よ
び

最

近
生

ま
れ

た
子

を
育

て
る

際

の
職

場
の

状
態

に
関

す
る

デ

ー
タ
を
収

集
し

た
。

  

調
査
回
答

者
の

66
.9

%
が

、

平
均

56
日

の
出

産
休

暇

中
に

最
初

に
母

乳
を

与
え

て
い

た
。

授
乳

室
や

授
乳

休
憩

の
提

供
に

か
か

わ
ら

ず
、

事
務

作
業

者
や

会
社

の
母

乳
育

児
へ

の
配

慮
を

知
っ

て
い

る
作

業
者

を
中

心
に

、
職

場
復

帰
後

も
母

乳
育

児
を

続
け

た
の

は
わ

ず
か

10
.6

%
で

あ
っ
た

。
  

18
 

M
en

zi
es

 
R

, 
Ta

m
bl

yn
 R

, 
Fa

ra
nt

 
JP

, H
an

le
y 

J, 
et

 a
l. 

19
9

3 
4

つ
の

オ
フ

ィ
ス

ビ
ル

に
お

け
る

外
気

供

給
の

変
化

が
労

働
者

の
シ

ッ
ク

ハ
ウ

ス
の

自
覚

症
状

と
室

内
環

境
の

認
識

に
及

ぼ
す

影
響
を
明

ら
か

に
す

る
。

 

4
つ

の
建

物
の

18
38

名
の

労
働

者
の

う

ち
、

15
46

名
（

84
%
）

が
本

研
究

に
参

加
し

た
。

 

３
つ
の
連

続
す

る
2
週
間
の

期
間

の
各

々
で

、
各

建
物

の

換
気

シ
ス

テ
ム

を
ラ

ン
ダ

ム

に
操

作
し

て
、

１
回

に
つ

き

1
人
・

1
分
あ
た

り
20

ま
た

は
50

ft3
（

0.
57

ま
た

は

1.
4m

3）
の
外
気

を
室
内

環
境

に
１
週
間

供
給

し
た
。

 

外
気

供
給

の
変

化
は

（
換

気
量
の
変

化
）、

被
験
者
の

オ
フ

ィ
ス

環
境

の
評

価
ま

た
は

症
状

と
関

連
し

な
か

っ
た

 

19
 

 B
ac

hm
an

n 
M

O
, 

M
ye

rs
 JE

. 
 

19
9

5 
シ

ッ
ク

ビ
ル

デ
ィ

ン
グ

症
候

群
に

典
型

的

な
症

状
、

筋
骨

格
症

状
、

お
よ

び
報

告
さ

れ
た

屋
内

環
境

曝
露

、
心

理
状

態
、

労
働

ス
ト

レ
ス

、
お

よ
び

職
場

に
お

け
る

対
人

関
係
の
間

の
関

係
を

明
ら

か
に

す
る

。
 

3
つ

の
建

物
の

62
4

人
の

事
務

所
労

働
者

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
に

よ
っ

て
、

個
人

の
環

境
、

職
場

環

境
、

心
理

社
会

的
項

目
に

は

皮
膚

症
状

な
ど

の
身

体
症

状

を
含

む
。

PO
M

S、
K

ar
as

ek

 女
性

は
男

性
よ

り
も

、
3

つ
の

建
物

す
べ

て
に

お
い

て
、

ほ
と

ん
ど

の
症

状
を

訴
え

る
傾

向
が

高
か

っ

た
。

心
理

的
症

状
、

性
別
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の
職

業
性

ス
ト

レ
ス

に
基

づ

く
仕

事
関

連
項

目
を

調
査

し

た
。

 

が
建

物
関

連
疾

患
の

重
要

な
予

測
因

子
で

あ
る

こ
と

を
示
し
て

い
る

。
 

20
 

R
az

jo
uy

an
 

J, 
Le

e 
H

, 
G

ill
ig

an
 

B
, 

Li
nd

be
rg

 C
,e

t a
l. 

 

20
1

9 
オ

フ
ィ
ス

労
働

者
の

健
康

と
幸

福
度
（

w
el

l 
be

in
g）

を
改

善
す

る
た

め
の

戦
略

に
お

け

る
相
対

湿
度
（

re
la

tiv
e 

hu
m

id
ity

, R
H
）
の

役
割

に
関

す
る

新
し

い
展

望
を

提
供

す

る
。

R
H
と

、
ス

ト
レ

ス
応

答
、
身

体
活

動

（
Ph

ys
ic

al
 a

ct
iv

ity
, P

A
）
、
お

よ
び

睡
眠

の

質
の
関

連
を

調
べ

た
。

 

 4
つ

の
連

邦
政

府

の
多

様
な

オ
フ

ィ
ス

労
働

者
グ

ル
ー

プ
（

n 
= 

13
4）

 

胸
部

に
拍

変
動

モ
ニ

タ
ー

を

３
日

間
連

続
で

装
着

さ
せ

、

同
時
に
、

職
場

で
R

H
と
温

度
を
測
定

し
た

。
 

勤
務

時
間

の
大

半
を

30
%

~6
0%

の
R

H
の

条
件

で
過

ご
し

た
人

は
、

勤
務

時
間

の
大

半
を

乾
燥

状
態

で
過

ご
し

た
人

よ
り

も
、

勤
務

中
の

ス
ト

レ
ス

が

25
%
少

な
か
っ

た
。

R
H
の

最
適
値
が

約
45

%
付

近
の

狭
い

範
囲

内
に

存
在

す
る

可
能
性
を

示
唆

す
る
。
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K
or

en
 K

, 
Pi

šo
t 

R
, 

Ši
m

un
ič

 B
.  

20
1

6 
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
オ

フ
ィ

ス
タ

ス
ク

中

の
非

座
位

の
オ

フ
ィ

ス
労

働
者

の
作

業
と

運
動
を

同
時

に
分

析
す

る
 

13
名

（
神

経
筋

疾

患
、

心
疾

患
の

既
往

が
な

い
）

大
学

職
員

 酸
素

摂
取
量
、
心
拍

数
、
発

汗
、

主
観

的
努

力
、

タ
イ

ピ

ン
グ

時
間

と
誤

り
、

お
よ

び

40
お

よ
び

80
 W

で
の
自

転

車
こ

ぎ
あ

り
ま

た
は

な
し

で

の
30

分
間

の
運

動
中

の
認

知
機
能
を

モ
ニ

タ
ー
し

た
。

 

中
等

度
強

度
運

動
は

、
生

理
学

的
応

答
の

増
加

を
示

し
作

業
タ

ス
ク

実
行

時
間

を
増

加
さ

せ
る

が
、

エ
ラ

ー
率
を
増

加
さ

せ
な
い

。
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N
ay

ak
 T

, 
Zh
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g 

T,
 

M
ao

 Z
, 

X
u 

X
, 

et
 

al
. 

 

20
1

8 
脳

波
検

査
（

EE
G
）
を

用
い

て
記

録
し

た
ヒ

ト
脳
信
号

か
ら

、
異

な
る

室
内

温
度
（

22
.2

お
よ
び

30
℃

）
よ

っ
て

お
こ

る
誘

発
さ

れ

る
オ

フ
ィ

ス
作

業
中

の
パ

フ
ォ

ー
マ

ン
ス

を
予
測
す

る
こ

と
を

試
み

た
。

 

7
名

の
被

験
者

 
EE

G
、

皮
膚

温
、

心
拍

数
、

お
よ

び
温

度
調

査
質

問
票

を

収
集
し
た

。
 

EE
G

パ
ワ
ー
ス

ペ
ク
ト

ル

密
度

（
PS

D
）

の
有

効
性

は
最
も
高
い

R
²
（

>0
.7

0）
を

も
た

ら
し

、
こ

れ
は

他

の
生

理
学

的
信

号
を

予
測

因
子

と
し

て
用

い
る

よ
り

も
17

倍
高
く
、
よ

り
頑
健

（
ro

bu
st
）
で
あ

る
こ
と

を

示
し
た
。
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A
lb

er
di

 A
, 

A
zt

iri
a 

A
, B

as
ar

ab
 A

.  
20

1
5 

心
理

学
的

、
生

理
学

的
お

よ
び

行
動

様
式

の
3
つ

の
主

な
方

法
（

種
類

）
に

沿
っ

て

測
定

さ
れ

た
ス

ト
レ

ス
の

最
近

の
研

究
を

レ
ビ
ュ

ー
し

ま
と

め
た

。
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Ａ.研究背景および目的 

少子高齢化の進展により労働供給に制約がある

中で、限られた労働供給を効率的に就業に結び付け

ることは重要な課題であり、高齢者雇用に対しては

社会的な配慮が必要となる。高齢労働者においては、

加齢による機能低下から作業負担が増加、就労困難

/健康損失等の問題が生じ、生産性の低下にも繋が

る可能性がある。 

特に腰痛は有訴者率が高い症状であり, 人口100
0人当たり, 男性91.8人, 女性115.5人である。また,
 腰痛症で通院している者の割合は人口1000人当た

り, 男性41.4人, 女性56.6人である1)。腰痛は仕事を

含む生活に大きな影響があらわれる。腰痛により生

活の質（QOL）は大きく損なわれる。仕事への影

響の中で, 疾病休業(absenteeism)の影響も大きく,

 イギリスでは疾病休業の12.5%が腰痛が原因であ

るといわれている2)。一方で, 休務はしていない（出

勤している）が仕事に影響のある状態（presenteei
sm）の影響はさらに大きく, 日本人労働者での調査

において腰痛のpresenteeismによる損失は3番目に

大きい3)。 

本邦での高齢労働の腰痛に関しては社会福祉施

設などで増加傾向にあり、2019/11/27に開催された

「第4回人生100年時代に向けた高年齢労働者の安

全と健康に関する有識者会議」においても、働く高

齢者の腰痛について一層の対策が求められるとさ

れるなど、その対策は喫緊の課題である。 

高齢労働者が健康的に働くことが出来、且つ生産

性が確保できる職場づくりに、人間工学が注目を集

めており、中でもエルゴノミクスは「人間と作業環

境との適切な関係を人間の特性から究明する学問」

として応用範囲が広く、工業製品デザイン・ソフト

ウェア設計、工場のライン設計などにも取り入れら

れている。 

 

研究要旨 

少子高齢化の進展により労働供給に制約がある中で、特に高齢者雇用に対する社会的な配慮が

必要となる。高齢労働者は、加齢による機能低下から作業負担が増加、就労困難/健康損失等の問

題が生じ、生産性の低下にも繋がる可能性がある。特に腰痛は健康を損なう原因の上位を占めて

おり、その対策は喫緊の課題である。 
高齢労働者が健康的に働くことが出来、且つ生産性が確保できる職場づくりに、人間工学が注

目を集めており、中でもエルゴノミクスは「人間と作業環境との適切な関係を人間の特性から究

明する学問」として応用範囲が広く、工業製品デザイン・ソフトウェア設計、工場のライン設計

などにも取り入れられている。 
本研究では、適切なオフィス環境構築の参考事例を提示することを目的に「腰痛予防に資する

オフィス環境・エルゴノミクスに関する国内外のエビデンス」に関する文献レビューを行った。
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本研究では、適切なオフィス環境構築の参考事例

を提示することを目的に「転倒・骨折・腰痛予防に

資するオフィス環境・エルゴノミクスに関する国内

外のエビデンス」に関する文献レビューを行った。 
 

Ｂ.研究方法 

医学中央雑誌およびOvid Medlineで検索を行

った。労働者，勤労者，腰痛，Occupational Injuries, 

Prevention & Control, 職場環境, エルゴノミク

スなどの検索語を用い，医学中央雑誌では 3 件，

Medline では 19 件がヒットした。アブストラク

トの内容から本研究と関連があると考えられた

のは 7 件であった。このうち入手可能だった 7

件の全文を読み，その中から主要な 1 文献を中

心にレビューを行った。 

倫理的配慮： 文献レビューであり, 特に倫理

的配慮は必要がない。 

 

Ｃ.研究結果 

 2016年 11月 17日以前に公開された文献のメ

タ解析を実施し、腰痛に焦点を当てて、座位・

立位ワークステーションと筋骨格不快感との関

係を扱ったシステマティックレビュー4)に関し

て要旨をまとめた。 

（背景情報） 

 米国労働者にて就業時間の約 3 分の 2 が

sedentary である、NHANES 2003– 2006 の

研究で米国成人の sedentary の時間を測定、

1日8‐9時間であることが報告されている。

sedentary なライフスタイルと中枢脂肪症、

リポタンパク質リパーゼとの間に関連性

があり、心血管系疾患を含めた死亡率が増

加している。 

 sedentaryが主な原因であると考えられる身

体的な不快感をオフィスワーカーの 60％

が訴えている。 

 コンピューター作業中の首と肩の筋肉の

持続的な緊張は、痛みの発生の素因として

特定されている。 

 長時間の静的姿勢を軽減し、生理学的およ

び生体力学的負荷を最小限に抑える作業

位置の開発に多くの注意が向けられてい

る。座位姿勢を比較すると、疲労と快適性

に違いがあることを示され、たとえば、腕

を支えて座り、背もたれの傾きを大きくす

ると、椎間板と背中の筋肉にかかる圧縮力

が減少する。長時間座位では筋骨格痛が生

じるだけでなく、これらの障害を治療せず

に放置すると、重大な労働災害が発生し、

医療費・労働生産性低下にて数十億ドルの

経済損失が発生する可能性がある。 

 トレッドミルデスクなどの運動ワークス

テーションは、長時間の座位に関連する筋

骨格の不快感と心臓代謝の懸念に対処す

るために登場した。いくつかの研究では、

座りがちな時間、肥満度指数、および筋骨

格の不快感の減少が示されるものの、仕事

のパフォーマンス上昇に関して結果は一

貫していない。高コスト、スペースを要す

る、ワークステーション上ですべての作業

タスクを完了するのが困難であるなどの

理由から、トレッドミルデスクは実用的で

はない。 

（結果） 

 2016年 11月 17日以前に公開された文献の

メタ分析を実施。Sit-stand workstation と筋

骨格不快感との関係を検討 

 12 論文を Pick up, 8 論文でメタアナリシス 

 Sit-stand workstation の筋骨格不快感に与え
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る影響の標準化平均差(Standardised mean 

difference :SMD)は-0.2395 であり、95%信頼

区間は-0.437～-0.023 であった。解釈に関し

ては以下に示す。 

 8 文献中、1 文献おいて（Karacollis,2016)が

male と female に分けて結果が提示されて

いるので、SMD の 95%CI が 9 つ提示され

ている。複数の研究において、同じ構成要

素を測定するために異なるツールが使わ

れている場合に連続データを統合するた

めの SMD が用いられる。SMD は、もとも

との測定単位ではなく、標準偏差（SD）の

単位として介入効果を表すもので平均差

（ベースラインから研究終了までの変化、

または研究終了時の値）を当該研究の対照

群での標準偏差で割ることにより、平均差

を標準化したものである。 

 コーエンによる効果サイズの解釈は、< 

0.40:小さい効果、0.40～0.70:中等度の効果、

> 0.70:大きい効果となっており、本研究の

結果は小さい効果ということになる。 

 funnel プロットにて公表バイアスを表示

しているが「funnel プロットによって公表

バイアスが評価できる前提として，精度が

小さい研究から大きな研究まである程度，

縦軸がばらつく必要があり、観察研究のよ

うに、症例数設計をしにくい場合は，精度

は相対的に大きくばらつくはずであるが、

無作為化臨床試験のように厳密な症例数

設計を行う場合は、精度が研究間でばらつ

きにくいため，funnel プロットによる公表

バイアスの視覚的検討は困難である」こと

から参考として提示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
funnel プロットが左右対称性であれば横軸

と縦軸の相関は 0 になることを利用して、ケン

ドールの順位相関係数を計算のうえ公表バイア

スの有無を検定しており、本研究においては実

質的な出版バイアスはない。 

  

Ｄ.考察 

本研究では、適切なオフィス環境構築の参考

事例を提示することを目的に「腰痛予防に資す

るオフィス環境・エルゴノミクスに関する国内

外のエビデンス」に関する文献レビューを行っ

た。 

主要な 1 文献を中心にレビューを行い、

Sit-stand workstation は特定の集団では筋骨格系

不快感に効果量は少ないものの有益であること

があきらかになった。 

腰痛予防に関して、適切な人間工学と高さ調

節可能なワークステーションを使用する際に、

個別のトレーニング/教育が必要性とされる。現

場への導入を考えて教育用の資材が必要となる。

また勤務時間の 1 日を通して姿勢を変えること

の重要性を想起させるようなシステムの構築が

効果的であるものと予想される。 
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E．結論 

高齢労働者が健康的に働くことが出来、且つ

生産性が確保できる職場づくりに、Sit-stand 

workstation を導入することは筋骨格系不快感に

効果量は少ないものの有益であるものと予想さ

れる。教育資材やシステム構築を念頭に置いて、

Sit-stand workstation の導入を視野に入れること

も対策の一つとなり得る。 

 

Ｆ.健康危険情報 

なし 

 

Ｇ.研究発表・学会発表 

 なし 

 

H.知的財産権の出願・登録 
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